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はじめに 

 ２０１１年７月に、アナログテレビ放送の長い歴史が幕を閉じようとしている。アナログテレビ

の成長期をつぶさに見てきた者にとっては、一抹の寂しさも憶える。特に、モノクロ放送から

カラー放送に移行して行く段階での技術の展開は、変・復調技術を学生に教育する者にと

って、これを考案し実現した先輩技術者たちの魂をどのように伝えたらよいのか腐心したも

のである。 

 今回の地上デジタル放送への移行は、その時ほどスムーズなものとは言えないが、今後の

地上デジタル放送の進展と周波数の有効利用にとって避けて通れない大きな関門であると

考えられる。ありとあらゆるものがユビキタスネットワークによって繋がる夢のような世界を実現

するために、電波の周波数帯域は益々重要になり、テレビジョン放送だけが広い周波数帯

域を利用することは許されないという事情があったと推察される。特に地上デジタル放送に

使われているＯＦＤＭ方式は周波数利用効率が高く、また今回検討対象としているＳＦＮ（単

一周波数ネットワーク）によるギャップフィラーという新しい方式をも可能としている。従来、ア

ナログの中継を行う場合、アンテナの指向性等を厳しく制限しない限り、同一周波数で中継

することは不可能であり、広い周波数帯域を必要とする。この点でも、地上デジタル放送方

式の強みが発揮されている。 

 一方、テレビは最も国民生活によく浸透している情報基盤であり、アナログ放送からデジタ

ル放送への完全移行は、国を挙げて取り組むべき国家的な課題である。そのためには、何

処にでもテレビ電波が届いている必要がある。これまで、約５０年かけてテレビ電波の不感地

帯を無くして来たが、これと同様のことをあと残り少ない年月で実現し、全てのご家庭で地上

デジタル放送を視聴できるようにする必要がある。今回検討しているギャップフィラーもこの

一環であり、従来と比べ安価な装置でビル陰等の電波の届き難い部分にＳＦＮによって中

継し、電波の不感地帯をなくそうとする方式である。 

 調査検討会で検討すべき事柄は非常に多岐に渡ったため、全てを実験でやり尽くすこと

は不可能であった。そのため、電波の伝搬状況を計算機シミュレーションによってできる限り

予測し、実験で確かめる形態を取った。その中で、計算機シミュレーションの予測が、ある程

度の範囲で十分に使えることが、確認できたことは大きな収穫であった。すなわち、中継器

を設置する場合に従来のようにベテラン技術者の勘や試行錯誤に頼る代わりに、計算機に

よる予測に基づいて設置場所等や指向性などを決定できるからである。 

 本調査検討会で得られた結果が、国民の最大の娯楽であるテレビ放送のデジタル化への

完全移行に向けて、有効利用されることを確信するものである。 

平成２１年３月 

「ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する調査検討会」 

座長 半田 志郎（信州大学工学部・教授） 

 



第１章 地上デジタルテレビジョン放送の概要 
 

－2－ 

表１．２ 信越管内の地上デジタル放送の世帯カバー率

（平成 20 年（2008 年）末）

注：カバー率はアナログ受信世帯数（共聴等を含む）に対するデジタル受信可能世帯数の比である。 

【出典：地上デジタル推進全国会議公表の中継局ロードマップ及び市町村別ロードマップから】 
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１．１ 放送メディアのデジタル化 

 我が国における放送サービスは、大正１４年（１９２５年）に中波ラジオ放送が、昭和２８年（１

９５３年）にテレビジョン放送が開始され、以来、長年にわたり国民生活に広く浸透し、国民に

親しまれてきた。 

 近年、情報通信分野における技術革新を背景に、情報通信メディアのデジタル化が急速

に進展し、放送分野においても放送のデジタル化が推進されている。放送のデジタル化は、

高精細度映像の実現、移動受信の改善、データ放送利用の高度化等が進み、これまでに

無い高いレベルの放送品質やサービスを提供するものとなった。 

 放送メディアのデジタル化は、平成８年（１９９６年）にＣＳデジタル放送が、平成１２年（２００

０年）にＢＳデジタル放送が開始され、平成１５年（２００３年）１２月には、関東、中京、関西の

三大都市圏において地上テレビジョン放送のデジタル化が開始され、いわゆる「地デジ」の

幕開けとなった。その後、平成１８年（２００６年）末までに全国の県庁所在地で地上デジタル

放送が開始され、平成２３年（２０１１年）７月に地上デジタルテレビジョン放送（以下「地上デ

ジタル放送」という。）に完全移行することとなっている。 

 

１．２ 信越管内の地上デジタル放送の概要 

 信越管内における地上テレビジョン放送のデジタル化は、平成１８年（２００６年）に長野（美

ヶ原）局、新潟（弥彦）局が開局され、平成２１年３月末現在、長野県内では３０カ所、新潟県

内では２８カ所の中継局が開局されている。平成２１年度には、新たに長野県内で１２カ所、

新潟県内で９カ所に中継局が開局される予定である。 

 また、信越管内の地上デジタル放送の世帯カバー率は、表１．２のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県名 カバー率 

新潟県 約９７％ 

長野県 約９４％ 
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１．３ ギャップフィラーの制度化の経緯 

 平成２３年（２０１１年）７月の地上デジタル放送への完全移行向け、現在、全国において中

小規模の中継局の整備が行われている。その中で、放送波が届き難い山間辺地やビル陰

には多数の小規模の中継局の整備が見込まれ、そのような小規模中継局の技術基準の策

定が求められていた。 

 特に、地上デジタル放送のサービスエリアの中で、局所的に地形や建造物等により電波が

遮蔽されることによって受信障害が発生している狭いエリアの受信状態を改善するために追

加的に置局する極微小電力の中継局（以下、ギャップフィラーという。）は、比較的小規模な

無線設備であり、経済的かつ迅速に置局できるという特徴があることから、その制度整備に

期待が寄せられてきたところである。 

 このような状況を背景に、地上デジタル放送における中継局の導入等、デジタル放送シス

テムの最適利用のための技術的条件について審議するため、平成１８年（２００６年）９月に

情報通信審議会の情報通信技術分科会に放送システム委員会が設置された。 

 放送システム委員会では、「放送システムに関する技術的条件」のうち「地上デジタル放送

の中継局に関する技術的条件」について、平成１８年（２００６年）１０月から審議を行った。 

 審議の結果、地上デジタル放送において「放送局」として一律の技術基準が適用されてい

た旧制度について、新たに「中継局」という概念を導入して、周波数許容偏差、空中線電力

許容偏差、スペクトルマスクに関して技術基準が緩和されたカテゴリを導入すべきことが提

言された。 

 また、その中継局の技術基準のうち、特に、電波伝搬の特性上閉鎖的であり、かつ、狭小

な区域を対象として、極微小電力（０．０５Ｗ以下）で送信する中継局は、「極微小電力局」と

さらに定義をして、経済性に優れた小規模な無線設備を通常の中継局と区別して整理する

こととしたとの報告を行い、平成１９年（２００７年）１月、情報通信審議会から「地上デジタル

放送の中継局に関する技術的条件」について一部答申が行われ、同年５月に一部答申を

踏まえ、地上デジタル放送における中継局及び極微小電力局の新たな技術基準が施行さ

れた。 

 平成１９年（２００７年）５月に施行された極微小電力局の技術基準は、電波伝搬の特性上

閉鎖的であり、かつ、狭小な区域を対象としており、山間辺地や地下街等の遮へい空間の

みに適用できるものであり、電波が建造物に遮へいされることにより生ずる受信障害対策用

の送信設備は対象外となっていた。 

 地上デジタル放送の中継局の整備が進展することに伴い、建造物等人為的要因により受

信障害が発生している地域やデジタル混信により受信障害が発生している地域においても

ギャップフィラー設置による対策のニーズが高まっているため、放送システム委員会では、

平成１９年（２００７年）８月から「放送システムに関する技術的条件」のうち「デジタル混信等

の難視対策のためのギャップフィラーに関する技術的条件」について審議を行った。 
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１．４ ギャップフィラー設置による二次的障害の対応 

 放送システム委員会が「放送システムに関する技術的条件」のうち「デジタル混信等の難

視対策のためのギャップフィラーに関する技術的条件」について審議を行った結果、建造物

等人為的要因により受信障害が発生している地域やデジタル混信により受信障害が発生し

ている地域等に設置する空中線電力０．０５Ｗ以下の中継局の周波数許容偏差、空中線電

力許容偏差、スペクトルマスクに係る技術的条件は、平成１９年（２００７年）５月に施行された

極微小電力局の技術的条件と同じ条件とすることが適当であり、偏波面については、上位

局の電波と直交させることを原則とするとともに、周波数偏差等の測定方法について報告が

行われ、平成２０年（２００８年）１月、情報通信審議会から「デジタル混信等の難視対策のた

めのギャップフィラーに関する技術的条件」について一部答申を行われ、同年５月に一部答

申を踏まえ、地上デジタル放送における中継局及び極微小電力局の新たな技術基準が施

行された。 

 この技術的条件の審議を行った放送システム委員会報告では、難視対策用のＳＦＮ

（Single Frequency Network）を行うギャップフィラーの置局による二次的な障害の防止策とし

て、カバーエリアの最小限化による不要な飛び出しの抑制、偏波面を上位局と変えることに

よる上位局受信者への影響の軽減等があげられた。 

 このため、信越総合通信局は、平成２０年（２００８年）５月、「ギャップフィラーにおけるＳＦＮ

に関する調査検討会」を設置し、建造物障害対策用のギャップフィラーの送信高を低く抑え

た低位送信等によるカバーエリアの最小限化と不要な飛び出しの抑制、偏波面を上位局と

変えることによる上位局受信者への影響の軽減等について調査検討を行ったものである。
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第２章 建造物障害対策用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

２．１ 二次的な障害関連の実地試験 

 建造物障害対策用ギャップフィラーの二次的な障害に関連する実地試験は、長野市吉田

の長野電鉄（株）長野線信濃吉田駅周辺の地上高４５ｍのマンションを長野局（美ヶ原）から

の電波の仮想障害物と見なして次節以降の内容で実施した。 

 なお、実地試験を行ったエリア及びその周辺は、長野局（美ヶ原）と善光寺平局の二つの

局のサービスエリアとなっており、エリア及びその周辺の視聴者は全て善光寺平局を受信し

ている。 

 このため、１３から１８チャンネルを使用したＳＦＮ－ギャップフィラーの実地試験を行っても

受信障害が発生することはない。また、長野局（美ヶ原）からの電波の仮想障害物と見なした

マンションも同様の理由により、建造物障害は発生しないことを念のため申し添える。 

 ＭＦＮ（Multi Frequency Network）－ギャップフィラーで使用した１９及び２５チャンネルは

長野市内で使用されていないため受信障害は発生しない。 

 

２．１．１ 実地試験の概要 

２．１．１．１ 実地試験の目的 

 ギャップフィラーは、放送区域内に存在する建造物や地形的要因により局所的に発生す

る受信困難地域を解消する手段として期待されている。 

 ギャップフィラーには親局（上位局）と同一のチャンネルで電波を発射するＳＦＮと親局（上

位局）と異なるチャンネルで電波を発射するＭＦＮの２種類の方式がある。言うまでもなくＳＦ

Ｎの方式の方が周波数の有効利用の観点から望ましいとされている。 

 ギャップフィラーの置局にあたっては、事前に検討を必要とする技術的要件として、サービ

スエリアやギャップフィラー受信のための条件等に加えて、ギャップフィラーの設置に伴う二

次的な障害の有無について検討することが重要になっている。とりわけＳＦＮ方式では、受

信困難地域の内外に親局の電波とギャップフィラーの電波が到来することになり、このことが

原因となりＳＦＮ混信による新たな受信困難地点を生じさせる場合があることから、より細かな

事前検討が必要になっている。 

 また、建造物障害対策用のギャップフィラーにあっては、工事の容易さから障害源となる建

造物の屋上等から送信する事例も想定されることから、必要とするエリア以上に電波が輻射

され、これを要因としたＳＦＮ混信の発生についても危惧されているところである。 

 本実地試験は、ギャップフィラーの設置にあたっての事前検討手法を確立することを目的

として、以下の項目について調査試験を行った。 

 調査項目１： ＭＦＮ－ＧＦにおけるサービスエリア範囲の検証 

（可能な限り送信高を低くした、低位送信の観点から） 
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 調査項目２： ＳＦＮ－ＧＦにおける二次的な障害発生地点の検証 

 調査項目３： ＳＦＮ－ＧＦにおける二次的な障害解消手段の検証 

 

２．１．１．２ 実地試験の日時 

 実地試験は、本試験に先立ち、機器の動作試験やギャップフィラーのエリア確認等を行う

予備試験を平成２０年８月２８日から９月１日までの５日間実施した。 

 この予備試験の結果を受けて、本試験を平成２０年９月２日から９月１７日まで１２日間実施

した。また、本試験終了後の９月１８日には、本実地試験を主催する調査検討会の委員や実

地試験に協力をいただいた関係者に対して公開試験を実施した。 

 

２．１．１．３ 実地試験の場所 

 実地試験を行った場所は、長野市吉田の長野電鉄（株）長野線信濃吉田駅周辺の大型マ

ンション等の建造物による電波遮蔽領域を中心に測定を行った。 

 図２．１．１．３に実地試験場所の周辺の俯瞰図を示す。図中央部の左右の白線は親局波

の到来方向を、〇印は測定場所等を示している。測定場所は、測定車が長時間駐車可能

であることなどの条件を満たす複数の候補から、シミュレーションなどの机上検討および予

備試験結果を考慮して、赤枠で囲った７箇所を選定した。 

 

 ギャップフィラーは、ギャップフィラー間の干渉も試験を行うため、比較的近距離に２式設

置した。第１ギャップフィラーは、建造物障害の原因と仮想したマンション横の県道拡幅予定

地に高所作業車を使用して設置した。第２ギャップフィラーは中部電力（株）吉田訓練所構

内の訓練用の電柱に共架設置した。設置場所はいずれも緑色の矢印で示した場所である。 

 なお、受信親局は、第１及び第２ギャップフィラーともに長野局（美ヶ原）とした。 

 

吉田交番 

小学校 

緑地入口 

アパート

住宅前

公園横

ｱﾊﾟｰﾄ 2

遠方１ 

遠方２小学校裏

川沿い

受信点１ 

受信点２ 

第１ＧＦ 

第２ＧＦ

長
野
局
方
向 

学校裏２

マンション 

マンション１ 背景図： Google Earth

図２．１．１．３  実地試験場所俯瞰図 



第２章 建造障害対用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

－7－ 

 ギャップフィラーの設置に関して多大なご協力をいただいた、長野県殿、長野市殿、中部

電力（株）長野支店殿及び長野電鉄（株）殿に御礼を申し上げる。 

 

２．１．２ 事前検討 

 実地試験を効率的かつ効果的に進めるため、机上検討により実地試験対象地区の全般

的な特性を把握するため、建造物による遮蔽減衰量やＳＦＮ混信障害発生確率等、下記の

項目についてシミュレーション計算を実施した。（シミュレーション計算の手法等については、

資料編（株）ＮＨＫアイテックの報告書を参照願いたい。） 

 ①長野局（美ヶ原）の電波の電界強度（建造物障害発生地点の特定） 

 ②ギャップフィラーの電波の電界強度 

 ③親局並びにギャップフィラーの電波の受信可能エリア 

 ④ＳＦＮ混信障害発生地点 

 

２．１．２．１ 長野局（美ヶ原）の電界強度のシミュレーション 

 長野局（美ヶ原）の電界強度のシミュレーション結果は図２．１．２．１のとおりである。シミュ

レーションを行ったエリアの長野局の電界強度は６５ｄＢμＶ／ｍ程度と計算される。この電

界強度が建造物によって遮蔽されている場所にあっては、電界強度が１０～３０ｄＢの範囲で

低下している様子がわかる。仮想の障害源としたマンションから約２００ｍ離れた場所までが

電界強度の低下が大きく、その地点にある吉田小学校の校舎の影響を受けて、複合遮蔽に

より、さらに約２００ｍ遠方まで電界強度が低下している。 

 

親局波-電界強度（dBuV/m）

>70.5 70.5～67.5 67.5～64.5 64.5～61.5 61.5～58.5 58.5～55.5 55.5～52.5
52.5～49.5 49.5～46.5 46.5～43.5 43.5～40.5 40.5～37.5 37.5～34.5 <34.5

小学校吉田交番 学校裏
アパート

学校裏２

川沿い

遠方１ 

２００ｍ 

マンション 

第１ＧＦ 

マンション１ 

マンション２ 

図２．１．２．１  長野局親波電界強度計算値（１５ｃｈ）
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２．１．２．２ ギャップフィラーの電界強度のシミュレーション 

 仮想の建造物障害の原因としたマンション脇に設置した第１ギャップフィラーのシミュレー

ション結果は図２．１．２．２のとおりである。このシミュレーションの送信条件としては、送信高

２０ｍ、送信空中線５素子リングアンテナ、送信電力１０ｍＷ（実効輻射電力４０ｍＷ）、送信

チャンネル１５ｃｈとした場合のものである。 

 図の上側の遮蔽領域は、第１ギャップフィラーの近傍にある「マンションの駐車場」建物に

よるものである。また、ギャップフィラーから右下方向に向かって遮蔽領域は、「吉田の銀杏」

という、高さ、幅とも３０ｍを超える大きな樹木によるものである。樹木は建物ほどの遮蔽効果

がないこと、形状が不定形であることなどから、その遮蔽量を計算で求めるのは難しく、実際

の測定にあたっても、風などの影響を受け樹木が揺れることにより、測定値が不安定になる

ことも想定される。このため、本実地試験では、この樹木の遮蔽領域には測定地点を設置し

ないこととした。 

 

２．１．２．３ 長野局（美ヶ原）受信障害エリア及び第１ギャップフィラー受信可能エリアの 

シミュレーション 

 図２．１．２．３が、長野局及び第１ギャップフィラーの電波がそれぞれ単独に存在する場合

について、受信可能領域をシミュレーションした結果である。同図（Ａ）は長野局、同（Ｂ）は

第１ギャップフィラーに関する結果である。 

 ある地点における電界強度は、アンテナの位置の変化や伝搬状態の変動等の不確定要

素が含まれていることを考慮する必要がある。特に遮蔽領域においては、波長程度の位置

変化でも電界強度が大きく変動する場合があり、計算値、測定値を問わず電界強度を一つ

の数値で表現するよりもその値を中心に一定の範囲内に分布しているとして扱うのが適切で

ある。遮蔽条件によるが遮蔽領域における電界強度は、標準偏差６ｄＢ程度で正規分布する

GF波-電界強度（dBuV/m）

>70.5 70.5～67.5 67.5～64.5 64.5～61.5 61.5～58.5 58.5～55.5 55.5～52.5
52.5～49.5 49.5～46.5 46.5～43.5 43.5～40.5 40.5～37.5 37.5～34.5 <34.5

「吉田の銀杏」

第１ＧＦ 

図２．１．２．２  第１ＧＦ波電界強度計算例
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と言われている。 

 このシミュレーションにおいては、上記の考え方に従って、１０ｍメッシュの各地点の電界強

度の計算値の周りに６ｄＢの正規分布するものと仮定し、その電界強度の分布に応じて受信

障害が発生する確率を示すこととした。建造物により受信障害の発生確率が４０％以上だっ

た地点が、第１ギャップフィラーの電波を発射することにより５％以下になり、受信障害が解

消される様子がよくわかる。なお、第１ギャップフィラーの送信条件は、ギャップフィラーの電

界強度をシミュレーションした時と同一である。 

 

親ANT/GFoff-発生率（％）

0～5 5～10 10～15 15～20 20～25 25～30 30～35
35～40 40～45 45～50 50～55 55～60 60～65 >65

親波受信 

（ＧＦ：ＯＦＦ）

図２．１．２．３（Ａ）  長野局受信可能エリア計算値

GFANT-発生率（％）

0～5 5～10 10～15 15～20 20～25 25～30 30～35
35～40 40～45 45～50 50～55 55～60 60～65 >65

ＧＦ波受信 

（ＭＦＮ－ＧＦ）

図２．１．２．３（Ｂ）  ＧＦ波受信可能エリア計算値
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２．１．２．４ ＳＦＮ干渉障害のシミュレーション 

 ＳＦＮによるギャップフィラーの場合は、ギャップフィラーの電波の発射にともないＳＦＮ混信

障害が発生する恐れがある。図２．１．２．４．１

は、ＡＲＩＢ ＴＲ－Ｂ１４（（社）電波産業会 地

上デジタルテレビジョン放送運用規定 以下、

同様。）に記載されているＳＦＮ混信障害発生

条件であり、図の曲線で囲まれた領域内に希

望波とＳＦＮ波が存在する場合に障害が発生

することを示したグラフである。 

 このグラフから読み取れることとしては、希望

波の受信電圧が５０ｄＢμＶ以上あれば、ＳＦ

Ｎ波の受信電圧にかかわらず、障害は発生し

ないが、希望波の受信電圧が５０ｄＢμＶ未満

の場合であって、希望波の受信電圧とＳＦＮ波の受信電圧がほぼ等しくなる条件において

発生することとなる。 

 図２．１．２．４．２は、以上の考察を踏まえて、ＳＦＮギャップフィラーの電波の発射にともな

い二次的に発生する混信障害（以下、ＳＦＮ与干渉とする。）について、長野局と直交した偏

波面（垂直偏波）でシミュレーションを行った結果である。なお、ＳＦＮ与干渉障害の発生に

影響を与える、交差偏波識別度は１５ｄＢ、送信Ｃ／Ｎは３０ｄＢとしてシミュレーションを行っ

た。 

 

 同図（Ａ）は、ギャップフィラー送信は長野局と直交する偏波、各地点の受信アンテナは長

野局受信用（アンテナ方向：長野局、偏波面：水平）の場合のシミュレーション結果である。 

親ANT/GFon-発生率（％）

0～5 5～10 10～15 15～20 20～25 25～30 30～35
35～40 40～45 45～50 50～55 55～60 60～65 >65

図２．１．２．４．２（Ａ）  ＳＦＮ－ＧＦ波発射時の受信障害発生率（交差偏波送信） 

ＳＦＮ混信障害条件

0

20

40

60

80

0 20 40 60 80

希望波電圧（ｄＢμＶ）

Ｓ
Ｆ

Ｎ
波

電
圧

（
ｄ
Ｂ

μ
Ｖ

）
図２．１．２．４．１  ＳＦＮ混信障害発生条件
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 この結果の中にはＳＦＮ与干渉障害と長野局の遮蔽障害の２種類のものが含まれているこ

とから、この図と長野局の遮蔽障害のシミュレーション結果である図２．１．２．３（Ａ）との差分

がＳＦＮ与干渉障害の発生地点に相当する。 

 

 同図（Ｂ）は、ギャップフィラー送信時の障害発生確率と長野局の遮蔽障害の発生確率の

差分を地点毎にシミュレーションしたものである。図に示すように測定地点「学校裏」の後方

や「川沿い」などの近傍でＳＦＮ与干渉障害が発生する。 

 

 同図（Ｃ）は、各地点の受信アンテナの偏波面を障害が軽減できる偏波面に適正化した場

最適ANT-発生率（％）

0～5 5～10 10～15 15～20 20～25 25～30 30～35
35～40 40～45 45～50 50～55 55～60 60～65 >65

図２．１．２．４．２（Ｃ）  受信アンテナ最適化による障害解消（交差偏波送信） 

与干渉（GFon－GFoff）

0～5 5～10 10～15 15～20 20～25 25～30 30～35
35～40 40～45 45～50 50～55 55～60 60～65 >65

与干渉障害発生地点 

図２．１．２．４．２（Ｂ）  ＳＦＮ与干渉障害発生率（交差偏波送信） 



第２章 建造障害対策用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

－12－ 

合のＳＦＮ与干渉障害の発生状況をシミュレーションしたものである。図に示すとおりＳＦＮ与

干渉障害が解消されている。 

 次にギャップフィラーの電波を長野局と同一の偏波面（水平偏波）とした場合のシミュレー

ション結果を図２．１．２．４．３に示す。 

 

 同図（Ａ）は、受信アンテナの方向を長野局に向けている場合のＳＦＮ与干渉障害の発生

確率である。発生確率そのものは低いものの、広範囲にわたって影響が出ていることがわか

る。 

 

 同図（Ｂ）は、受信アンテナを最適な方向に調整した場合の障害解消状況を示したもので

最適ANT-発生率（％）

0～5 5～10 10～15 15～20 20～25 25～30 30～35
35～40 40～45 45～50 50～55 55～60 60～65 >65

与干渉障害解消地点 

図２．１．２．４．３（Ｂ）  受信アンテナ最適化による障害解消（同一偏波送信） 

与干渉（GFon－GFoff）

0～5 5～10 10～15 15～20 20～25 25～30 30～35
35～40 40～45 45～50 50～55 55～60 60～65 >65

図２．１．２．４．３（Ａ）  ＳＦＮ与干渉障害発生率（同一偏波送信） 
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ある。同一偏波のため、障害の解消方法は受信アンテナの方向調整となるため、交差偏波

の時の様に劇的な障害解消とはならず、一部の地点のみの障害が解消する結果となった。 

 

２．１．２．５ 送信チルトに関するシミュレーション 

 本試験で使用する５素子リングアンテナの指向特性は、指向角３０度で－３ｄＢであることか

ら、このアンテナの指向特性をシミュレーターに入力し、チルト３０度の場合とチルト０度で送

信出力を３ｄＢ減力した場合の電界強度の比較を行った。 

 図２．１．２．５は、ギャップフィラーの輻射方向のほぼ正面になる測定ポイントである「アパ

ート」を中心に８０ｍ×９０ｍの範囲内の電界強度をシミュレーションしたものである。どちらの

グラフもほぼ同じようなグラフとなっていることから、チルトと減力とは電界強度において等価

であると考えられる。 

 

２．１．３ 実地試験系統 

 本実地試験では、仮想の建造物障害の発生原因となる「マンション」（以下、単にマンショ

ンとする。）横の県道拡幅予定地内に設置したギャップフィラーを第１ギャップフィラーと称し、

中部電力（株）吉田訓練所構内に設置したギャップフィラーを第２ギャップフィラーと称する。

それぞれのギャップフィラーの試験系統は、図２．１．３．１及び図２．１．３．２のとおりである。 

 

ブースター 

同軸ケーブル 
１７０ｍ 

受信部 

２０素子 
八木アンテナ 

５素子リング 
または 

無指向アンテナ

ＡＣ１００Ｖ

光 
ケーブル

ＡＣ３０Ｖ重畳 

送信部

エンジン
発電機

ＡＴＴ
ＡＴＴ 

第１ＧＦ送信所（マンションの横） 

長野局受信 

測定器 受信機 

測定車＃１ 

図２．１．３．１  第１ＧＦ試験系統図

振幅分布：σ=2.74 dB
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（Ａ） 領域内電界分布（チルト時）
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図２．１．２．５  送信チルトと送信減力の比較 
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２．１．３．１ 第１ギャップフィラーの設置状況 

 「マンション」と「信濃吉田駅」を結ぶ連絡通路に親波受信用アンテナを設置し、長野局の

信号（１３～１８ｃｈ）を受信した。受信信号は、可変減衰器を経由してブースター増幅器（利

得３５ｄＢ）に入力された後、１７０ｍ長の同軸ケーブルにより、受信部に伝送される。 

 受信部では、チャンネル毎のレベル調整などの処理を行なった後、電気/光変換を行い、

光信号は、６００ｍ長の光ケーブルを介して、高所作業車のバッケト内に設置した送信機に

接続され、光/電気変換されて送信機出力信号（各チャンネル１０ｍＷ）となる。 

 送信機出力信号は、可変減衰器により実地試験に必要な電力に調整された後、送信アン

テナより放射される。図２．１．３．１．１に第１ギャップフィラーの設置状況、図２．１．３．１．２

に電測地点の一例を示す。また、表２．１．３．１に第１ギャップフィラーの主要諸元を示す。 

 受信アンテナ直後に可変減衰器を挿入した理由としては、ＳＦＮ与干渉障害の発生状況

は、ギャップフィラー送信波自体のＣ／Ｎの影響を受けることから、実地試験では、信号のＣ

／Ｎを可変して送信Ｃ／Ｎを所定の値に設定する必要があるために挿入したものである。な

お、送信信号のＣ／Ｎを直接測定することができないため、送信機モニタ信号のＭＥＲを測

定し、その値を代用することとした。 

 第１及び第２ギャップフィラーから発射された電波を区別するため、二つのギャップフィラー

波間に遅延差を設けた。 

 第１ギャップフィラーの信号の遅延量は、同軸ケーブル（１７０ｍ）で１μｓｅｃ、受信部等の信

号処理で８μｓｅｃ、光ケーブル（６００ｍ）で３μｓｅｃの合計１２μｓｅｃである。第２ギャップフィラ

ーの遅延量は、受信部等の信号処理による８μｓｅｃである。従って、二つのギャップフィラー

波間には、約４μｓｅｃの遅延差が与えられている。 

 図２．１．４．１．３に、第１ギャップフィラーの送信特性として、同図（Ａ）は、１３～２５ｃｈにわ

たる周波数特性、同図（Ｂ）は、遅延特性、（Ｃ）は、周波数特性の詳細例で、１５ｃｈのもので

ある。他のチャンネルについては、資料編の（株）ＮＨＫアイテックの報告書を参照願いた

い。 

ブースター 

同軸ケーブル 
８０ｍ 

受信部 

２０素子 
八木アンテナ 

５素子リング 

ＡＣ１００Ｖ

光 
ケーブル

ＡＣ３０Ｖ重畳 

送信部

エンジン
発電機

ＡＴＴ
ＡＴＴ 

第２ＧＦ送信所（中電訓練所） 

測定器 受信機 

測定車＃２ 

長野局受信 

図２．１．３．２  第２ＧＦ試験系統図
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マンション 「吉田の銀杏」 

吉田小学校

図２．１．３．１．２  電測地点の一例 

測定地点 小学校 測定地点 学校裏 

送信アンテナ

（Ａ）  送信アンテナ設置バッケット車 （Ｂ）  ＧＦ全景 

（Ｃ）  ＧＦサービスエリア方向を望む （Ｄ）  親波受信アンテナ 

図２．１．３．１．１  第１ＧＦ設置状況
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表２．１．３．１  第1ＧＦ主要諸元 

機材 主要機能/特性 備考 

受信アンテナ ２０素子八木、利得８ｄB 地上高７ｍ、１３～１８ｃｈ受信 

ブースター増幅器 利得３５ｄB 入力の可変減衰器でC／N設定 

同軸ケーブル ７C２V：１７０ｍ 遅延時間：１μｓｅｃ 

受信部 レベル設定、ｃｈ変換、電気/光変換 遅延時間：８μｓｅｃ 

光ケーブル ６００ｍ 遅延時間：３μｓｅｃ 

送信機 光/電気変換、各ｃｈ１０ｍＷ 出力の可変減衰器で送信電力調整 

送信アンテナ 5素子リング（水平偏波・垂直偏波兼用） 

水平偏波・無指向 

垂直偏波・無指向 

チルト角：０度/１５度/３０度 

チルト角：０度 

チルト角：０度 

送信アンテナ高 １０ｍ/１５ｍ/２０ｍ 高所作業車に設置してアンテナ高を設定

送受回り込み 観測されず（-４０ｄＢ以下）  

第２ＧＦ波の混入 観測されず（-４０ｄＢ以下）  

13ch 19ch 25ch
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図２．１．３．１．３  第１ＧＦ送信特性
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２．１．３．２ 第２ギャップフィラーの設置状況 

 第２ギャップフィラーは、中部電力（株）吉田訓練所構内に長野局受信用のアンテナとギャ

ップフィラー送信アンテナを設置した。受信アンテナと送信アンテナとの離隔距離は約６０ｍ

である。図２．１．３．２．１に第２ギャップフィラーの設置状況を、表２．１．３．２に第２ギャップ

フィラーの主要諸元を示す。 

 なお、送信及び受信アンテナを設置した電柱の配電線へは、訓練施設であるため通電さ

れていない。 

 

 

（Ａ）  送信アンテナ設置状況 

送信アンテナ 

ＧＦ送信機等 

送信アンテナ 

（Ｂ）  送信アンテナ 

親波受信アンテナ

（Ｄ）  受信アンテナ設置状況 

図２．１．３．２．１  第２ＧＦ設置状況

（Ｃ）  ＧＦ受信部と送信機 
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 受信アンテナの設置位置については、①親波受信電界が高いこと、②送信アンテナから

の離隔距離が大きいこと、③第１ギャップフィラー波の電界強度が低いことが望ましい条件で

あるが、①と②については、訓練所構内の東南隅が好条件となる。一方、東南隅の位置は

第１ギャップフィラーが見通しとなるため、

③の条件に関して不利となる。 

 ギャップフィラー間の干渉試験におい

ては、一方のギャップフィラー波に他方

のギャップフィラー波成分が含まれてい

ると、測定結果の分析が複雑となるため、

本試験では、上記③の条件を重視し、

図２．１．３．２．２に示す「中部電力吉田

寮」の建物遮蔽を利用することとした。

だだし、この建物は３階建であり、遮蔽

効果は大きくない。 

 第２ギャップフィラーは、ギャップフィラ

ー間の干渉試験にのみ使用するもので

あるため、表２．１．３．２の諸元の送信

条件に固定した。なお、送信電力につ

いては、予備試験の結果に基づき、１ｍ

Ｗとした。 

 図２．１．３．２．３の（Ａ）から（Ｃ）は、第１ギャップフィラーが電波を発射しない時の周波数

特性及び遅延特性である。遅延特性の中で遅延時間８μｓｅｃの位置に回り込み成分が認め

られる。同図（Ｄ）および（Ｅ）は、第 1 ギャップフィラーが電波を発射した場合の第２ギャップ

フィラーの遅延特性及び周波数特性であり、回り込み成分のほかに遅延時間１２μｓｅｃの位

置に第１ギャップフィラー波の成分が混入していることが認められる。他のチャンネルの特性

表２．１．３．２  第２ＧＦ主要諸元 

機材 主要機能/特性 備考 

受信アンテナ ３０素子八木、利得１２ｄB 地上高１０ｍ、１３～１８ｃｈ受信 

ブースター増幅器 利得３５ｄB  

同軸ケーブル ７C２V：８０ｍ  

受信部 レベル設定、電気/光変換 遅延時間：８μｓｅｃ 

光ケーブル ５０ｍ  

送信機 光/電気変換、各ｃｈ１０ｍＷ 出力に１０ｄＢの固定減衰器で送信電力抑制 

送信アンテナ 5素子リング チルト角：０度、垂直偏波 

送信アンテナ高 １０ｍ 電柱に設置 

送受回り込み -２０ｄＢ以下  

第１ＧＦ波の混入 -２０ｄＢ以下  

図２．１．３．２．２  第２ＧＦの設置場所 

第２ＧＦ
受信点

第１ＧＦ
受信点

第１ＧＦ送信点 

第２ＧＦ送信点 

測定地点：吉田交番

測定地点：小学校

測定地点：学校裏 

「吉田の銀杏」

１００ｍ 

中部電力訓練所

マンシ
ョン 

中部電力吉田寮 
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については、資料編（株）ＮＨＫアイテックの報告書を参照願いたい。 

 

 

（A）  全チャンネル周波数特性（第 1GF:OFF）

（Ｄ）  １５ｃｈ遅延特性（第 1GF:ON） 
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第 1ＧＦ混入成分

図２．１．３．２．３  第２ＧＦ送信特性 

（Ｃ）  １５ｃｈ周波数特性（第 1GF:OFF） 
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（Ｂ）  １５ｃｈ遅延特性（第 1GF:OFF）
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（Ｅ）  １５ｃｈ周波数特性（第 1GF:ON） 
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２．１．４ 実地試験の測定結果 

 今回の実地試験の測定を大別すると①建造物による受信障害地点を特定する等のため

長野局の電界強度の測定、②ギャップフィラーのサービスエリアを推定するためにギャップ

フィラー波の電界強度の測定、③ＳＦＮ与干渉障害の測定、④ギャップフィラー間の干渉障

害の測定の４つに分類することができる。 

 以下、測定結果を記載するが、詳細な測定データについては、資料編（株）ＮＨＫアイテッ

クの報告書を参照願いたい。 

 

２．１．４．１ 長野局の電界強度 

 長野局の電界強度測定は、建物遮蔽による受信障害地点を特定すること、ならびにフェ

ージングなどによる電界強度変動の確認を行なうことを主たる目的で実施した。 

 図２．１．４．１．１に各測定地点における電界強度の実測値と計算値を示す。各数値は、１

３～１８ｃｈの平均値である。なお、図の電界強度分布グラフは、１３～１８ｃｈのほぼ中心のチ

ャンネルである１５ｃｈのデータである。計算値と実測値とは、測定地点「吉田交番」を除いて

ほぼ一致している。測定地点「吉田交番」が計算値と実測値が乖離している理由について

は、近隣建物からの反射波が到来しているものと考えられる。 

 

 長野局の電界強度測定時に併せて取得したＭＥＲ、ＢＥＲおよび画質確認のデータを整

理すると次のような結果となった。なお、画質確認は、１分間あたりに観察された画像破綻の

回数で表わされている。 

 

親局波-電界強度（dBuV/m）

>70.5 70.5～67.5 67.5～64.5 64.5～61.5 61.5～58.5 58.5～55.5 55.5～52.5
52.5～49.5 49.5～46.5 46.5～43.5 43.5～40.5 40.5～37.5 37.5～34.5 <34.5

「小学校」 

実測値：48.1 

計算値：50.0 

「吉田交番」 

実測値：46.4 

計算値：40.4 

「学校裏」 

実測値：43.8 

計算値：44.8 

「アパート」 

実測値：49.5 

計算値：50.7 

「川沿い」 

実測値：52.4 

計算値：53.4 

「遠方１」 

実測値：65.3 

計算値：62.1 

図２．１．４．１．１  親波電界強度の実測値と計算値
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 図２．１．４．１．２は、測定日時、測定地

点、チャンネルを問わず、測定した全ての

データについて、電界強度と、ＭＥＲ、ＢＥ

Ｒ、破綻回数の関係をプロットしたもので

ある。同図（A）は電界強度対ＭＥＲの関

係、（B）は電界強度対ＢＥＲの関係、（C）

は電界強度対破綻回数の関係である。な

お、グラフ作成の都合上、ＢＥＲが１０－８以

下のものについては、１０－８としてプロット

してある。 

 

 

 図（A）のように、電界強度の高い領域では、ＭＥＲは電界強度に概ね比例しているが、電

界強度の低い領域では、ＭＥＲと電界強度との相関性が低下している。同図の直線は C／N

の計算値（雑音指数≒５ｄB）であるが、これと比較すると、電界強度が５０ｄＢμＶ/ｍ以上の

領域では両者は一致しているが、それ以下では、ＭＥＲの劣化する割合が大きくなってい

る。 

 電界強度が５０ｄＢμＶ/ｍ以下の測定地点は、建物遮蔽の領域であるため反射波などの

影響を受けて、マルチパス環境（ガードインターバル内の遅延）となっている場合が多く、結

果としてＭＥＲの測定値に影響が生じていることも考えられる。 

 図２．１．４．１．３は、マルチパス特性と受信画質の関係を示すものである。いずれも受信

下限に近い弱電界地点におけるものである。同図（Ａ）は、軽度のマルチパスの場合、（Ｂ）

は劣悪なマルチパスの場合である。電界強度およびＭＥＲ測定値は、両者ほぼ同一である

が、ＢＥＲならびに受信画質は異なるものとなっている。この例のように、マルチパス特性が
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（Ｂ）  電界強度とＢＥＲの関係 （Ｃ）  電界強度と破綻回数の関係 

図２．１．４．１．２  電界強度と受信ＭＥＲの関係
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異なってもＭＥＲ測定値は同じ値となる場合がある。一方、同図（Ｃ）および（Ｄ）は、マルチ

パス特性がほぼ同じであってもＭＥＲ測定値が異なる例である。 

 

 以上のように、ＭＥＲが２０ｄＢを下回ると、ＭＥＲの測定値とＢＥＲや受信画質との関係は、

一様でなくなっている。これが本質的なものであるか、あるいは、測定器の性能であるのか、

現時点では不明である。 

 

２．１．４．２ 送信アンテナのチルト効果の測定 

 実地試験で使用した５素子リングアンテナの場合、チルト３０度と送信電力を３ｄＢ低減する

ことは同一の効果になることを事前検討で検証した。測定データをまとめると表２．１．４．２の

とおりとなり、チルト３０度と３ｄＢの送信電力の低減とは、１ｄＢ程度の差異になっていることか

ら、事前検討の検証結果が正しいことが裏付けされた。 

 なお、送信アンテナ高１５ｍ、測定地点「遠方１」、２５ｃｈのデータは、誤測定と推定される
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図２．１．４．１．３  マルチパス特性と受信画質の関係 
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ため、除外した。 

表２，１，４，２  ＧＦ送信アンテナのチルトと送信電力減力 

GF 送信条件 30度 - ０度3dB減力 （dB） 

GF 高（m） アンテナ 偏波/ﾁﾙﾄ 測定場所 19ch 25ch 

10 ５素子 V/30 - V/0減力3dB 遠方１ 0.1 -0.8 

15 ５素子 V/30 - V/0減力3dB 遠方１ -0.6 10.4* 

20 ５素子 V/30 - V/0減力3dB 遠方１ -1.4 -2.2 

10 ５素子 V/30 - V/0減力3dB 小学校 -1.6 -1.1 

15 ５素子 V/30 - V/0減力3dB 小学校 -0.4 0.0 

20 ５素子 V/30 - V/0減力3dB 小学校 -0.3 -1.4 

   平均値 -0.7 -1.1 

*： 測定誤りと推定されるため平均値算出では除外 

 

 

２．１．４．３ 送信アンテナの偏波による電界強度の差異 

 実地試験に使用した５素子リングアンテナを水平偏波で送信した場合の電界強度と垂直

偏波で送信した場合の電界強度の比較測定を行った。 

 水平偏波送信時の受信電界と垂直偏波の場合との差分データ（水平偏波－垂直偏波）に

ついて、累積分布をとったものが図２．１．４．３である。同図中、ドット付きの折れ線グラフは、

差分データの累積値であり、滑らかな曲線は、差分データの平均値および標準偏差を用い

た正規分布関数である。差分データの累積分布と正規分布関数は、ほぼ一致していること

から、差分データは、平均値が約－３ｄB、標準偏差が約４ｄB の正規分しているものとみな

せる。 この結果から水平偏波の方が約３ｄＢ電界強度が低いこととなるが、送信高、チルト、

測定地点等に依存した法則性が見出せないことから、この理由は解明に至っていない。 
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図２．１．４．３  水平偏波と垂直偏波の差異 
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２．１．４．４ 交差偏波識別度の測定 

 ギャップフィラー送信高や偏波などの送信条件ごとに、送信波と同一の偏波面ならびにそ

れと直交する偏波面に受信アンテナを設定して、受信電圧を測定した。それぞれの条件に

おいて、両測定電圧の差をとり、これを交差偏波識別度とみなすこととした。図２．１．４．４．

１に、電界強度と交差偏波識別度の関係を測定地点ごとにプロットしたものを示す。なお、

電界強度は、送信波と同一偏波面で受信したときの受信電圧から求めたものである。 
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図２．１．４．４．１  交差偏波識別度 
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 図２．１．４．４．１に示すように、電界が強い場合には、交差偏波識別度が高くなり、電界が

弱い場合には、低くなる傾向が見られる。しかし、電界強度が同じであっても、測定地点のよ

り、識別度の値は異なっており、測定地点依存性も見られる。 

 送信高を高くした場合、送受信間に存在する建造物遮蔽が減少することになり、測定地点

にはギャップフィラーからの直接波の割合が増加する。直接波は偏波面を保持しているので

直接波の増加に伴い、送信波と同一偏波面で受信しているアンテナの出力は大きくなり、受

信電界強度の増大とともに、交差偏波識別度も向上する。このことが電界強度依存性を示

す理由である。 

 一方、反射波や遮蔽領域に到来する回折波は、偏波面回転を生じている場合もある。反

射波や回析波の到来量は送受間の建造物の状況や測定地点周辺の建造物の状況により、

測定地点ごとに異なることとなる。このことが、測定地点依存性を示す理由である。 

 サービスエリア内には多くの受信者が面

的に存在しており、そのエリアに対してどの

程度の交差偏波識別度を想定すれば良い

かと言うことは、ギャップフィラーの設計に大

きな影響を与えるため、上記で得られた交

差偏波識別度の分布を調べた。 

 図２．１．４．４．２に交差偏波識別度の累

積値とそれに対応する正規分布関数を示

す。図のように、識別度は、平均値１４．４ｄＢ、

標準偏差６ｄＢの正規分布とみなすことがで

きる。交差偏波識別度の平均値が１４～１５

ｄＢというのは、ＩＴＵ－Ｒのレポートや我が国のチャンネル検討で用いる値（１６ｄＢ）と整合し

ている。また、その標準偏差が６ｄＢというのも、ＩＴＵ－Ｒ勧告の値（５．５ｄＢ）とも整合している。

したがって、ギャップフィラーの設計で用いる交差偏波識別度の値としては、平均値が１５ｄＢ、

標準偏差６ｄＢの分布を仮定するのが適切と考えられる。 

 交差偏波識別度が平均で１５ｄＢであるということは、１５ｄＢ以上の識別度が確保できる場

所が、全体の５０％であるということである。裏返して言えば、残り５０％の場所では、１５ｄＢが

確保できないということである。したがって、ギャップフィラーの設計においては、どの程度の

場所率を想定するかということが重要となる。例えば、場所率９０％を確保するものとすれば、

平均値から標準偏差の１．６倍を減じた値を用いなければならない。具体的に言うと、場所

率９０％の交差偏波識別度は、約５ｄＢ（≒１５ｄＢ－６ｄＢ×１．６）ということになる。 
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図２．１．４．４．２  交差偏波識別度の分布
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２．１．４．５ ギャップフィラーのサービスエリアの測定 

 ギャップフィラーのエリアの測定では、各測定地点の計算値と実測値との比較を行った。 

 図２．１．４．５．１は、ギャップフィラーの送信アンテナが５リングアンテナの場合の電界強度

６０ｄＢμＶ／ｍの計算値のコントアと各測定地点における計算値と実測値の比較である。 

 なお、計算値のコントアは、チャンネルによる差異がほとんどないことから、１５ｃｈのコントア

を使用している。また、計算値及び実測値はいずれも１３～１９及び２５ｃｈの平均値であり、

地上高１５ｍについては全ての測定地点で測定を行っていないため、比較を省略した。 

 同図を見ると「吉田の銀杏」と「吉田小学校」校舎がエリア内の主要遮蔽物体となっている

ことがわかる。このシミュレーション計算では、比較的大きな建物と各測定地点直近の遮蔽

物以外は考慮されていない。実際には、これら以外の建物遮蔽のためエリアが狭まくなるこ

とに注意が必要である。特に、送信高１０ｍにおいては、２階建住宅（８ｍ高）でも多重遮蔽と

なる場合があり、その影響があるものと考えられる。 

 シミュレーションの精度を確かめるため、

各測定地点におけるギャップフィラー波

電界強度の測定値と計算値の比較を行

なった結果を図２．１．４．５．２に示す。 

 ギャップフィラー送信高２０ｍの場合、測

定地点「遠方１」～「アパート」については、

測定値と計算値はよく一致している。 

 ギャップフィラー送信高１０ｍの場合、

「小学校」と「吉田交番」では、両者は概

ね一致しているが、それ以外の測定地点

では、測定値が計算値より５～１０ｄB 程度

低くなっている。 

 以下、この測定値と計算値の乖離につ

いて考察する。 

 測定地点「川沿い」は、周辺場所と比べ

て３m 程度低くなっている。そのため実際

には、測定条件である受信アンテナ高１０

ｍより低い７ｍ程度のアンテナ高で測定し

ていることになっている。 

 図２．１．４．５．３は、測定地点「川沿い」

におけるハイトパターンの計算値である。

受信高を７ｍとすると、電界強度は、４ｄB 低くなることになる。これを考慮して計算値を４ｄB

低くするものとすると、送信高２０ｍの場合には、測定値と計算値は一致する。 
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GF波-電界強度（dBuV/m）

>70.5 70.5～67.5 67.5～64.5 64.5～61.5 61.5～58.5 58.5～55.5 55.5～52.5
52.5～49.5 49.5～46.5 46.5～43.5 43.5～40.5 40.5～37.5 37.5～34.5 <34.5

「遠方１」 
実測値：56.1 
計算値：56.2 「川沿い」

実測値：59.9
計算値：64.2

「アパート」
実測値：53.7
計算値：54.3

「学校裏」
実測値：57.3
計算値：57.2

「小学校」 
実測値：71.3 
計算値：71.2 

「吉田交番」 
実測値：76.5 
計算値：80.7 

（Ａ）  ＧＦ送信高２０ｍ 

GF波-電界強度（dBuV/m）

>70.5 70.5～67.5 67.5～64.5 64.5～61.5 61.5～58.5 58.5～55.5 55.5～52.5
52.5～49.5 49.5～46.5 46.5～43.5 43.5～40.5 40.5～37.5 37.5～34.5 <34.5

（Ｂ）  ＧＦ送信高１５ｍ 

GF波-電界強度（dBuV/m）

>70.5 70.5～67.5 67.5～64.5 64.5～61.5 61.5～58.5 58.5～55.5 55.5～52.5
52.5～49.5 49.5～46.5 46.5～43.5 43.5～40.5 40.5～37.5 37.5～34.5 <34.5

「遠方１」 
実測値：46.4 
計算値：53.1 「川沿い」

実測値：48.9
計算値：57.6

「アパート」
実測値：41.7
計算値：45.4

「学校裏」
実測値：50.2
計算値：55.2

「小学校」 
実測値：69.6 
計算値：67.7 

「吉田交番」 
実測値：77.0 
計算値：77.9 

図２．１．４．５．１  ＧＦのサービスエリア（送信アンテナ：５リング） 

（Ｃ）  ＧＦ送信高１０ｍ 
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 送信高１０ｍの場合には、ハイトパターンによる補正を行っても計算値と実測値に５ｄＢの程

度の乖離が生じるが、この点については後述する。 

 測定地点「吉田交番」については、交番沿いの道路に設置されている配電線の影響が考

えられる。この場所の測定高は６ｍとしたため、図２．１．４．５．４に示すように、送信高２０ｍ

の場合、ギャップフィラー波は配電線を横

切って測定アンテナに到達するため、配電

線による減衰を受けるものと推定される。一

方、送信高１０ｍの場合は、配電線を横切

ることがないため、配電線の影響は小さいと

ものと考えられる。シミュレーション計算では、

配電線の影響は考慮されていいないため、

送信高２０ｍの場合に測定値と計算値の乖

離が大きくなるものと考えられる。 

 送信高１０ｍの場合については、シミュレ

ーション計算では考慮されていない一般住

宅（２階建住宅とすると地上高は８ｍ程度である。）による遮蔽減衰の影響があるともの考えら

れる。図２．１．４．５．５はその説明図である。 

 送信アンテナから放射された電波は、フレネルゾーン内に広がって伝搬していくが、図の

ように送信高が低い場合、多くの住宅がフレネルゾーン内に位置することになり、伝搬損失

が増加する。送信高２０ｍの場合でも同様の伝搬損失は生じるが、その程度は、１０ｍの場

合より小さい。送信高１０ｍの場合に、測定地点「遠方１」、「アパート」及び「川沿い」におい

て、この一般住宅の影響が現われているものと推測される。 

以上の考察を踏まえると、シミュレーションの計算結果は、送信高２０ｍについてはほぼ正確

に、また、送信高１０ｍについては数ｄＢ以内の誤差で計算されているとみなすことができる。 
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２．１．４．６ ＳＦＮ与干渉障害の測定（交差偏波送信の場合） 

 ＳＦＮ与干渉障害の発生条件の明確化とその障害解消手段の検証を行なった。ＳＦＮ与干

渉障害とは、親波が受信可能な場所が、ギャップフィラーの電波の発射に伴い、受信不能

になることを指す。 

 表２．１．４．６は、ギャップフィラーを交差偏波送信の場合で、測定地点「学校裏２」がＳＦＮ

与干渉障害地点となるような送信条件の場合に、各測定地点の受信状況をまとめたもので

ある。表の灰色で網掛けした部分は、ギャップフィラーの電波を止めた状態における長野局

の受信状況である。また、表の画像破綻回数が「９９９」と表示されているものは、受信不能で

あること、アンテナ方向で「親」と表示されているものは、長野局方向をそれぞれ示している。 

 表を見ると測定地点「学校裏２」の地点でギャップフィラーの電波を発射することにより、干

渉障害が発生していることがわかる。これに対して、測定地点「遠方１」、「小学校」及び「ア

パート」ではギャップフィラーの電波を発射しても干渉障害は発生しない。なお、測定地点

「学校裏」及び「吉田交番」については、長野局の電波が受信できないことから干渉障害の

検討から除外される。 

表２．１．４．６  SFN与干渉（交差偏波送信） 

送受条件 測定条件 画像破綻回数 

送信CNR 測定場所 ANT高 ANT方向 ANT偏波 13ch 14ch 15ch 16ch 17ch 18ch

GFoff 学校裏２ 7.5 親 H 0 0 0 40 0 0 

CN26dB 学校裏２ 7.5 親 H 999 999 999 999 999 999

CN26dB 学校裏２ 7.5 GF V 0 0 0 0 0 0 

CN30dB 学校裏２ 7.5 親 H 5 999 999 999 999 999

CN30dB 学校裏２ 7.5 GF V 0 0 0 0 0 0 

CN 最大 学校裏２ 7.5 親 H 1 30 999 999 999 999

CN 最大 学校裏２ 7.5 GF V 0 0 0 0 0 0 

GFoff 遠方１ 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 遠方１ 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 遠方１ 10 GF V 0 0 0 0 0 0 

GFoff 小学校 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 小学校 10 親 Ｈ 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 小学校 10 GF V 0 0 0 0 0 0 

GFoff アパート 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB アパート 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB アパート 10 GF V 0 0 0 0 0 0 

CN30dB アパート 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN30dB アパート 10 GF V 0 0 0 0 0 0 

CN 最大 アパート 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN 最大 アパート 10 GF V 0 0 0 0 0 0 

GFoff 学校裏 10 親 H 999 999 1 999 999 30 

CN26dB 学校裏 10 親 H 999 999 32 999 999 0 

CN26dB 学校裏 10 GF V 0 0 0 0 0 0 

GFoff 吉田交番 6 親 H 999 999 999 999 999 999

CN26dB 吉田交番 6 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 吉田交番 6 GF V 0 0 0 0 0 0 
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 ＳＦＮ与干渉障害の程度は、ギャップフィラーから送信される電波の品質（送信Ｃ／Ｎ）にも

関係し、送信Ｃ／Ｎが劣化すると、障害の程度がひどくなる場合や障害発生領域が広がる

場合がある。測定地点「学校裏２」のデータを見ると、送信Ｃ／Ｎを２６ｄＢから向上すると、１３

ｃｈと１４ｃｈで障害が軽減する傾向を読み取ることができる。 

 測定地点「学校裏２」において、送信Ｃ／Ｎが２６ｄＢという劣悪な条件であっても、受信アン

テナを水平偏波から垂直偏波（ギャップフィラー波と同一）にすると、受信波が長野局からギ

ャップフィラー波に変わり障害は解消されている。ギャップフィラー波を交差偏波で送信した

場合は、受信アンテナの偏波面を最適化することにより、障害が解消されることがわかる。 

 図２．１．４．６は、長野局と同一（水平偏波）の受信アンテナで受信した場合と長野局と交

差偏波（垂直偏波）の受信アンテナで受信した場合の遅延特性を示す。交差偏波受信によ

り、Ｄ／Ｕが２３ｄＢ程度、改善されている。 

 

 

２．１．４．７ ＳＦＮ与干渉障害の測定（同一偏波送信の場合） 

 前節と同様な検討を長野局と同一の偏波で送信するギャップフィラーの場合についても実

地試験を行った。事前検討の結果からＳＦＮ与干渉障害の発生地点を測定地点「川沿い」

に設定した。この測定地点は、今回の実地試験の測定地点６箇所の内、長野局の電波とギ

ャップフィラーの電波の到来角度差が最も大きい測定地点である。 

 表２．１．４．７は、測定地点「川沿い」がＳＦＮ与干渉障害の発生地点となるような送信条件

の場合における各測定地点の受信状況をまとめたものである。（表の見方につては前節と同

様である。） 

 表を見ると測定地点「川沿い」の地点でギャップフィラーの電波を発射することにより、干渉

障害が発生していることがわかる。これに対して、測定地点「遠方１」及び「アパート」ではギ

（Ａ）  同一偏波受信（与干渉障害時） （Ｂ）  交差偏波受信（障害解消時） 

図２．１．４．６  交差偏波受信による与干渉障害の解消 
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ャップフィラーの電波を発射しても干渉障害は発生しない。なお、測定地点「学校裏」及び

「吉田交番」については、長野局の電波が受信できないことから干渉障害の検討から除外さ

れる。 

 測定地点「川沿い」は、ギャップフィラーの電波を発射する前は、全てのチャンネルが受信

可能となっているが、ギャップフィラーの電波の発射にともない、１５～１８ｃｈに障害が発生し

ている。また、障害の程度は、ギャップフィラーの送信Ｃ／Ｎの向上にしたがい、軽減する傾

向も見られる。 

 

 測定地点「川沿い」において、受信アンテナの方向を長野局方向からギャップフィラー方

向に調整することにより、障害が解消されている。したがって、同一偏波送信の場合でも、Ｓ

ＦＮ与干渉障害を解消できる場合があることがわかる。受信アンテナの方向を長野局に向け

た場合とギャップフィラーに向けた場合の遅延特性を図２．１．４．７に示す。障害は解消され

ているものの、Ｄ／Ｕの改善量は、約１０ｄＢであり、交差偏波受信の場合の約２３ｄＢよりも小

表２．１．４．７  SFN与干渉（同一偏波送信） 

送受条件 測定条件 画像破綻回数 

送信CNR 測定場所 ANT高 ANT方向 ANT偏波 13ch 14ch 15ch 16ch 17ch 18ch

GFoff 川沿い 8 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 川沿い 8 親 H 0 0 999 8 40 6 

CN26dB 川沿い 8 GF H 0 0 0 0 0 0 

CN30dB 川沿い 8 親 H 0 0 999 1 20 1 

CN30dB 川沿い 8 GF H 0 0 0 0 0 0 

CN 最大 川沿い 8 親 H 0 0 999 0 0 0 

CN 最大 川沿い 8 GF H 0 0 0 0 0 0 

GFoff 遠方１ 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 遠方１ 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 遠方１ 10 GF H 0 0 0 0 0 0 

CN30dB 遠方１ 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN30dB 遠方１ 10 GF H 0 0 0 0 0 0 

CN 最大 遠方１ 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN 最大 遠方１ 10 GF H 0 0 0 0 0 0 

GFoff アパート 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB アパート 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB アパート 10 GF H 0 0 0 0 0 0 

GFoff 小学校 10 親 H 0 0 999 9 0 0 

CN26dB 小学校 10 親 Ｈ 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 小学校 10 GF H 0 0 0 0 0 0 

GFoff 学校裏 10 親 H 999 999 999 999 999 999 

CN26dB 学校裏 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 学校裏 10 GF V＊ 999 999 999 999 999 999 

GFoff 吉田交番 6 親 H 999 999 999 999 999 999 

CN26dB 吉田交番 6 親 H 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 吉田交番 6 GF H 0 0 0 0 0 0 

*： 本来Ｈ偏波に設定すべきところ誤設定した。そのため、この行のデータは無効。 
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さくなっている。 

 このように受信アンテナの方向調整で障害の解消ができた理由としては、測定地点「川沿

い」が、長野局方向とギャップフィラー方向とが異なっていたためである。両者が同一方向も

しくは、それに近い場合には、受信アンテナの方向調整を行なっても、長野局とギャップフィ

ラー波との比（Ｄ／Ｕ）は、ほとんど変わらないため、障害の解消は期待できない。 

 

 

２．１．４．８ ギャップフィラー間干渉 

 ギャップフィラー間干渉とは、最初に設置されたギャップフィラーにより受信可能となった地

点が、近傍に設置された後発のギャップフィラーによって受信不能となる状況である。 

 実地試験では、中部電力吉田訓練所の「第２ギャップフィラー」が先行して設置され、その

後、マンション横の「第１ギャップフィラー」が設置されるものと仮定し、ギャップフィラー間干

渉障害の生じる地点を「学校裏」に設定して、試験を行った。なお、両ギャップフィラーとも長

野局と交差偏波で送信するものとした。 

 表２．１．４．８は、測定地点「学校裏」がギャップフィラー間干渉地点となるような送信条件

の場合に、各測定地点の受信状況をまとめたものである。表の灰色で網掛けした部分は、

第１ギャップフィラーの電波を止めた状態における長野局及び第２ギャップフィラーの受信

状況である。（表の見方につては前節と同様である。） 

 測定地点「学校裏」は、長野局単独の場合には受信ができない地点である。そこに第２ギ

ャップフィラーが設置され、さらに受信アンテナをギャップフィラー用に調整することにより、１

４ｃｈを除き受信が可能となった。 

 この状態で、第１ギャップフィラーが送信Ｃ／Ｎ＝２６ｄＢで送信を開始すると、それまで受

信可能であった１３、１５及び１６ｃｈが再度、受信できなくなり、ギャップフィラー間で干渉が生
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図２．１．４．７  受信アンテナ方向調整による与干渉障害の解消 
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じていることがわかる。図２．１．４．８にギャップフィラー間干渉障害時の遅延特性を示す。 

 

表２．１．４．８  GF間干渉 

送受条件 測定条件 画像破綻回数 

送信CNR 測定場所 ANT高 ANT方向 ANT偏波 13ch 14ch 15ch 16ch 17ch 18ch

GFoff 学校裏 6 親 H 999 999 999 999 999 999 

第２GF 学校裏 6 親 H 999 999 999 999 999 999 

第２GF 学校裏 6 第２ＧＦ V 0 999 0 0 0 0 

CN26dB 学校裏 6 第２ＧＦ V 999 999 999 999 0 0 

CN30dB 学校裏 6 第２ＧＦ V 999 999 0 >40  0 0 

CN 最大 学校裏 6 第２ＧＦ V 999 >40 999 999 0 0 

GFoff 遠方１ 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

第２GF 遠方１ 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

第２GF 遠方１ 10 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 遠方１ 10 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

CN30dB 遠方１ 10 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

CN 最大 遠方１ 10 第２ＧＦ Ｖ 0 0 0 0 0 0 

GFoff アパート 10 親 Ｈ 0 0 0 0 0 0 

第２GF アパート 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

第２GF アパート 10 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

CN26dB アパート 5.7 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

CN30dB アパート 5.7 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

CN 最大 アパート 5.7 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

GFoff 川沿い 10 親 H 0 0 0 0 0 0 

第２GF 川沿い 10 第２ＧＦ H >40 999 999 0 0 0 

第２GF 川沿い 10 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

CN26dB 川沿い 10 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

CN30dB 川沿い 10 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 

CN 最大 川沿い 10 第２ＧＦ V 0 0 0 0 0 0 
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２．２ 送受回り込み抑制関連の実地試験 

 送受回り込み抑制関連の実地試験は、長野市旭町の長野第１合同庁舎屋上の塔屋を送

受回り込みの遮蔽物と見なして次節以降の内容で実施した。 

 実地試験に使用したチャンネルは１９及び２５ｃｈであり、受信親局である長野局の１３ｃｈを

１９ｃｈに、１７ｃｈを２５ｃｈに変換して電波を発射した。 

 なお、長野市内では１９及び２５ｃｈを使用していないため受信障害は発生しない。 

 

２．２．１ 実地試験の概要 

２．２．１．１ 実地試験の目的 

 ギャップフィラーの送信アンテナから輻射された電波は、直接または周辺の建造物や樹木

等で反射されて間接的に当該ギャップフィラーの親局受信アンテナに到来する。この現象を

「回り込み」という。 

 ギャップフィラーが親局と同一周波数で送信する場合（以下、ＳＦＮギャップフィラーとす

る。）、この回り込みは一種のフィードバックループを構成することになる。回り込みレベルが

小さい場合のギャップフィラーからの送信波は、概ね親波受信波形と同等とみなせるが、回

り込みレベルの増大にともないギャップフィラーの送信波形は受信した親波と異なるものとな

り、送信品質が劣化する。さらに、回り込みレベルが一定値を超える場合にはループ発振を

生じることにもなる。そのため、ＳＦＮギャップフィラーの設置にあたっては、回り込みをできる

限り低減することが重要である。 

 本実地試験は、ＧＦ送受アンテナ間の回り込みを測定することにより、所要の送受分離条

件を調査することを目的とする 

 

２．２．１．２ 実地試験の日時 

 実地試験は、平成２０年１０月２０～２２日の３日間にわたって実施した。なお、１０月２１日に

は、本実地試験を主催する調査検討会の作業部会が開催されたので、作業部会委員が実

地試験を見学した。 

 １０月２０日： 設営および測定条件の設定 

 １０月２１日： １４素子アンテナを用いた基本測定 

 １０月２２日： 送信５リングアンテナおよび２０素子受信アンテナによる測 

 

２．２．１．３ 実地試験の場所 

 実地試験は、図２．２．１．３に示す長野市旭町の「長野第１合同庁舎」の屋上で実施した。

同屋上は、幅６０ｍ×奥行２１．６ｍの広さがあり、中央部に２つの塔屋（７ｍ高）を設置されて

いる。また、両塔屋を取り囲んで回廊（４．５ｍ高）も設置されている。西塔屋と東塔屋の間は



第２章 建造障害対用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

－35－ 

吹き抜け構造となっているが、西塔屋に接して大型空調機が設置されていることから、吹き

抜けの約１／３遮蔽されている状況になっている。 

 屋上の東北隅と南面ならびに庁舎西北角から約２０ｍ離れた位置に、電波監視用のアン

テナ鉄塔が設置されている。いずれの鉄塔も屋上面から１５ｍ程度の高さである。これ以外

にも塔屋上に各種のアンテナとその取り付け支柱が複数設置されているが、いずれも比較

的小型あるいは細径のものである。 

 

 

 

 

 

 

図２．２．１．３ 試験場所と測定点配置 
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２．２．２ 事前検討 

 実地試験に先立って、測定位置や測定項目等について事前検討を行なった。 

 ギャップフィラーの送信点ついては、塔屋ならびに電波監視用の鉄塔の影響が少ないと考

えられる位置として、屋上西北角を選定した。測定位置については、本実地試験の主要目

的が建造物を利用して回り込みを抑制することであることから、ギャップフィラー送信波が屋

上塔屋で遮蔽される領域を中心に、合計１４ポイントを配置することとした。ギャップフィラー

送信位置および各測定位置を図２．２．１．３の○印で示す。また、庁舎屋上の中心を座標

原点とし、同図に×印で示す。 

 

 実地試験場所におけるギャップフィラー波の電界強度分布とハイトパターンの計算例を図

２．２．２．１に示す。計算条件は、１９ｃｈ下端周波数（５０６MHｚ）および測定アンテナ高３ｍ

で行った。この計算例から分かるように、測定位置や測定アンテナ高のわずかな変化に対し

て、電界強度が大きく変動することが予測される。そのため本実地試験では、各測定位置に

おけるハイトパターンを測定することとした。 

 ハイトパターンがわかれば、当該測定位置における平均的な遮蔽量や最大遮蔽となるア

ンテナ高を把握することができる。また、測定したハイトパターンを計算値と比較することによ

り、反射波など事前に把握が困難な要素についても推測が可能となるなど、測定値を分析

する上で有効なデータとして活用が可能である。 

 

 

 

GF波-電界強度（dBuV/m）

>91.5 91.5～88.5 88.5～85.5 85.5～82.5 82.5～79.5 79.5～76.5 76.5～73.5
73.5～70.5 70.5～67.5 67.5～64.5 64.5～61.5 61.5～58.5 58.5～55.5 <55.5

図２．２．２．１ 電界強度分布とハイトパターン例（計算値） 
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 図２．２．２．２は、ギャップフ

ィラーの送信点が見通しとなる

領域（開放領域：屋上中央か

ら北側８ｍ）と見通しとならない

領域（遮蔽領域：同南側８ｍ）

における電界強度の計算値で

ある。 

 遮蔽領域においては、電界

強度が大きく変動する状況が

生じている。 

 このように建造物等による遮

蔽領域では電界強度が大きく

変動することから、どのような

受信アンテナで測定を行えば

良いのか検討を行った。 

 八木アンテナの場合、正面

方向から到来する平面波に対

しては、外部電界で誘起され

る電流と導波器からの再放射による電流の位相が同相となるため、素子数に応じた大きな

電流が放射器に誘起されることとなり利得が生じる。一方、正面方向以外からの平面波に対

しては、外部電界で誘起される電流と再放射による電流の位相が同相とはならないため、利

得が減少することになり、指向性が得られることになる。 

 このように、八木アンテナは、一様な平面波に対しては所定の特性となるが、遮蔽領域な

ど一様性が乱れている場合には、必ずしも所定の特性にはならないものと考えられる。一方、

反射波の存在が想定される場合、反射波の到来方向は、重要かつ有用な情報であり、その

測定には指向性を有するアンテナが有効である。 

 本実地試験では上記の考察に基づき、ある程度の指向性を有しつつ、かつ等価開口面

積の大きくない（すなわち高利得・狭指向性でない。）アンテナとして、１４素子八木アンテナ

を測定用アンテナとして使用することとした。また、送信アンテナについても、特性が安定で、

かつ明確なものが好ましいため、無指向アンテナを使用することとした。偏波面については、

ギャップフィラーで一般的に使用されることが想定される垂直偏波とした。 

 送信アンテナが無指向アンテナ、測定用のアンテナが１４素子八木アンテナとすることを基

本測定とし、実際のギャップフィラーで一般的に使用される、送信用５素子リングアンテナと

親波受信用２０素子八木アンテナについても測定を行い、基本測定との比較を行った。 

 以上の事前検討を踏まえ、表２．２．２に示す条件で実地試験を行うこととした。 
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図２．２．２．２ 開放領域と遮蔽領域の電界強度（３ｍ高：計算値）
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表２．２．２ 測定条件 

測定呼称 基本測定 ５リング測定 ２０素子測定 

送信チャンネル １９ｃｈおよび２５ｃｈ 

送信電力 １０ｍＷ 

送信高 ３ｍ 

送信アンテナ 無指向・垂直偏波 ５リング・垂直偏波 無指向・垂直偏波 

送信方向 － 北方向 － 

測定アンテナ １４素子八木 ２０素子八木 

測定アンテナ方向 ＧＦ/北/南 

測定アンテナ高 １．５～４．５ｍ（０．５ｍステップ） 

取得データ チャンネル電力/周波数特性/遅延プロファイル 

測定位置 ＃１～＃１４ ＃２/＃６/＃８/＃１０/＃１４ 

その他 

測定位置＃８については、南北および東西方向に０．５ｍ単位で移動し
て測定データを取得する。 

測定位置＃１０では、最大到来方向を求める。 

 

２．２．３ 実地試験系統 

 実地試験系統を図２．２．３．１に示す。親波（長野局）受信用のアンテナには２０素子八木

アンテナを用い、これを屋上から１階下（庁舎５階西側）にあるテラスに設置した。受信信号

は、２０ｃｈ以上を遮断するローパスフィルタを介してブースターに入力して約３５ｄＢ増幅した

後、長さ１５０ｍの同軸ケーブル（７Ｃ２Ｖ）で屋上塔屋内に設置した受信部に接続した。受信

部では、１３ｃｈを１９ｃｈに、１７ｃｈを２５ｃｈにそれぞれ周波数変換するとともにレベル調整等

を行い電気/光変換した。光信号は、長さ約２５０ｍの光ケーブルを介して屋上西北角に設

置した送信機に供給され、光/電気変換の後、１０ｍＷ／ｃｈで送信した。 

 

 測定用アンテナは、荷物運搬用の台車に固定した繰り出しポール（最大長４．５ｍ）に取り

付けた。繰り出しポールには巻尺を取り付け、アンテナ高が正確に調整できるようにした。 

 測定者の人体が測定値に影響を与えないよう配慮して、測定アンテナと測定器とは、長さ

周波数変換

13ch ⇒ 19ch
17ch ⇒ 25ch同軸ケーブル 

（１５０ｍ） 

E/O O/E 
光ケーブル

（２５０ｍ）

ブースター 

（３５ｄB） 

送信機 

（10mW×2ch）

５階テラス 
屋上塔屋内

屋上 

親波受信アンテナ ＧＦ送信アンテナ

LPF 

測定器

（スペアナ）

同軸ケーブル

（１５ｍ） 

図２．２．３．１ 試験系統構成図 



第２章 建造障害対用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

－39－ 

１５ｍの同軸ケーブルで接続し、アンテナから離れた位置で測定を行なった。また、各測定

位置には屋上の床面にテープでマーキングを行ない、測定位置が正確に再現できるように

した。各機器の設置状況ならびに測定位置のマーキングの様子を図２．２．３．２に示す。 

 なお、測定結果は、電界強度に換算して表現するのが通例である。しかし、そのためには、

アンテナ利得などを知る必要があるが、前述の事前検討のように、非一様な電界におけるア

ンテナの特性は、必ずしも規定値と同じであるとは限らないため、本実地試験では受信電力

の値で表現することとした。 

図２．２．３．２ -1/2 試験機器設置状況 

（Ａ） 親波受信アンテナ 

（Ｃ） GF 送信アンテナ（無指向）

（Ｂ） 受信部と光ケーブル 

送信アンテナ

（Ｄ） GF 送信アンテナ（５リング） 

送信アンテナ
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２．２．４ 測定結果 

 ギャップフィラーの送信品質、基本測定、２０素子受信アンテナとの対比及び５素子送信用

リングアンテナとの対比等の測定結果については、考察も含めて下記のとおり取りまとめを

行った。紙面の都合から、各測定ポイントの測定結果については、資料編（株）ＮＨＫアイテ

ックの報告書を参照願いたい。 

 

２．２．４．１ ギャップフィラーの送信品質 

 ギャップフィラーから正しい信号が送信されていることを確認するため、送信機の出力信号

を測定した。測定結果は図２．２．４．１のとおりであり、この時のＭＥＲは、１９及び２５ｃｈとも

に３７ｄＢ以上の値となり、送信品質は良好であった。 

 

（Ｅ） 測定アンテナ （Ｆ） 測定位置のマーキング 

図２．２．３．２ -2/2 試験機器設置状況 

南北方向０．５ｍ

東西方向０．５ｍ

ＧＦ方向表示 

測定用アンテナ

屋上腰壁 

図２．２．４．１（Ａ） 送信品質の確認（１９ｃｈ） 
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 なお、画質確認は、測定ポイント＃２でギャップフィラー波を受信し、正常であることを確認

した。 

 

２．２．４．２ 各測定ポイントにおける遮蔽状況 

 図２．２．４．２．１は、「基本測定」において、受信アンテナをギャップフィラー方向に向けた

ときの測定値と計算値をプロットしたものである。同図（Ａ）は、各受信アンテナ高（１．５～４．

５ｍ）の測定値を測定ポイントごとに平均化したものである。同図（Ｂ）は、全測定値をプロット

したもので、各測定ポイント内のプロット点は、左側から順にアンテナ高１．５ｍ～４．５ｍまで

０．５ｍ刻みに対応している。 

 測定ポイント＃４～＃１２は、塔屋の遮蔽領域となっており、開放領域（＃１～＃３および＃

１３～＃１４）に比べて２０ｄＢ以上の遮蔽効果が見られる。遮蔽領域内では、＃４から＃９に

かけて観測値が緩やかに低下（遮蔽量は増大。）する傾向が見られる。測定ポイント＃４およ

び＃９における送受間距離は、２０ｍおよび４５ｍであるから、距離の増大に伴う電界強度の

低下は７ｄＢと計算されるが、測定値、計算値ともに約１０ｄB（測定値で９ｄＢ、計算値で１１ｄ

Ｂ）の低下となっている。この差の要因として、「鉄塔２」による反射波の影響、あるいは、遮蔽

減衰量の増加の２つの可能性が考えられるが、反射波を考慮していない計算値が測定値と

同程度の低下を示していることから、遮蔽減衰量の増加が主要因と考えられる。これは、測

定位置配置から考えても妥当である。なお、測定ポイント＃１０～＃１２における電界強度の

わずかな上昇ついては、「鉄塔１」による反射波の影響が想定される。 

 図２．２．４．２．１（Ｂ）の実線のグラフは、１９ｃｈと２５ｃｈの測定値を受信アンテナ高ごとに平

均化したものである。測定ポイント＃４～＃９では、概ね受信アンテナ高の増加に伴い、測定

値も上昇しているのが読み取れる。これは、受信アンテナが高くなると塔屋の遮蔽効果が減

少するためである。一方、測定ポイント＃１０～＃１２については、受信アンテナ高にかかわ

らず、ほぼ一定の値となっている。これらの測定ポイントでは、塔屋により遮蔽されたギャップ

図２．２．４．１（Ｂ） 送信品質の確認（２５ｃｈ） 
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フィラー波以外のもの（鉄塔１の反射波を想定している。）が到来していると考えられる。 

 

 

 次に、測定値と計算値の差異について検討する。①測定値には、測定ポイントの微妙なず

れや測定アンテナの特性変動（遮蔽領域等における非一様な電界環境では規定値と異な

る特性となる。）が含まれること、②計算値では、例えば塔屋上のアンテナ取り付けポールな

どの全ての遮蔽物が考慮されていないことや鉄塔・腰壁等からの反射波も考慮されていな

い、このように測定値と計算値では誤差を生じる要素が異なっており、この二つを直接比較

しても、必ずしも有意義な結果が得られるとは限らない。そのため、測定値と計算値の差異

について統計的な手法を用いて調べることとする。 

 図２．２．４．２．２（Ａ）は、測定ポイント＃４～＃９について、各測定高における測定値と平

均値との差分の累積分布である。同図（Ｂ）は、計算値に対して同様の処理を行なったもの

である。図中のドットは測定値の分布、太実線は、測定データから求めた標準偏差値をもつ

正規分布関数である。図のように、測定値および計算値の分布と正規分布関数は、よく一致

図２．２．４．２．１（Ｂ） 測定位置の影響（全データ） 
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していることから、測定値および計算値のいずれも正規分布していることが分かる。 

 測定値分布の標準偏差が３．３４ｄＢであるのに対し、計算値分布は４．４６ｄＢと大きく、計

算値の方が測定値よりも値にバラツキが大きいことを示している。これは、以下のように説明

できる。 

 図２．２．４．２．３（Ａ）は、測定ポイント＃７における測定値と計算値のグラフであるが、測定

値には、鉄塔や腰壁などからの反射波が含まれており、これらが潜在電界として作用するた

め、ハイトパターンに顕著なヌル点が生じにくい。一方、計算では反射波は考慮されていな

いため、１９ｃｈを受信チャンネルとした場合の例では、受信アンテナ高３ｍ近辺で顕著なヌ

ル点が生じることとなり、その結果、計算値には、平均値との乖離が大きいヌル点のデータ

が含まれ、標準偏差の値が大きくなる。 

 

 

 これを確かめるため、計算データ全８４個のデータから、平均値より１０ｄB以上低下してい
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図２．２．４．２．３ 計算値標準偏差が大きいことの説明 
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るデータ３個を排除すると、標準偏差は３．９ｄBとなり、測定値に近い値が得られた。 

 図２．２．４．２．３（Ｂ）は、上記の考察を補完するデータである。このグラフは、測定位置＃

４～＃９におけるハイトパターンを受信高１．５～５ｍの範囲について、０．１ｍ刻みで計算し、

受信高ごとに計算値と平均値の差分をとったものである。１つの受信高あたり１２個の計算値

（６測定ポイント×２チャンネル。）が含まれている。図のように、データの最大値には大きな

変動が見られないが、最小値は大きく変動しているとともに、標準偏差と強い逆相関になっ

ている。この逆相関関係は、極端に小さい値のデータが存在すると、分布の標準偏差が大

きくなるということを表している。計算で求めた電界にはヌル点などが生じるが、実際の測定

では、反射波などの潜在電界が不可避的に混入するため、その影響を受けてヌル点が緩和

される、あるいは観測されなかったものと考えられる。 

 以上の考察を踏まえると、測定値と計算値は統計的な意味において合致していると言え

る。 

 

２．２．４．３ 詳細移動測定 

 測定ポイント＃８において行なった「詳細移動測定」について分析する。図２．２．４．３．１

は、「基本測定」の測定結果をまとめたもので、２ｍと３ｍのアンテナ高、南北と東西の移動方

向及び１９と２５のチャンネルの組み合わせごとに測定値をプロットしたものである。 

 組み合わせごとに、測定値と平均値との差分をとり、その累積分布を求めたものを図２．２．

４．３．２に示す。同図（Ａ）は「基本測定」の結果、（Ｂ）は、「２０素子測定」について同様の処

理を行なったものである。いずれの測定条件においても、標準偏差が２．８ｄＢ程度の正規分

布となっている。この標準偏差の値は、遮

蔽領域内の全測定位置のデータから得ら

れた値の３．３４ｄＢに近い。このように、実地

試験における遮蔽領域の回り込み量は、波

長程度の位置変化に対して標準偏差３ｄＢ

程度の正規分布となっていることが分かる。 

 一般的に遮蔽領域における電界分布は、

標準偏差が６ｄＢ程度の正規分布またはレ

ーリー分布であると言われているが、実地

試験で得られた標準偏差は３ｄＢと一般的

な値よりも小さな値となっている。この理由と

して考えられることは、①一般的な遮蔽条

件に比べて、遮蔽建造物からの離隔距離が数ｍという限定された条件で得られたものであ

ること、②測定値であるデジタル波のチャンネル電力は、アナログ波等の狭帯域信号の場合

に比べて分散が小さくなること、に起因しているものと考えられる。 

基本測定：ＧＦ方向
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図２．２．４．３．１． 移動測定の例（基本測定）
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 上記②については、電波伝搬に関するＩＴＵ－Ｒ勧告の中で、ある領域内の受信場所に対

する電界強度の分布については、アナログ波では標準偏差８～１０ｄＢ、デジタル波では標

準偏差５．５ｄＢの正規分布を用いる旨の記載があり、広帯域デジタル信号の場合に適用さ

れる分布の標準偏差は、狭帯域信号のものに対して半減した値が妥当であるとしていること

を、測定結果が証明することとなった。 

 

 

２．２．４．４ 北方向及び南方向の測定 

 図２．２．４．４は、「基本測定」で測定アンテナを北方向および南方向に向けた場合の測定

結果である。測定ポイント＃１～＃３の北方向については、１９ｃｈ、２５ｃｈともにほぼ同じ測定

値になっているが、南方向については、２５ｃｈが低くなっている。この測定ポイントでは、南

方向はギャップフィラーの方向と反対方向となっており、測定用アンテナは、背面からの入

射波を測定していることになる。 

 同様の傾向は、他の測定ポイントについても見受けられるが、これらの測定ポイントにおい

て測定アンテナを北方向または南方向に向けた場合には、ギャップフィラーの方向が横方

向もしくは斜めの方向となる。測定に用いた１４素子アンテナは、正面方向に関しては周波

数特性を持たないように設計されているが、背面あるいは斜めの方向からの入射波に対して

は周波数依存性を持っており、それが測定結果に現れているものと考えられる。 

 測定ポイント＃５～＃８では、北方向、南方向ともに同程度の測定値（-７０ｄＢｍ）となって

いることに対して、測定ポイント＃９～＃１２では、北方向の測定値が南方向より７～８ｄＢ程

度高くなっている。この測定結果は、北方向からの反射波が存在すると仮定すると合理的に

説明できる。 

 測定ポイント＃５～＃８は、ギャップフィラーの方向および北方向のいずれについても塔屋

の遮蔽領域であるので、ギャップフィラー波並びに反射波ともに観測されない。一方、測定

（Ａ） 基本測定結果（１４素子アンテナ） （Ｂ） ２０素子測定結果（２０素子アンテナ） 

図２．２．４．３ 移動測定の累積分布（測定位置＃８） 
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ポイント＃９～＃１２は、ギャップフィラー方向については遮蔽領域であるが、北方向につい

ては開放領域となっているため、反射波が観測される。このように、本測定結果から反射波

の存在が示唆されるが、その詳細については、§２．２．４．６反射波の項で記述する。 

 

 

２．２．４．５ アンテナ比較 

 図２．２．４．５．１～３は、「基本測定」、「２０素子測定」、「５リング測定」の測定結果を比較

したものである。図２．２．４．５．１は、測定アンテナをギャップフィラー方向に向けた場合、図

２．２．４．５．２は、同じく北方向に向けた場合、図２．２．４．５．３は、同じく南方向の場合で

ある。各図（Ａ）は、各測定条件での測定値、（Ｂ）は「基本測定」との差分を示す。また、表２．

２．４．５に差分値の一覧ならびに差分値分布の平均値と標準偏差を示す。 

 「基本測定」と「２０素子測定」では、送信アンテナは同一であるから、両測定の差異は、測

定用アンテナの違いによるものである。いずれのアンテナ方向においても両者の差異は、平

均値で１ｄＢ程度、標準偏差で２ｄＢ程度である。前述のように、測定ポイントや測定高による

分布の標準偏差が３ｄＢ程度であることを考慮すると、両測定結果は、統計的に同一とみな

すことができる。 
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図２．２．４．５．３ アンテナ比較（南方向） 
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図２．２．４．５．２ アンテナ比較（北方向） 
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図２．２．４．５．１ アンテナ比較（ＧＦ方向） 
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表２．２．４．５ アンテナ比較 （基本測定との差分） 

 ２０素子測定 ５リング測定 

測定位置 ＧＦ方向 北方向 南方向 ＧＦ方向 北方向 南方向 

＃２ 0.55 dB 同左 -0.89 dB -22.6 dB 同左 -22.5 dB 

＃６ -2.06 dB -1.34 dB -0.11 dB -17.2 dB -10.1 dB -17.1 dB 

＃８ -0.04 dB -0.49 dB -1.97 dB -16.0 dB -12.5 dB -19.4 dB 

＃１０ -2.95 dB -0.75 dB -0.22 dB -10.7 dB -10.3 dB -16.6 dB 

＃１４ 1.31 dB 1.99 dB -0.93 dB -16.0 dB -15.2 dB -13.0 dB 

平均値 -0.64 dB -0.01 dB -0.83 dB -16.5 dB -14.1 dB -17.7 dB 
＃２～１４ 

標準偏差 1.95 dB 1.78 dB 2.56 dB 4.24 dB 5.24 dB 3.93 dB 

平均値 -1.69 dB. -0.86 dB -0.77 dB -14.6 dB -11.0 dB -17.7 dB 
＃６～１０ 

標準偏差 1.80 dB 1.60 dB 1.66 dB 3.54 dB 2.65 dB 2.17 dB 

 

 「基本測定」と「５リング測定」では、測定用アンテナは同一であるから、両測定の差異は、

送信アンテナの違いによるものである。５リング送信アンテナは、正面方向の利得が約８ｄＢ、

半値角が約３０度の指向性を持っている。横方向や背面方向に対しては、周波数依存性お

よび方向角度依存性があるものの、正面方向に比べて概ね-２０ｄＢ以下の指向性利得を持

っている。 

 各測定位置は、送信アンテナの方向で表すと９０～１８０度にあたり、送信電力が抑制され

ている範囲に該当しており、これらの方向については、「基本測定」で使用した無指向送信

アンテナの場合に比べて、送信電力が-１２ｄＢ（正面利得：８ｄＢ＋指向性利得：-２０ｄＢ＝-１

２ｄＢ）程度低下しているのと等価であるため、測定結果にも送信電力の差に相当する値（-１

０ｄＢ程度）が観測されている。 
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２．２．４．６ 反射波 

 これまでの実地試験結果の分析から、北方向から到来する反射波の存在が示唆されてい

る（§２．２．４．４参照。）。以下これについて検討する。 

 図２．２．４．６．１は、実地試験場所

周辺で反射波を生じさせる可能性の

ある建物を示した地図である。また、

図２．２．４．６．２は、それらの様子を

示す写真である。実地試験場所の北

側１００ｍの場所に「信州大学西校

舎」が、南側４５０ｍに「長野県庁舎」

および「国際ホテル２１」がある。これ

らが反射波を生じさせる主要建物とし

て、検討の対象とした。また、南側に

は「長野検察庁舎」と「裁判合同庁

舎」がある。これらの建物は、実地試

験場所である長野第１合同庁舎とほ

ぼ同一の高さであるが、この建物によ

る反射波の影響についても検討を行

うこととする。 

 

 

 

 

「長野検察庁」屋上塔屋

実験場所屋上腰壁 

「国際ホテル」

「長野県庁」 

「信州大学西校舎」

屋上塔屋 

電波監視用鉄塔１ 

図２．２．４．６．２ 主要反射建造物の様子
（Ａ） 北方向 （Ｂ） 南方向 

100m
合同庁舎

（試験場所）

信州大学西校舎 

（北側反射建物） 

長野県庁舎 

（南側反射建物） 国際ホテル 

（南側反射建物）

450m

裁判合同庁舎 

（反射波遮蔽建物） 

40m
長野検察庁舎

（南側反射建物）

図２．２．４．６．１ 実地試験場所周辺の反射建物 
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２．２．４．６．１ 北方向からの反射波 

 北方向からの反射波の原因となるものとして、上記の建物に加え、実地試験場所内にある

電波監視用鉄塔も検討対象とし、図２．２．４．６．１．１に示す計算モデルを用いて反射波の

レベルを計算した。 

 受信点に到達する電波は、伝搬路上で第１フレネルゾーン内に広がっているものとして簡

易計算できることが一般的に知られており、第１フレネルゾーンの半径（FR）は、次式で与え

られる。 

 ( )2121 ddddFR += λ  

 ここで、 1d および 2d は伝搬路上の地点と送信点および受信点までの距離、λは波長であ

る。周波数５００MHｚ、 == 21 dd １００ｍの場合、この値は約５．５ｍとなる。つまり、送信と受信

間の距離２００ｍの場合、その中間点では、受信点に到達する電波は、半径５．５ｍの円内

に広がっているものと考えて差し支えない。したがって、この範囲内に電波を遮蔽する物体

等があれば、その分だけ受信電力が減少することになる。減少の程度を計算するには、フレ

ネル積分を行なう必要があるが、ここでは、第１フレネルゾーンの面積と遮蔽物体がフレネル

ゾーン内に占める面積の比に比例するものとして計算をおこなった。 

 ギャップフィラー送信点からの放

射波は、鉄塔で反射して測定受

信点（＃１０）に到達するが、鉄塔

の反射断面積がフレネルゾーンよ

り小さい場合、上記の説明のよう

に受信点に到達する電力は減少

する。一方、反射建物がフレネル

ゾーンに比べて大きい場合は、フ

レネルゾーン内の電波は全て反

射されるため、受信点に到達する

電力は減少しない。 

 この考え方に基づいて、各反射波の受信電力を計算した結果を表２．２．４．６．１に示す。

表中の「フレネル半径」は、反射点における第１フレネルゾーンの半径を表す。「正規化断面

率」は、反射に寄与する面積とフレネルゾーンの面積比であり、反射電力の減少割合を表す

ものである。また、比較のため、塔屋で遮蔽されて到来するギャップフィラー回折波の計算

値（測定高４．５ｍ）も併せて記載した。 

 表の計算結果は、鉄塔と建物からの反射波が同レベルであるとともに、ギャップフィラー回

折波に比べてはるかに強いことを示している。また、両反射波間の遅延時間差は、伝搬距

離差（１５８ｍ）に対応する０．５μｓｅｃ程度と計算される。 

 図２．２．４．６．１．２は、測定受信点における遅延特性の観測波形であるが、０．５μｓｅｃの

図２．２．４．６．１．１ 反射波レベルの計算モデル 

ＧＦ
送信点

反射建物（平面図）

遮蔽塔屋

測定受信点

１００ｍ

４８ｍ

１６ｍ

鉄塔 

反射建物

（立面図）

反射点での
フレネル円

フレネル円内の鉄塔部
分が受信電力に寄与 
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（Ａ） ＧＦ方向（４．５ｍ高） （Ｂ） 北方向（４．５ｍ高） 

図２．２．４．６．１．２ 遅延特性（測定位置＃１０） 
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遅延時間差をもった同レベルの信号が実際に到来していることが分かる。同図（Ｂ）における

チャンネル電力の測定値（－６０ｄＢｍ）と計算で求めた各反射波電力（-６３．９ｄＢｍと-６４．

５ｄＢｍ）の電力和は、ほぼ一致している。また、同図（Ａ）に示すように、測定アンテナをギャ

ップフィラー方向（北から-６０度方向）に向けると、チャンネル電力の測定値が低下するとい

う測定結果は、主要波が北方向から到来しており、それがアンテナ指向性の分だけ受信電

力が低下したものと理解できる。なお、鉄塔による反射波は、鉄塔から直接到達するものに

加え、塔屋壁面で反射されたものも測定点に到来する。そのため、最大到来方向は、鉄塔

方向と壁面との中間方向になると考えられる。実際に観測される最大到来方向も北から-１５

度の方向となっている。 

表２．２．４．６．１ 反射波計算リンクバジェット（測定位置＃１０、１９ｃｈ） 

項目 鉄塔１（北） 信州大学（北） 検察庁（南） 長野県庁（南） GF回折波 

周波数（ＭＨｚ） 509 509 509 509 509 

波長（ｍ） 0.59 0.59 0.59 0.59 0.59 

送信・受信距離（ｍ） 64 222 102 922 51 

送信・反射距離（ｍ） 48 103 59 469 － 

反射・受信距離（ｍ） 16 119 43 453 － 

フレネル半径（ｍ） 2.7 5.7 3.9 11.7 － 

等価反射断面長（ｍ） 0.5 － 2.0 － － 

正規化断面率（ｄB) -10.3 － -6.0 － － 

遮蔽損（ｄB) 0.0 0.0 0.0 -6.0 -22.0 

送信電力（ｄＢｍ） 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 

Pointing電力（ｄＢｍ） -47.1 -57.9 -51.7 -70.3 -45.1 

等価開口：λ/π（ｄＢ） -14.5 -14.5 -14.5 -14.5 -14.5 

アンテナ利得 6.0 6.0 6.0 6.0 0.0 

給電線損 -2.0 -2.0 -2.0 -2.0 -2.0 

終端損 -6.0 -6.0 -6.0 -6.0 -6.0 

受信電力（ｄBm) -63.9 -64.5 -64.2 -82.8 -79.6 
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２．２．４．６．２ 南方向からの反射波 

 実地試験場所に隣接する「長野検察庁舎」屋上には、反射波の要因となる塔屋があり、そ

の地上高は、ギャップフィラー送信高と同程度である（図２．２．４．６．２参照。）。そのため、

反射点におけるフレネルゾーンの上半分の部分には、反射体が存在しないことになる。表２．

２．４．６．１の計算では、これを考慮して「正規化断面率」の値を-６ｄＢとした。 

 「長野県庁舎」あるいは「国際ホテル２１」からの反射波は、経路途中の建造物により、ある

程度の遮蔽損失を受けるものと想定される。「裁判合同庁舎」や「長野検察庁舎」など、反射

波経路の途中にある建物の位置や形状を正確に知ることができれば、遮蔽損失を計算する

ことが可能であるが、ここでは、これら建物の地上高が概ね測定受信高と同程度であること

から、遮蔽損失として-６ｄB を仮定した。 

 以上の仮定に基づいた計算結果は、表２．

２．４．６．１に示すとおりである。南方向に

関しても、ギャップフィラー回折波よりも「長

野検察庁舎」による反射波の方が強いこと

が示されている。図２．２．４．６．２．１は、測

定ポイント＃１０において実際に観測され

た遅延特性の波形であるが、遅延時間２．

７μｓｅｃの位置に遅延波が到来しているこ

とがわかる。 

 ２．７μｓｅｃの遅延時間差は、８１０ｍの伝

搬距離に相当し、これは、丁度２つの反射

波（長野県庁舎および長野検察庁舎からの反射波）の伝搬距離差に一致する。また、表の

計算では、両反射波のレベル差として１８．７ｄＢが得られており、実測値（-２０ｄＢ）とほぼ一

致している。 

 チャンネル電力の計算値（-６４．２ｄＢｍ）は、測定値（-６８．３ｄＢｍ）より約４ｄＢ大きい。この

差は、計算で仮定した「正規化断面率」や「遮蔽損」の値が実際と若干異なることに起因する

と考えられる。例えば、「長野検察庁舎」塔屋の地上高が測定アンテナの地上高より１ｍ低い

と仮定すると、その分だけ「正規化断面率」が減少することになる。その場合のチャンネル電

力は-６７ｄＢｍと計算され、実測値とほぼ一致する。さらにフレネル積分を用いて厳密に計算

すると、-６９ｄＢｍとなり、測定値と一致する。 

 以上のように、反射面におけるフレネルゾーンを考慮して計算する方法（図２．２．４．６．１．

１参照。）は、簡易な計算であるにもかかわらず、反射波をかなり正確に予測しており、この

計算方法は、ギャップフィラーの設置検討にあたって有効な検討手段であるものと考えられ

る。 

 

図２．２．４．６．２．１ 遅延特性（測定位置＃１０）
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２．２．４．７ 回折波の周波数特性 

 遮蔽領域における電界は、位置や周波数により大きく変動する場合がある。図２．２．４．７

は、その例として、測定ポイント＃６～＃１１におけるギャップフィラー回折波を計算したもの

である。 

 同図（Ａ）は、測定高３ｍにおけるチャンネル電力の計算値である。測定ポイントにより特性

が大幅に異なることが分かる。なお、計算では、前述のアンテナ等価開口を考慮している。 

 同図（Ｂ）は、測定ポイント＃１０における１９ｃｈのハイトパターンの計算値である。図中、点

線のグラフは、ＩＳＤＢ－Ｔ信号の各セグメント中心周波数に対する計算値、太実線のグラフ

は、それらを電力平均したものでチャンネル電力に相当する。図のように、この例では受信

高４．５以下の遮蔽の深い領域で周波数依存性が顕著に現われている。 

 ギャップフィラーの設置検討

においては、このような周波数

依存性の存在を認識すること

が重要である。 

 ギャップフィラーの設置場所

の事前調査では、帯域内の各

周波数に対して、回り込み量

などを逐一測定するのは非現

実的であり、実際にはチャンネ

ル電力を測定するのが一般的

であるものと考える。 

 この場合、チャンネル電力の

測定値から求めた回り込み量

が所定値を満たしているとして

も、６ＭＨｚの帯域内のすべて

の周波数に対して所定値を満

たしているとは限らない。次節

で述べるように、ギャップフィラ

ーの送受分離に関しては、帯

域内で回り込み量が最も大き

くなる周波数で検討する必要

がある。 

 

 

 

（Ａ） 周波数特性（３ｍ高） 

図２．２．４．７ 周波数依存性の計算例 
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２．２．４．８ 送受分離（回り込み量）の所要条件 

 送受回り込みがあると、ギャップフィラーの送信波には図２．２．４．８．１に示すように、帯域

内にリップルが生じる。図のように回込み量（ＦＢ）が０ｄＢに近づくにしたがい、周波数特性に

現れるピークが大きくなり、０ｄＢでは特定の周波数において出力信号が無限大の振幅となり、

発振状態におちいる。また、図（Ａ）のように単一帰還路の場合の応答特性は周波数に対し

て単純な繰り返し特性となるが、図（Ｂ）のように複数帰還路の場合は、複雑な応答特性とな

ることがわかる。 

 このように帯域内にリップルが生じる状態は、ＯＦＤＭの各キャリアの送信電力が異なること

に相当し、ギャップフィラーのフリンジエリアなど弱電界地点では、送信電力の低いキャリア

（周波数特性でディップしている周波数のキャリア。）の受信誤りが増加することになる。 

 そのため、周波数特性が平坦な場合に比べて、電界強度の低いフリンジ地点などにおけ

る受信状況が劣化することになる。これは、ギャップフィラーの送信電力が実効的に低下し

たことと同じであり、詳細については、ＡＲＩＢ TR-Ｂ１４を参照されたい。 

 また、周波数特性にピークが存在することは、その周波数の送信電力が規定値より大きく

なることを意味する。その結果、都市型ギャップフィラー（放送区域内の一部に存在する受

信障害地点を救済するギャップフィラー）の場合には、想定外の与干渉障害を与える可能

性が生じることにもなる。 

 

 図２．２．４．８．２は、回り込み量と振幅応答特性のピーク値との関係を計算したものであ

る。 

 この計算では、帰還経路数が１０の場合について、各帰還路の遅延および振幅をランダム

に与え、その条件におけるピーク値を求めた。また、同一の回り込み量に対して、１００組の

ランダムな条件を与えている。図中のドットは各々の遅延・振幅条件ごとに計算されたピーク

値、太線はそれらのピーク値を回り込み量ごとに平均化したもの、細線は帰還経路数が１お

（Ａ） 単一帰還経路の場合 （Ｂ） 複数帰還経路の場合 

図２．２．４．８．１ 回り込みのある場合のＧＦ送信波特性（計算例） 
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よび２の場合について計算したものである。 

ギャップフィラーの送信波の品質として、仮に±３ｄＢの周波数リップルを許容するものとす

ると、図２．２．４．８．２を参照して、回り込み量は、-１０ｄＢ以下に抑制されなければならない。

また、多数の回り込み経路が存在する場合には、さらに厳しい抑制が必要となる。 

 ＳＦＮギャップフィラーの設置にあたって

は、本来の送信周波数を用いて事前調査

を行なうことが望ましいが、そのためには、

放送休止措置が必要となるなど、現実的

には困難な場合が多い。 

 今回の実地試験のように、異なる周波数

を用いて事前調査を行なったとしても、回

り込み量は、図２．２．４．７に示すように周

波数に依存して大きく変化するため、異な

る周波数の測定値をそのまま使用してギ

ャップフィラーの設計を行なうことは、送信

Ｃ／Ｎの劣化等、設計どおりの送信品質

を確保できない危険性もあり、十分な注意が必要である。測定値に対して適切なマージンを

含めた値をもって設計すべきであると考える。 

 適切な設計マージンについては、当該地域の環境はもとより、事前調査の条件や測定、並

びに計算精度にも依存するが、本実地試験で得られた遮蔽領域の電界分布の標準偏差（３

ｄＢ）や周波数依存性（図２．２．４．７）など考慮すると、上記の帯域内リップルの許容値を±

３ｄＢとする条件では、１０ｄＢ程度のマージンを見込めば十分と考えられる。この場合、回り込

み量は、許容値の-１０ｄＢにマージンを含めて-２０ｄＢ程度となる。 

 しかしながら、本実地試験の一例をもって、どのような場所においても一般的に適用できる

マージン値を導出するのは、拙速であり、異なる環境における同種の測定・試験によるデー

タの蓄積と分析が必要と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．２．４．８．２ 回り込み量とピークレベルの関係
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２．３ 第２章の実地試験のまとめ 

 ギャップフィラーの設置にあたっては、サービスエリアや受信条件の検討はもとより、当該

ギャップフィラーの電波発射に伴って二次的に発生する受信障害の検討が必要である。 

 特に、親局波と同一周波数で再送信するＳＦＮギャップフィラーでは、二次的障害が発生

する懸念があり、その発生地域の特定ならび障害解消手段などについて、事前に把握する

ことが求められる。また、ギャップフィラーから発射される電波の品質についても事前検討が

求められる。 

 二次的障害に関する調査・試験では、二次的障害の発生メカニズムならびに発生条件等

について、実際に電波発射を行なって検証した。また、障害発生条件に関わる交差偏波識

別度など、有用な技術データが取得された。具体的には、以下のとおりである。 

(1) 二次的障害については、発生の有無、発生地域の特定、障害解消の可否などについて

フレネル積分を用いた机上シミュレーションで事前把握することが可能であり、ギャップ

フィラーの置局の事前検討に積極的な活用が望まれる。 

(2) ギャップフィラーが交差偏波送信（親局波と異なる偏波を使用）する場合、二次的障害

の解消は受信アンテナの調整で可能であるが、同一偏波送信の場合は、全ての地域

に対して解消できるとは限らない。なお、遮蔽領域における交差偏波識別度は、平均値

が１５ｄＢ程度、標準偏差が６ｄＢで正規分布している。 

(3) 複数のギャップフィラーが存在する場合、ギャップフィラー間の干渉に起因する障害が

稀に発生することがある。 

 

 ギャップフィラーから送信される電波の品質に大きく影響する「送受回り込み」について分

析を行なうとともに、回り込み抑制に有効な手段である建造物遮蔽効果について検証した結

果は、以下のとおりである。 

(1) 建造物遮蔽効果は、電界強度が、アンテナ位置のわずかな変化でも大きく変動し、また、

６ＭＨｚ帯域内でも大きな周波数特性を呈する場合があることから、遮蔽効果を利用す

るにあたっては慎重な検討が必要である。 

(2) 遮蔽領域の回折波は非一様な電界分布となる。このような電界に対して受信アンテナは、

本来の特性とは異なる特性を呈する。今回の実地試験において１４素子と２０素子受信

アンテナとは同等な特性を示し、有意な特性差は見られなかった。したがって、遮蔽効

果とアンテナ指向性特性を単純に加算して回り込み量を推定しても、実際とは異なるこ

ととなり、注意が必要である。 

(3) 回り込みのある場合の送信品質を分析する手法として、フィードバックループ解析を行

なった。この解析は、所要の品質を規定するにあたって、有用な情報を提供する。 
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第３章 地形難視対策用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

３．１ 地形難視対策用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

 地形難視対策用のギャップフィラーの二次的な障害に関連する実地試験は、長野県下高

井郡山ノ内町を主たるサービスエリアとしている山ノ内中継局のエリア内において、地形によ

り難視となっている山ノ内町天川地区を対象に次節以降の内容で実施した。 

 実地試験で使用したチャンネルは、ＭＦＮでは１９及び２５ｃｈを使用した。このチャンネル

は、山ノ内町及びその周辺で使用されていないことから混信による障害は発生しない。ＳＦＮ

については、山ノ内局と同一のチャンネルである１３～１８ｃｈを使用したが、次の対応を行う

ことにより、障害防止を徹底した。同地区及び渋温泉地区の大半は、現在、有線共聴施設

によりテレビを受信していることから、ギャップフィラーの電波を発射してもその影響を受けな

い。また、同地区の周辺では、個別受信により山ノ内局の電波を受信しているが、アナログ

の山ノ内局の電波は全てのチャンネルがＶＨＦであることから、デジタル放送を受信している

世帯の把握は、ＵＨＦアンテナの有無を目視により把握することで可能であり、ＭＦＮを使用

して飛び出し波の電界強度を測定するとともに、このデータを活用してエリアからの飛び出し

による障害が発生しないように送信電力を調整して障害の発生防止を徹底した。 

  

３．２ 実地試験の概要 

３．２．１ 実地試験の目的 

 ギャップフィラーは、地形的要因により局所的に発生する受信困難地域を解消する手段と

して期待されている。とりわけ地形的要因による難視聴地域でデジタル放送を受信するため

には、老朽化した有線共聴施設の改修が必要になるが、その改修手法は、デジタル用のヘ

ッドアンプの追加のみならず、幹線増幅器の取り替えや幹線及び引き込み線の張り替えま

で改修工事が必要になる場合も多く、共聴施設の新設と同等の多大な費用が必要になる。 

 また、デジタル化の改修に併せて幹線や引き込み線が私有地の上空を横断している状況

の改善を望む声が多くなって来ているようである。 

 このように共聴施設の改修は、費用面でも手続き面でも課題が生じている状況にあること

から、これらの課題を解消するために、より整備費が安く、手続きが比較的に簡単で、短期

間で設置が可能なギャップフィラーの構築手法及び二次的な障害の解消手法等に関する

以下の５つの項目について、実地試験を行うことを目的とした。 

 調査事項１：送信点及び送信アンテナの種別の違いによるサービスエリアの確認 

    及びサービスエリア外への飛び出し状況の調査・検証 

 調査事項２：ギャップフィラーの交差偏波識別度の調査・検証 

 調査事項３：ギャップフィラーの設置にともなう二次的な障害対策に関する 

調査・検証 

 調査事項４：ギャップフィラーの設置を容易に行うためのモデル化の調査・検証 
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 調査事項５：送受回り込み抑制に関する調査・検証 

 

３．２．２ 実地試験の日時 

 実地試験は、機器の動作試験や調整を平成２０年１１月２０日～２３日まで実施し、本試験

を１１月２５日～１２月２日までの８日間実施した。なお、１２月１日には本実地試験を主催す

る調査検討会の委員や実地試験にご協力をいただいた関係者に対して公開実験を実施し

た。 

 

３．２．３ 実地試験の場所 

 実地試験を行った場所は、長野県下高井郡山ノ内町に設置されている山ノ内中継局のサ

ービスエリア内で、地形の関係から部分的に受信困難な地域となっている山ノ内町天川地

区を中心に実地試験を行った。 

 図３．２．２実地試験場所周辺の地図を示す。山ノ内中継局からの電波は図の左側から右

側に向かって伝搬するが、赤線で囲った範囲が地形の関係から法定電界の６０ｄＢμＶ／ｍ

を下回り、受信が困難になっているエリアであり、Ａ１からＡ４の４つのポイントが山ノ内中継

局及びギャップフィラーの電界強度を測定したポイントである。 

 

 このエリアのほぼ中央になる天川橋横の横湯川右岸の河川敷に第１ギャップフィラーを、ま

た、このエリアの最も山ノ内中継局よりとなる渋温泉内のホテル西正の屋上に第２ギャップフ

ィラーをそれぞれ設置した。なお、受信親局は第１及び第２ギャップフィラーともに山ノ内中

継局とした。 

A1

図３．２．３  実地試験場所周辺の地図

山ノ内局方向 

第２ＧＦ 

第１ＧＦ 

赤線は難視エリア 

A2

A３ 

A4 
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 ギャップフィラーの設置に関して多大なご協力をいただいた、長野県殿、山ノ内町殿、沓

野区天川組殿、温泉寺殿、（有）豆屋組殿及びホテル西正殿に御礼を申し上げる。 

 

３．３ 事前検討 

 実地試験を効率的かつ効果的に進めるため、机上検討により実地試験対象地区の全般

的な特性を把握するため、建造物による遮蔽減衰量やＳＦＮ混信障害発生確率等、下記の

項目についてシミュレーション計算を実施した。 

 ①山ノ内局の電波の電界強度（地形難視地点の特定） 

 ②ギャップフィラーの電波の電界強度 

 ③ＳＦＮ混信障害発生地点 

 

３．３．１ 山ノ内局の電界強度のシミュレーション 

 ギャップフィラーは一般的にエリアのフリンジまで１Ｋｍに及ばないような狭小な地域をカバ

ーすることから、電力が比較的に大きく、広い範囲をサービスエリアとする中継局等で使用

する１Ｋｍメッシュあるいは５０ｍメッシュデータでは、ギャップフィラーの狭小なエリアを判断

することは十分ではないものと考えられる。このため、今回のシミュレーションでは１ｍメッシュ

のデータを使用し、かつ地上の構造物や森林の状況が入力された地図データを使用したシ

ミュレーターによりシミュレーションを行った。 

 山ノ内局の電界強度のシミュレーション結果は図３．３．１及び３．３．２のとおりである。 

 シミュレーションを行ったエリアの山ノ内局の電界強度は６５ｄＢμＶ／ｍ程度と計算される。

この電界強度が図３．３．３の丘陵によって遮蔽されている場所にあっては、電界強度が１０

～４０ｄＢの範囲で低下している状況が

示されている。 

 当然の結果ではあるが、５０ｍメッシュ

によるシミュレーションでは、計算の範 

囲が荒いため電界強度が低下している

範囲が把握しづらい状況になっている。

なお、５０ｍメッシュのシミュレーションで

は建物や森林の情報が考慮されていな

いため、電界強度の低下の度合いが少

なくなっている。 

 

 

図３．３．３  山ノ内局を遮蔽する丘陵 

（第 1ＧＦ受信点から撮影） 

天川地区

丘陵 
山ノ内局 
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図３．３．１  山ノ内局電界強度シミュレーション（１ｍメッシュ） 

図３．３．２  山ノ内局電界強度シミュレーション（５０ｍメッシュ）

山ノ内デジタル局受信  １ｍメッシュデータ ｆ＝４８５ＭＨｚ 計算間隔： １ｍ 

山ノ内デジタル局受信 ５０ｍメッシュデータ ｆ＝４８５ＭＨｚ 計算間隔５０ｍ 
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３．３．２ ギャップフィラーの電界強度のシミュレーション 

 山ノ内局の電界強度が丘陵により低下し、受信が困難になっているエリア（以下、ハッチエ

リアという。）において、このハッチエリアを救済するためのギャップフィラーの送信電力や送

信アンテナの構成などの送信諸元を確定するために、ハッチエリアの中央部に設置すること

とした第１ギャップフィラーと、ハッチエリア下部の最も山ノ内局寄りに設置することとした第２

ギャップフィラーのそれぞれの電界強度についてシミュレーションを行った。 

 

３．３．２．１ 第１ギャップフィラーの電界強度のシミュレーション 

 ハッチエリアの中央部に設置することとした第１ギャップフィラーについて、送信アンテナを

無指向とした場合と８素子リングアンテナ１段２面構成とした場合のシミュレーション結果を図

３．３．２．１．１及び図３．３．２．１．２に示す。 

 送信アンテナに無指向アンテナを使用した場合は、ハッチエリアのほぼ全ての地点で法

定電界強度の６０ｄＢμＶ／ｍを満足している。また、約８０％位の地点で６５ｄＢμＶ／ｍ以上

の電界強度が確保されているが、周辺への飛び出しが大きい状況になっている。なお、送

信点右下の電界強度が低下している場所は大きな杉林がある場所であり、この樹木の減衰

により電界強度が低下しているものと考えられる。 

 

 

 送信アンテナを指向性のある８素子リングアンテナを使用してハッチエリアに合うように、真

北から１３０度方向と同じく２５０度方向の１段２面とした場合は、ハッチエリアのほぼ全ての地

図３．３．２．１．１  第 1ＧＦ 無指向送信アンテナシミュレーション 

ＧＦ：無指向性空中線（垂直偏波）  出力：２．７ｍＷ  ＥＲＰ：２．７ｍＷ  送信地上高：１０ｍ 

ｆ＝４８５ＭＨｚ  受信高：１０ｍ  計算間隔：２ｍ 

１００ｍ１００ｍ

赤枠は難視地域

GF送信点GF送信点
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60～65dB
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20dB未満
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20～45dB
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点で法定電界強度の６０ｄＢμＶ／ｍを満足している。また、電界強度が６５ｄＢμＶ／ｍ以上

のエリアが無指向アンテナに比較して減少するものの、エリア外への飛び出しは格段に少な

くなっている。なお、送信点右下の電界強度が低下している理由は無指向アンテナと同様

である。 

 

 このシミュレーション結果から判断するとハッチエリアの中央部に送信点を設ける場合は、

飛び出しによる与干渉障害の発生リスクを軽減する意味で８素子リングアンテナ２基の組み

合わせによる送信アンテナ構成が適当と判断される。また、実地試験では送信アンテナと親

局受信アンテナ間の距離が約５０ｍ、標高差が１５ｍと近接しているため、送受回り込みを抑

制して送信品質を保つためにも８素子リングアンテナ２基の組み合わせによる送信アンテナ

構成が適当と判断される。 

 

３．３．２．２ 第２ギャップフィラーの電界強度のシミュレーション 

 ハッチエリアは左側の下部の地点の幅が狭く、右側の上部に行くほど幅が広くなる形状の

ため、１２素子リングアンテナによるシミュレーションを行った。ハッチエリア下部の最も山ノ内

局寄りに設置することとした第２ギャップフィラーのシミュレーション結果を図３．２．２．２に示

す。ハッチエリアのほぼ全ての場所で法定電界強度の６０ｄＢμＶ／ｍを満足しており、また、

６５ｄＢμＶ／ｍを超える地点も約７０％程度となっている。エリア外への飛び出しについても

沓野区のお寺付近でその存在が認められるが、この地点は送信点から見通しとなる場所で

あり、杉林も伐採されている場所であるためこのような結果となったものと考える。なお、送信

図３．３．２．１．２  第 1ＧＦ 二面合成送信アンテナシミュレーション 

ＧＦ：リングアンテナ 2 面合成（垂直偏波）  出力：１ｍＷ  ＥＲＰ：３．４ｍＷ  角度：Ａ面１３０° Ｂ面２５０° 

送信地上高：１０ｍ  ｆ＝４８５ＭＨｚ  受信高：１０ｍ  計算間隔：２ｍ 

１００ｍ１００ｍ
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アンテナの指向方向を真北から１３０度方向としたが、１２０～１２５度方向位に設定した方が

エリア外への飛び出しをさらに小さくすることが可能であるかもしれない。 

 

 

３．３．３ ギャップフィラーによる与干渉障害のシミュレーション 

 ギャップフィラーの置局により与干渉障害の発生予測を行うため、山ノ内局の電界強度と

第１及び第２ギャップフィラーの電界強度の差分についてシミュレーションを行った。 

 ギャップフィラー波の偏波面についても水平偏波及び垂直偏波の両方の偏波面でシミュ

レーションを行い、与干渉障害の発生予測地点の変化や交差偏波識別度の効果について

も検討を行った。 

 

３．３．３．１ 第１ギャップフィラーによる与干渉障害のシミュレーション 

 第１ギャップフィラーを２面合成の指向性アンテナで電波を発射した場合の与干渉障害の

シミュレーション結果について、山ノ内局と同一の水平偏波で電波を発射した場合は図３．３．

３．１．１に、山ノ内局と直交した垂直偏波で電波を発射した場合は図３．３．３．１．２に、それ

ぞれ示す。なお、いずれの偏波でも受信アンテナは山ノ内局向けの水平偏波である。 

 偏波面効果を１６ｄＢと仮定してシミュレーションを行ったことから、図３．３．３．１．２の黒○

印で囲った部分で交差偏波の状況がよく示されていることがわかる。 

 ＳＦＮ与干渉障害は、フリンジなどの弱電界の場所において、希望波と妨害波の電界強度

が、ほぼ同じ場合に発生することが知られているが、この条件に適合する場所をシミュレー

図３．３．２．２  第２ＧＦ １２素子リング送信アンテナシミュレーション 

ＧＦ実験エリア電界シミュレーション（下部送信点）　垂直偏波　
ＧＦ：１２素子リングアンテナ単基　　出力：１ｍＷ　　ＥＲＰ：１０．７ｍＷ　　角度：１３０°送信高１９ｍ（建物＋５ｍ）
　

１００ｍ１００ｍ 赤枠は難視地域

　f=485MHz　　　受信高：１０ｍ　　計算間隔：２ｍ　　

GF送信点GF送信点

図１２
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45～50dB

20～45dB

20dB未満

70dB以上

65～70dB

60～65dB

55～60dB

50～55dB

45～50dB

20～45dB

20dB未満

ＧＦ：１２素子リングアンテナ単基（垂直偏波）  出力：１ｍＷ  ＥＲＰ：１０．７ｍＷ  角度：１３０° 

送信地上高：１９ｍ（建物＋５ｍ）  ｆ＝４８５ＭＨｚ  受信高：１０ｍ  計算間隔：２ｍ 
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ション結果から見ると炭乃湯ホテル付近、沓野の天川神社付近で与干渉障害が発生する可

能性がある。 

 
 

Ｄ（希望波）：山ノ内局（H）

Ｕ（妨害波）：中央部ＧＦ（V）

赤枠は難視地域

　f=485MHz　　　受信高：１０ｍ　　計算間隔：２ｍ

GF送信点GF送信点

ＧＦ実地試験エリア電界シミュレーションＤＵ比（中央部送信点、指向性空中線、ﾘﾝｸﾞｱﾝﾃﾅ）　垂直偏波　

ＧＦ：リングアンテナ二面合成　　出力：１ｍＷ　　ＥＲＰ：３．４ｍＷ　　角度：Ａ面１３０°Ｂ面２５０°　送信地上高：１０ｍ

図５
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図３．３．３．１．１  第１ＧＦ 山ノ内局と同一偏波時のＤ／Ｕ

図３．３．３．１．２  第１ＧＦ 山ノ内局と交差偏波時のＤ／Ｕ

Ｄ（希望波）：山ノ内局(Ｈ)

Ｕ（妨害波）：中央部ＧＦ(Ｈ)

赤枠は難視地域

　f=485MHz　　　受信高：１０ｍ　　計算間隔：２ｍ

GF送信点GF送信点

ＧＦ実験エリア電界シミュレーションＤＵ比（中央部送信点、　ﾘﾝｸﾞｱﾝﾃﾅ）水平偏波　　
ＧＦ：リングアンテナ二面合成　　出力：０．９Ｗ　　ＥＲＰ：３．４ｍＷ　　角度：Ａ面１３０°Ｂ面２５０°　送信地上高：１０ｍ

図８
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ＧＦ：リングアンテナ 2 面合成（水平偏波）  出力：０．９ｍＷ  ＥＲＰ：３．４ｍＷ  角度：Ａ面１３０° Ｂ面２５０° 

送信地上高：１０ｍ  ｆ＝４８５ＭＨｚ  受信高：１０ｍ  計算間隔：２ｍ 

ＧＦ：リングアンテナ 2 面合成（垂直偏波）  出力：０．９ｍＷ  ＥＲＰ：３．４ｍＷ  角度：Ａ面１３０° Ｂ面２５０° 

送信地上高：１０ｍ  ｆ＝４８５ＭＨｚ  受信高：１０ｍ  計算間隔：２ｍ 
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３．３．３．２ 第２ギャップフィラーによる与干渉障害のシミュレーション 

 第２ギャップフィラーを指向性アンテナで電波を発射した場合の与干渉障害のシミュレー

ション結果について、山ノ内局と同一の水平偏波で電波を発射した場合は図３．３．３．２．１

に、山ノ内局と直交した垂直偏波で電波を発射した場合は図３．３．３．２．２に、それぞれ示

す。なお、いずれの偏波でも受信アンテナは山ノ内局向けの水平偏波である。 

 

図３．３．３．２．１  第２ＧＦ 山ノ内局と同一偏波時のＤ／Ｕ

図３．３．３．２．２  第２ＧＦ 山ノ内局と交差偏波時のＤ／Ｕ

Ｄ（希望波）：山ノ内局（H）

Ｕ（妨害波）：下部ＧＦ（H）

赤枠は難視地域

ＧＦ実地試験エリア電界シミュレーションＤＵ比（下部送信点）　水平偏波　　

　f=485MHz　　　受信高：１０ｍ　　計算間隔：２ｍ

GF送信点GF送信点

ＧＦ：１２素子リングアンテナ単基　　出力：１ｍＷ　　ＥＲＰ：１０．７ｍＷ　　角度：１３０°　送信高：１９ｍ（建物＋５ｍ）

図１６
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Ｄ（希望波）：山ノ内局（H）

Ｕ（妨害波）：下部ＧＦ（V）

赤枠は難視地域

ＧＦ実地試験エリア電界シミュレーションＤＵ比（下部送信点）　垂直偏波　

　f=485MHz　　　受信高：１０ｍ　　計算間隔：２ｍ

GF送信点GF送信点

ＧＦ：１２素子リングアンテナ単基　　出力：１ｍＷ　　ＥＲＰ：１０．７ｍＷ　　角度：１３０°　送信高１９ｍ（建物＋５ｍ）

図１３
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ＧＦ：１２素子リングアンテナ単基（水平偏波）  出力：１ｍＷ  ＥＲＰ：１０．７ｍＷ  角度：１３０° 

送信地上高：１９ｍ（建物＋５ｍ）  ｆ＝４８５ＭＨｚ  受信高：１０ｍ  計算間隔：２ｍ 

ＧＦ：１２素子リングアンテナ単基（垂直偏波）  出力：１ｍＷ  ＥＲＰ：１０．７ｍＷ  角度：１３０° 

送信地上高：１９ｍ（建物＋５ｍ）  ｆ＝４８５ＭＨｚ  受信高：１０ｍ  計算間隔：２ｍ 
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 偏波面効果を１６ｄＢと仮定してシミュレーションを行ったことから、第２ギャップフィラーを交

差偏波で送信することにより、エリア内のＤ／Ｕが全体的に改善されている様子がよくわか

る。 

 ＳＦＮ与干渉障害は、フリンジなどの弱電界の場所において、希望波と妨害波の電界強度

が、ほぼ同じ場合に発生することが知られているが、この条件に適合する場所をシミュレー

ション結果から見ると炭乃湯ホテル付近、天川地区の最も標高の高い地点であり、測定ポイ

ントＡ－４付近で与干渉障害が発生する可能性がある。 

 

３．４ 実地試験系統 

 本実地試験では、地形難視を解消するために天川橋横の横湯川右岸のハッチエリア中央

部に設置した第１ギャップフィラー及びハッチエリアの最も下部となる渋温泉のホテル西正の

屋上に設置した第２ギャップフィラーのそれぞれの試験系統は、図３．４．１及び図３．４．２の

とおりである。 

 いずれのギャップフィラーにおいても、送受設備を２式設置し、装置の違いによる諸課題の

検証も行った。そのための分配器、切替器などがあり、若干複雑な系統になっている。 
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図３．４．１  第１ギャップフィラーの無線設備系統図
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３．４．１ 第１ギャップフィラーの設置状況 

 第１ギャップフィラーは、送信アンテナと受信アンテナを別の場所に設置する送受分離方

式で設置した。 

 ハッチエリアより、約３０ｍ標高の高い温泉寺墓地横に親波受信用２０素子アンテナを設置

し、山ノ内局の信号（１３～１８ｃｈ）を受信した。受信信号は、バンドパスフィルタを経由して前

置増幅器（利得３０ｄＢ）に入力された後、同軸ケーブルにより、受信部に伝送される。 

 受信部では、チャンネル毎のレベル調整などの処理を行なった後、電気/光変換を行い、

光信号は、光ケーブルを介して、町道横湯・地獄谷線を架空横断して横湯川右岸の送信機

に接続され、光/電気変換されて送信機出力信号となる。 

 図３．４．１．１に概略図を、図３．４．１．２に設置状況をそれぞれ示す。 

 第1ギャップフィラーの受信点は、山ノ内局からの電波が受信可能な温泉寺墓地の横の高

台に受信アンテナを設置し、町道横湯・地獄谷線の擁壁にヘッドアンプ等を仮設した。 

 受信アンテナは、受信点におけるハイトパターンを考慮して、高さの調整ができるように伸

縮ポールを利用し、脚立を利用した簡易固定とした。 

 受信アンテナの直ぐ下に、不要な電波を除去するバンドパスフィルタ、Ｃ／Ｎ劣化を補う前

置増幅器を取り付け、受信点設備のヘッドアンプまでは同軸ケーブルにより受信信号を伝

送した。 

 町道横湯・地獄谷線の擁壁に仮設した受信点設備にはヘッドアンプ及び電源分岐箱を設

置した。ヘッドアンプにはチャンネルごとに利得を調整できる増幅ユニットパネルと、送信設

備へ信号を送るため光ファイバーに変換する電気／光変換ユニットがある。 
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図３．４．２  第２ギャップフィラーの無線設備系統図
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 第１ギャップフィラーは、２式の送受信設備を使用したため、それぞれのヘッドアンプへの

電力供給に電気分岐箱を設置して分岐供給した。なお、この分岐箱の空きスペースを使用

して、送信点へ信号を伝送するための光ファイバー接続箱としても使用した。 

 受信点と送信点を結ぶ、信号用光ファイバー及び電力ケーブルについては町道横湯・地

獄谷線の道路横断が必要になったことから、約５ｍの高さで架空により仮設した。 

 

 

 

第１ギャップフィラー（中央部送信点） 概略図
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図３．４．１．１  第１ギャップフィラー概略図 

 

図３．４．１．２（１／３）  第１ギャップフィラーの設置状況

（Ａ）  第１ＧＦの受信点設備全景 （Ｂ）  第１ＧＦ山ノ内局受信アンテナ 
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（Ｃ）  第１ＧＦの受信アンテナ工事風景 

図３．４．１．２（２／３）  第１ギャップフィラーの設置状況

（Ｄ）  第１ＧＦの受信アンテナ構成 

ＢＰＦ 
前置増幅器 

（Ｅ）  第１ＧＦの受信設備 （Ｆ）  第１ＧＦのヘッドアンプの内部 

（Ｇ）  第１ＧＦの電源分岐箱の内部 （Ｈ）  第１ＧＦの光ファイバー等の設置状況 
（赤線で示した部分） 
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 送信点については受信点設備から約３０ｍ下がった、天川橋上流の横湯川右岸河川敷に

仮設した。 

 送信アンテナ柱には、送信用アンテナの荷重にも十分耐えることができる支線付きの伸縮

ポールを使用した。送信アンテナは、ハッチエリアの中央部と一番奥の地域をカバーするた

め、８素子リングアンテナを１段２面で設置した。なお、アンテナ下部に電力分配器を取り付

け、分配比１：１で給電した。 

 送信機及び電力分岐箱につては、伸縮ポールの金属製の支柱に取り付けた。 

 

（Ｉ）  第１ＧＦの送信点全景 （Ｊ）  第１ＧＦの送信アンテナ工事風景 

（Ｋ）  第１ＧＦの送信アンテナ拡大図 
（８素子リングアンテナと電力分配器） 

（Ｌ）  第１ＧＦの送信機 
（上が第１送信機、下が第２送信機） 

図３．４．１．２（３／３）  第１ギャップフィラーの設置状況



第３章 地形難視対用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

－71－ 

３．４．１．１ 第１ギャップフィラーの受信信号品質と送信品質 

 第１ギャップフィラーの受信点における受信信号の品質を表３．４．１．１．１に示す。 

 また、ハッチエリア内の測定ポイントＡ１「天川の湯駐車場」における実測結果を表３．４．１．

１．２に示す。 

表３．４．１．１．１  第１ＧＦ受信点の受信信号品質 

受信チャンネル １３ １４ １５ １６ １７ １８ 

中心周波数（ＭＨｚ） ４７３ ４７９ ４８５ ４９１ ４９７ ５０３ 

放送局名 ＮＨＫ教育 テレビ信州 長野放送 信越放送 ＮＨＫ総合 長野朝日放送

端子電圧（ｄＢμＶ） 75.5 76.7 77.4 77.9 77.6 77.3 

電界強度（ｄＢμＶ／ｍ） 71.1 72.2 73.2 73.7 73.5 73.1 

ＭＥＲ 総合（ｄＢ） 33.7 33.2 33.1 34.5 32.9 35.3 

ＭＥＲ Ｂ階層（ｄＢ） 33.0 32.5 32.5 33.8 32.3 34.6 

表 参考 端子電圧→電界強度 換算値 

チャンネル（ｃｈ）／中心周波数（ＭＨｚ） 
項 目 型名 

13/473 14/479 15/485 16/491 17/497 18/503 

アンテナ実効長(dB)   -13.9  -14.0  -14.1 -14.2  -14.3 -14.4  

アンテナ利得（dBd) 20KU-L 10.1  10.2  10.3 10.5  10.6 10.8  

フィルタ挿入損失（dB) BPF1318 2.6  2.6  2.6  2.6  2.6  2.6  

増幅器利得（dB) NPA-30U2 31.3 31.4 31.3 31.2 31.1 31 

1 分岐器挿入損失（dB) CS-101CW 10.2  10.2  10.2 10.2  10.2 10.2  

同軸ケーブルロス(dB) S-5C-FB(30m) 4.3  4.3  4.5  4.5  4.5  4.5  

終端補正値(dB)   6.0  6.0  6.0  6.0  6.0  6.0  

端子電圧→電界強度 換算値 -4.4  -4.5  -4.2 -4.2  -4.1 -4.1  

電界強度＝端子電圧－各種利得（アンテナ・増幅器等）＋各種ロス（同軸・分配器等）－アンテナ実効長＋終端補正値 

表３．４．１．１．２  第１ＧＦの送信品質等 測定ポイント；Ａ１「天川の湯駐車場」 

送信ＭＥＲ[dB] 実聴結果 
チャンネル 

周波数 

（MＨｚ） 第 1 装置 第 2 装置 第 1 装置 第 2 装置 

１３ 473.142857 30.2 31.2 ○ ○ 

１４ 479.142857 31.6 33.2 ○ ○ 

１５ 485.142857 31.4 32.1 ○ ○ 

１６ 491.142857 32.7 33.3 ○ ○ 

１７ 497.142857 32.3 32.7 ○ ○ 

１８ 503.142857 33.5 34.6 ○ ○ 

１９ 509.142857 31.5 － ○ － 

２５ 545.142857 31.3 － ○ － 
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３．４．２ 第２ギャップフィラーの設置状況 

 第２ギャップフィラーは、渋温泉内のホテルの建物の遮蔽を利用した、送受非分離方式に

より設置した。 ホテル屋上に親波受信用２０素子アンテナを設置し、山ノ内局の信号（１３～

１８ｃｈ）を受信した。受信信号は、屋上塔屋内の前置増幅器（利得３０ｄＢ）に入力された後、

バンドパスフィルタを経由して同軸ケーブルにより、送受信部に伝送される。送受信部では、

受信チャンネル毎のレベル調整などの処理を行なった後、可変減衰器を経由して送信信号

として同軸ケーブルにより５階ベランダに設置された送信用１２素子リングアンテナに伝送さ

れる。なお、可変減衰器は送信出力の調整用に使用した。 なお、送信及び受信アンテナ

柱は、建物を傷つけないように、受信アンテナ柱はホテルの看板の支柱に、送信アンテナ柱

についてはベランダの手摺りに、それぞれ仮設した。 

 図３．４．２．１に概略図を、図３．４．２．２に設置状況をそれぞれ示す。 

 

 

第２ギャップフィラー（下部送信点）概略図
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図３．４．２．１  第２ギャップフィラー概略図 

 

送信アンテナ 
受信アンテナ

（Ａ）  第２ＧＦの設置場所全景 （Ｂ）  第２ＧＦの受信及び送信アンテナ 

図３．４．２．２（１／２）  第２ギャップフィラーの設置状況
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ﾌﾞｽﾀｰ 
ﾊﾞﾝﾄﾞﾊﾟｽﾌｨﾙﾀｰ 

第 1 送受信機

第 2 送受信機

ｱｯﾃﾈｰﾀｰ 

図３．４．２．２（２／２）  第２ギャップフィラーの設置状況

（Ｃ）  第２ＧＦの受信アンテナ 

（Ｄ）  第２ＧＦの受信アンテナから山ノ内方向

（Ｅ）  第２ＧＦの送信アンテナ （Ｆ）  第２ＧＦの送信アンテナからエリア方向

（Ｇ）  第２ＧＦの送受信装置（塔屋内部に設置） 
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３．４．２．１ 第２ギャップフィラーの受信信号品質と送信品質 

 第２ギャップフィラーの受信点における受信信号の品質を表３．４．２．１．１に示す。 

 また、ハッチエリア内の測定ポイントＡ１「天川の湯駐車場」における実測結果を表３．４．２．

１．２に示す。 

表３．４．２．１．１  第２ＧＦ受信点の受信信号品質 

受信チャンネル １３ １４ １５ １６ １７ １８ 

中心周波数（ＭＨｚ） ４７３ ４７９ ４８５ ４９１ ４９７ ５０３ 

放送局名 ＮＨＫ教育 テレビ信州 長野放送 信越放送 ＮＨＫ総合 長野朝日放送

端子電圧（ｄＢμＶ） 91.9 92.6 92.9 92.7 92.5 92.7 

電界強度（ｄＢμＶ／ｍ） 74.5 75.1 75.5 75.3 75.3 75.5 

ＭＥＲ 総合（ｄＢ） 34.0 34.7 34.3 36.1 33.4 37.1 

ＭＥＲ Ｂ階層（ｄＢ） 33.2 34.0 33.7 35.5 33.2 36.4 

表 参考資料 端子電圧→電界強度 換算値 

チャンネル（ｃｈ）／中心周波数（ＭＨｚ） 
項目 品名 

13/473 14/479 15/485 16/491 17/497 18/503

アンテナ実効長(dB)   -13.9 -14.0 -14.1 -14.2  -14.3  -14.4 

アンテナ利得（dBd) 20KU-L 10.1  10.2  10.3  10.5  10.6  10.8  

増幅器利得（dB) NPA-30U2 31.3 31.4 31.3 31.2 31.1 31 

電源挿入器損失（dB） PS-101C 0.5  0.5  0.4  0.4  0.5  0.5  

フィルタ挿入損失（dB) BPF1318 2.6  2.6  2.6  2.6  2.6  2.6  

同軸切替器損失（dB） SW7FB 0.3  0.3  0.3  0.3  0.3  0.3  

同軸ケーブルロス(dB) S-5C-FB(5m) 0.7  0.7  0.8  0.8  0.8  0.8  

終端補正値(dB)   6.0  6.0  6.0  6.0  6.0  6.0  

端子電圧→電界強度 換算値 -17.4 -17.5 -17.4 -17.4  -17.2  -17.2 

表３．４．２．１．２  第２ＧＦの送信品質等 測定ポイント：Ａ１「天川の湯駐車場」 

送信ＭＥＲ[dB] 実聴結果 
チャンネル 

周波数 

（MＨｚ） 第 1 装置 第 2 装置 第 1 装置 第 2 装置 

１３ 473.142857 34.0 33.0 ○ ○ 

１４ 479.142857 34.3 34.1 ○ ○ 

１５ 485.142857 34.2 33.5 ○ ○ 

１６ 491.142857 35.7 35.2 ○ ○ 

１７ 497.142857 34.2 34.3 ○ ○ 

１８ 503.142857 36.7 35.9 ○ ○ 

１９ 509.142857 － 32.9 － ○ 

２５ 545.142857 － 33.1 － ○ 
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３．５ 実地試験の測定結果 

 今回の実地試験の測定は、①地形シャドーによる受信障害地点を特定するための山ノ内

局の電界強度の測定、②ギャップフィラーのサービスエリアを推定するためにギャップフィラ

ー波の電界強度の測定、③ＳＦＮ与干渉障害の測定、④ギャップフィラー間の干渉障害の

測定の４つに分類することができる。 

 以下、考察も含めた測定結果を記載するが、紙面の関係から全ての測定データは記載し

ていないので、他の測定データについては、資料編（株）日本デジタル放送システムズの報

告書を参照願いたい。 

 また、測定ポイントは、電測車の長時間駐車が可能な場所で、かつ地権者の了解もしくは

道路使用許可が得られた場所で図３．５に示すハッチエリア内はＡ１～Ａ４までの４カ所、ハ

ッチエリア外で飛び出し等を測定するポイントをＢ１～Ｂ４の４カ所とした。なお、Ａ４ポイント

はハッチエリアとそうでない場所との境となることから、Ｂ１ポイントも兼ねることとした。 

 

 

３．５．１ 山ノ内局の電界強度 

 各種の実地試験に入る前に、地形シャドーによりハッチエリアとなる地点の山ノ内局の電

界強度の測定を行った。§３．３．１の事前シミュレーションにおいて１ｍメッシュと５０ｍメッシ

ュでシミュレーションを行った計算値と実測値を比較すると表３．５．１．１のようになり、当然

の結果ではあるが、１ｍメッシュで建造物や森林等のデータを加味したシミュレーターの計

算値は実測値とほぼ同様であることがわかる。 

 

図３．５  測定ポイント 
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Ｂ２ 天川橋駐車場
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 次に測定ポイントと設定した各ポイントの測定結果を表３．５．１．２に示す。なお、電界強度

のシミュレーションは１ｍメッシュで計算したものである。測定条件として、受信アンテナに２０

素子八木アンテナを使用し、測定高は１０ｍとした。偏波面については山ノ内局と同一の水

平偏波とした。 

表３．５．１．２（１／４）  各測定ポイントにおけるシミュレーション結果と実測値との比較 

測定ポイント Ａ１ 天川の湯駐車場 Ａ２ 金具屋駐車場 

受信チャンネル 13 14 15 16 17 18 13 14 15 16 17 18

電界強度（実測値）     dBμV/m 45.2 45.0 47.0 45.2 43.6 48.2 39.5 38.2 39.3 39.3 37.4 36.5

電界強度（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値） dBμV/m 45 45 45 45 45 45 41 41 41 41 41 41

実測値との差異        dB -0.2 0.0 -2.0 -0.2 1.4 -3.2 1.5 2.8 1.7 1.7 3.6 4.5

ＭＥＲ 総合         dB 19.0 19.0 20.3 16.5 16.6 18.0 16.4 9.8 13.3 12.0 6.6 8.8

ＭＥＲ Ｂ階層        dB 19.0 18.2 19.5 15.8 17.5 17.4 15.9 8.8 13.1 11.2 7.1 8.0

実聴結果 ○ × ○ △ × ○ × × × × × ×

表３．５．１．２（２／４）  各測定ポイントにおけるシミュレーション結果と実測値との比較 

測定ポイント Ａ３ 民家前駐車場 Ａ４（Ｂ１） エリア最遠部 

受信チャンネル 13 14 15 16 17 18 13 14 15 16 17 18

電界強度（実測値）     dBμV/m 49.6 49.0 49.7 49.8 48.0 48.2 51.9 51.3 52.2 54.4 53.2 53.1

電界強度（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値） dBμV/m 53 53 53 53 53 53 53 53 53 53 53 53

実測値との差異        dB 3.4 4.0 3.3 3.2 5.0 4.8 1.1 1.7 0.8 -1.4 -0.2 -0.1

ＭＥＲ 総合         dB 23.7 25.8 23.0 24.8 20.8 23.4 22.0 23.9 22.8 24.6 23.1 24.5

ＭＥＲ Ｂ階層        dB 23.1 25.1 22.3 24.2 20.1 22.7 21.3 23.1 22.2 24.1 22.5 24.0

実聴結果 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

測定ポイント
１５ｃｈの電界強度 （ｄＢμＶ／ｍ）

５０ｍメッシュ
シミュレーション

１ｍメッシュ
シミュレーション 実測値

①建設会社駐車場 ７０ ５１ ５３

②難視エリア上部 ６２ ４５ ４４

③金具屋旅館駐車場 ４５ ４１ ４６

④天川の湯駐車場 ６２ ４７ ４５

⑤天川橋上流民家前 ６７ ５１ ５１

中央部ＧＦ受信点 ６９ ６７ ６３

下部ＧＦ受信点 ７０ ５５ ５６

測定ポイント
１５ｃｈの電界強度 （ｄＢμＶ／ｍ）

５０ｍメッシュ
シミュレーション

１ｍメッシュ
シミュレーション 実測値

①建設会社駐車場 ７０ ５１ ５３

②難視エリア上部 ６２ ４５ ４４

③金具屋旅館駐車場 ４５ ４１ ４６

④天川の湯駐車場 ６２ ４７ ４５

⑤天川橋上流民家前 ６７ ５１ ５１

中央部ＧＦ受信点 ６９ ６７ ６３

下部ＧＦ受信点 ７０ ５５ ５６

表３．５．１．１  シミュレーション結果と実測値の比較 
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表３．５．１．２（３／４）  各測定ポイントにおけるシミュレーション結果と実測値との比較 

測定ポイント Ｂ２ 天川橋駐車場 Ｂ３ 天川神社東側 

受信チャンネル 13 14 15 16 17 18 13 14 15 16 17 18

電界強度（実測値）     dBμV/m 47.6 45.6 48.3 46.7 48.0 48.6 46.6 48.0 50.2 51.9 52.7 51.1

電界強度（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値） dBμV/m 47 47 47 47 47 47 51 51 51 51 51 51

実測値との差異        dB -0.6 1.4 -1.3 0.3 -1.0 -1.6 4.4 3.0 0.8 -0.9 -1.7 -0.1

ＭＥＲ 総合         dB 25.2 24.9 24.8 25.3 24.4 26.7 23.2 26.5 26.9 29.4 28.9 28.4

ＭＥＲ Ｂ階層        dB 24.6 24.2 24.0 24.6 23.7 26.3 22.4 25.7 26.3 28.7 28.1 27.7

実聴結果 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

表３．５．１．２（４／４）  各測定ポイントにおけるシミュレーション結果と実測値との比較 

測定ポイント Ｂ４ 郷土文化保存伝習館  

受信チャンネル 13 14 15 16 17 18

電界強度（実測値）     dBμV/m 66.2 66.5 67.9 69.2 69.7 70.8

電界強度（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値） dBμV/m 69 69 69 69 69 69

実測値との差異        dB 2.8 2.5 1.1 -0.2 -0.7 -1.8

ＭＥＲ 総合         dB 35.7 35.0 36.1 36.3 37.0 38.4

ＭＥＲ Ｂ階層        dB 35.0 34.3 35.5 35.6 36.2 37.7

実聴結果 ○ ○ ○ ○ ○ ○

 

 測定を行った各地点の遅延及び周波数特性について、１３～１８ｃｈの中心となる１５ｃｈの

みを図３．５．１．１に示す。なお、Ａ１「天川の湯駐車場」のみ、破綻している１４ｃｈとした。 

 

 

 

 

図３．５．１．１（Ａ）  Ａ１ 天川の湯駐車場 図３．５．１．１（Ｂ）  Ａ２ 金具屋駐車場 

図３．５．１．１（１／２）  各測定ポイントにおける遅延及び周波数特性 
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 山ノ内局の受信状況について、測定ポイントＡ１～Ａ４につてポイント及びチャンネル別に

特徴をまとめると次のとおりになる。（測定ポイントＢ２～Ｂ４は後述する。） 

 測定ポイントＡ１「天川の湯駐車場」では、電界強度はチャンネルによる偏差が大きく実聴

結果も様々である。ＭＥＲは概ね１５～２０ｄＢにあり、受信可否のボーダーライン上にある。エ

リア内で最も状態が不安定な場所と言える。 

図３．５．１．１（Ｃ）  Ａ３ 民家前駐車場 図３．５．１．１（Ｄ）  Ａ４ エリア最遠部 

図３．５．１．１（Ｆ）  Ｂ２ 天川橋駐車場 図３．５．１．１（Ｇ）  Ｂ３ 天川神社東 

図３．５．１．１（Ｈ）  Ｂ４ 郷土文化保存伝習館 

図３．５．１．１（２／２）  各測定ポイントにおける遅延及び周波数特性 
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 測定ポイントＡ２「金具屋駐車場」は、全てのチャンネルで電界が低く受信も不可であった。

山ノ内局方向の直近に急崖があり、最も遮蔽された場所のひとつである。ＭＥＲのチャンネ

ル間の値が大きく異なるのは、受信状況が悪く測定値が不安定なためと考えられる。 

 測定ポイントＡ３「民家前駐車場」は、エリアの最奥に近いが、遮蔽となっている急崖からは

距離があるのに加え、角度的に谷間の開口部から電波が抜けてくるようで、実聴結果は全て

のチャンネルが受信可能であり、電界強度のチャンネルによる偏差も少ない。ＭＥＲは測定

ポイントＡ４より電界強度が低いにも関わらず１３、１４ｃｈでは逆転している。 

 測定ポイントＡ４「エリア最遠部」は、ハッチエリア内で最も受信電界が高く実聴も全てのチ

ャンネルで問題なかった。山ノ内局が見通しとなる崖上よりは一段低いものの、エリア内では

最も高所に位置しているためと考えられる。ただし、前述したように測定ポイントＡ３とは１３、

１４ｃｈで電界強度に対してＭＥＲの逆転が生じる。 

 以上からハッチエリアの各測定ポイントにおける山ノ内局受信状況は、全く受信不可となる

地点：Ａ２、状況により受信可能となるが不安定な地点：Ａ１、マージンは少ないが概ねは受

信可能な地点：Ａ３及びＡ４となる。 

 図３．５．１．２及び図３．５．１．３に電界強度及びＭＥＲと受信状況をグラフ化したものを示

す。 
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×：受信不可 

図３．５．１．２  電界強度の傾向と実聴結果 
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３．６ ギャップフィラー波の電界強度の測定 

 第１及び第２ギャップフィラーによるサービスエリアを確認するために、１９及び２５ｃｈを使用

して、ＭＦＮによりハッチエリア内の各測定ポイントにおいて測定を行った。測定結果を表３．

６．１及び３．６．２に示す。結果はいずれも良好で、ＭＥＲ、実聴全て問題なく受信可能とな

った。第２ギャップフィラーの測定ポイントＡ３、Ａ４はいずれも電界強度が６０ｄＢμＶ／ｍを

少し越えた程度だが、シミュレーションにおいてもエリア内で最も電界が低いという結果が確

認されており、他のポイントを含めてほぼシミュレーションとおりの結果となり、第１及び第２ギ

ャップフィラーともに必要とするエリアが確保されることを確認した。 

 

表３．６．１ 第１ギャップフィラーの測定結果 

測定ポイント Ａ１ Ａ２ Ａ３ Ａ４ 最大値 最小値 平均値

電界強度[dBμV/m] 73.9 65.9 73.5 64.6 73.9 64.6 69.48

 〃 （ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値） 73 67 75 67 75 67 70.50

差（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値－実測値） - 0.9 + 1.1 + 1.5 + 2.4 + 2.4 - 0.9 + 1.03

MER（B 階層）[dB] 29.8 29.7 31.7 30.9 31.7 29.7 30.53

実聴 ○ ○ ○ ○ － － － 

送信出力：２．５ｍＷ（ＥＲＰ：３．８ｍＷ）、 送信偏波：垂直   

受信方向：ＧＦ局、 受信アンテナ：２０素子八木、 受信偏波：垂直、 測定高：１０ｍ   

各測定値はＭＦＮ受信（１９，２５ｃｈ）の平均値 

山ノ内局受信：ＭＥＲ（Ｂ階層）
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実聴結果凡例 
○：正常受信 
△：間欠的に破綻 
×：受信不可 

図３．５．１．３  ＭＥＲ（Ｂ階層）の傾向と実聴結果 
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表３．６．１ 第２ギャップフィラーの測定結果 

測定ポイント Ａ１ Ａ２ Ａ３ Ａ４ 最大値 最小値 平均値

電界強度[dBμV/m] 66.7 69.8 61.5 60.6 69.8 60.6 64.65

 〃 （ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値） 65 73 61 63 73 61 65.50

差（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値－実測値） - 1.7 + 3.2 - 0.5 + 2.4 + 3.2 - 0.5 + 0.85

MER（B 階層）[dB] 31.9 31.9 31.6 30.6 31.9 30.6 31.50

実聴 ○ ○ ○ ○ － － － 

送信出力：２ｍＷ（ＥＲＰ：１１．５ｍＷ）、 送信偏波：垂直  

受信方向：ＧＦ局、 受信アンテナ：２０素子八木、 受信偏波：垂直、 測定高：１０ｍ 

各測定値はＭＦＮ受信（１９，２５ｃｈ）の平均値 

 全チャンネルの電界強度の平均は、第１ギャップフィラーにつては６９．５ｄＢμＶ／ｍ、第２

ギャップフィラーにつては６４．７ｄＢμＶ／ｍと約５ｄＢの差が生じている。当然のことであるが、

８素子リングアンテナ２面を組み合わせた第１ギャップフィラーの方が電界強度にばらつきが

少なく、比較的に高い電界強度でサービスエリアが確保できる。ＳＦＮの場合のギャップフィ

ラーのサービスエリアについては後述する。 

 

３．７ ＳＦＮ与干渉障害の測定 

 §３．３．２でＳＦＮ与干渉についてシミュレーションを行った結果、ギャップフィラーからの

飛び出しによるＳＦＮ与干渉が発生する可能性があったことから、山ノ内局の電界強度及び

ＭＦＮギャップフィラー波による飛び出し波の電界強度の測定をそれぞれ行い、ＳＦＮ与干

渉が発生しないようにギャップフィラーの出力を減力して、ＳＦＮ与干渉の測定を行った。 

 なお、測定を行ったポイントを図３．７に示す。 

 
図３．５．１．３  ＭＥＲ（Ｂ階層）の傾向と実聴結果 

山ノ内局方向

第２ＧＦ

第1ＧＦ

赤線は難視エリア

B4

B2

B3

B1

図３．７  ＳＦＮ与干渉の測定ポイント 
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 測定ポイントは、Ｂ１「エリア最遠部」、Ｂ２「天川橋駐車場」、Ｂ３「天川神社東側」及びＢ４

「郷土文化保存伝習館」の４カ所とした。 

 

３．７．１ 山ノ内局の電界強度 

 §３．５．１で測定した結果を電界強度の傾向を図３．７．１．１に、Ｂ階層のＭＥＲの傾向を

図３．７．１．２にグラフとして示す。 

 

 

 ポイント別、チャンネル別の特徴は次のとおりである。 

 測定ポイントＢ１「エリア最遠部」は、電界強度は４ポイントの中で２番目に高いが、ＭＥＲは
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図３．７．１．１  飛び出しエリアの山ノ内局の電界強度の傾向 
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図３．７．１．２  飛び出しエリアの山ノ内局のＭＥＲ（Ｂ階層）の傾向 
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最も悪い。ハッチエリア内のフリンジであり、Ａ４ポイントを兼ねているように難視エリアである

谷間に向いており、さらに緩やかな斜面の途中にあること、山ノ内局方向に樹木があること、

対面にある山の反射の影響が考えられることなど、不安定要素が多いポイントである。 

 測定ポイントＢ２「天川橋駐車場」は、ほとんど難視エリアと言って良いほどの位置にあるが、

山ノ内局波がぎりぎりで到来する微妙な場所である。また、山ノ内局方向及び第２ギャップフ

ィラー方向にある建造物が障害となっている。 

 測定ポイントＢ３「天川神社東側」については、崖上の地域は基本的に山ノ内局が見通し

である場所が多いが、ここは天川神社裏手の林が微妙に障害となっていることから電界が低

い。測定ポイントＢ４「郷土文化保存伝習館」は、電界強度が約７０dBμV／m 程度、ＭＥＲが

３０ｄB 以上と完全に山ノ内局が見通しとなる地点である。 

 以上から各測定ポイントにおける山ノ内局の受信状況は、見通しで全く問題なく受信可能

なポイントは、測定ポイントＢ４であり、マージンが少ないが概ねは受信可能が可能なポイント

は、測定ポイントＢ１、Ｂ２及びＢ３である。 

 

３．７．２ ＭＦＮギャップフィラーによる飛び出し状況の測定 

 ＭＦＮギャップフィラーを使用して、Ｂ１～Ｂ４の測定ポイントにおける飛び出し状況を測定

した。 

３．７．２．１ 第１ギャップフィラーの飛び出し状況の測定 

 第１ギャップフィラーの飛び出し状況の測定結果を表３．７．２．１に示す。 

 測定ポイントＢ１及びＢ２は、ほぼエリア内と同等と言って良く、ギャップフィラーに受信アン

テナを向ければギャップフィラーを問題なく受信できるレベル（すなわち飛び出す。）である

ことが確認された。測定ポイントＢ３及びＢ４は受信可能ではあるが、電界はやや低く、崖上

への飛び出しはある程度抑えられていると言える。なお、Ｂ３及びＢ４の電界強度は実測値と

シミュレーションとの差が開いている。これは、実験局から見て送信アンテナの合成指向性

パターンの中間方向にあること及びＢ３地点では、シミュレーション値がわずかな位置のずれ

による変動が大きい、複雑な地形であることが原因と考えられる。 

 

表３．７．２．１ 第１ギャップフィラーの測定結果 

測定ポイント Ｂ１ Ｂ２ Ｂ３ Ｂ４ 最大値 最小値 平均値

電界強度[dBμV/m] 64.6 64.9 48.8 50.8 64.9 48.8 57.28

 〃 （ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値） 67 65 59 43 67 43 58.50

差（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値－実測値） +2.4 +0.1 +10.2 -7.8 +10.2 -7.8 +1.23

MER（B 階層）[dB] 30.9 29.4 25.4 25.9 30.9 25.4 27.90

実聴 ○ ○ ○ ○ － － － 

送信出力：２．５ｍＷ（ＥＲＰ：３．８ｍＷ）、 送信偏波：垂直  

受信方向：ＧＦ局、 受信アンテナ：２０素子八木、 受信偏波：垂直、 測定高：１０ｍ 

各測定値はＭＦＮ受信（１９，２５ｃｈ）の平均値 
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３．７．２．２ 第２ギャップフィラーの飛び出し状況の測定 

 第２ギャップフィラーの飛び出し状況の測定結果を表３．７．２．２に示す。 

 測定ポイントＢ１、Ｂ２及びＢ４は、第２ギャップフィラーから目立った障害物が無く、方向的

にもエリアに近いので、ギャップフィラー波が十分受信可能（すなわち飛び出す）である。測

定ポイントＢ３のみ、若干電界が低いが、これは天川神社の林が障害になっているものと考

えられる。電界強度の実測値とシミュレーション値は比較的に近い値となった。 

 

表３．７．２．２ 第２ギャップフィラーの測定結果 

測定ポイント Ｂ１ Ｂ２ Ｂ３ Ｂ４ 最大値 最小値 平均値

電界強度[dBμV/m] 60.6 65.0 49.9 62.4 65.0 49.9 59.48

 〃 （ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値） 63 63 53 67 67 53 61.50

差（ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ値－実測値） +2.4 -2.0 +3.1 +4.6 +4.6 -2.0 +2.03

MER（B 階層）[dB] 30.6 31.7 26.2 31.2 31.7 26.2 29.93

実聴 ○ ○ ○ ○ － － － 

送信出力：２ｍＷ（ＥＲＰ：１１．５ｍＷ）、 送信偏波：垂直  

受信方向：ＧＦ局、 受信アンテナ：２０素子八木、 受信偏波：垂直、 測定高：１０ｍ 

各測定値はＭＦＮ受信（１９，２５ｃｈ）の平均値 

 

３．７．３ ＳＦＮギャップフィラーによる与干渉の実地試験 

 山ノ内局を受信している状態でＳＦＮギャップフィラー波の有無によって電界強度やＭＥＲ

の測定値にどの程度の差異がみられたかを検証した。 

 なお、測定ポイントＢ３には、地上デジタル放送を受信している世帯があったことから、念の

ため、第１ギャップフィラーについては送信出力を４ｄＢ低減し、送信出力：１ｍＷ （ＥＲＰ ：

１．５２ｍＷ）、送信偏波：垂直で電波を発射した。また、第２ギャップフィラーについても送信

出力を３ｄＢ低減し、送信出力：１ｍＷ （ＥＲＰ ：５．７５ｍＷ）、送信偏波：垂直で電波を発射

した。 

 受信条件は、受信方向：山ノ内局、受信偏波：水平、受信高１０ｍで受信した。 

 なお、測定ポイントによっては、より影響の少ない実験局での測定を省略した。 

 この実地試験の実施に際しては、Ｂ３ポイント付近の地上デジタル放送を受信している世

帯に出向き、ギャップフィラーから短時間、電波を発射して、全てのチャンネルで障害が発

生しないことを確認にした上で実施したことを念のため申し添える。 
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３．７．３．１ Ｂ１「エリア最遠部」の測定結果 

 測定ポイントＢ１については、第２ギャップフィラーのみ測定を行った。 

 電界強度及びＭＥＲの測定結果を表３．７．３．１に示す。電界強度はほとんど差異がない。

ＭＥＲは１３ｃｈの２．１ｄＢ劣化が最も大きな差である。実聴については、ギャップフィラー発射

及び停止のいずれの場合でも全チャンネルで問題は生じなかった。 

 

表３．７．３．１  Ｂ１ポイントのおける電界強度及びＭＥＲの測定結果 

電界強度     ［ｄＢμＶ／ｍ］ 
第２ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 49.9 50.4 49.1 52.7 52.2 52.4

ギャップフィラー発射 49.8 49.9 49.3 52.6 52.0 52.1

差異（停止－発射）  [ｄＢ] 0.1 0.5 -0.2 0.1 0.2 0.3

Ｄ／Ｕ          [ｄＢ] 17.2 16.9 14.4 17.3 16.3 14.3

       

ＭＥＲ （Ｂ階層）      ［ｄＢ］ 
第２ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 20.1 21.9 19.6 22.6 22.0 22.4

ギャップフィラー発射 18.0 21.8 19.9 22.1 21.7 22.2

差異（停止－発射）  [ｄＢ] 2.1 0.1 -0.3 0.5 0.3 0.2

 

 最もＭＥＲに差が生じた１３ｃｈについて、遅延プロファイル及び周波数特性を図３．７．３．１

に示す。 

 Ｄ／Ｕはギャップフィラーの出力低減分を加味しても１４．２ｄＢ確保されており、顕著な劣

化は見当たらない。 

 

図３．７．３．１（Ａ）  第２ＧＦ停止 図３．７．３．１（Ｂ）  第２ＧＦ発射 

図３．７．３．１  Ｂ１ポイントにおける遅延プロファイル及び周波数特性 



第３章 地形難視対策用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

－86－ 

３．７．３．２ Ｂ２「天川橋駐車場」の測定結果 

 測定ポイントＢ２については、第２ギャップフィラーのみ測定を行った。 

 電界強度及びＭＥＲの測定結果を表３．７．３．２に示す。電界強度には、ほとんど差異が

ない。ＭＥＲは他の測定ポイントよりも劣化が大きく、１４ｃｈでは５．１ｄＢ劣化している。実聴

については、ギャップフィラー発射及び停止のいずれの場合でも全チャンネルで問題は生

じなかった。 

表３．７．３．２  Ｂ２ポイントのおける電界強度及びＭＥＲの測定結果 

電界強度     ［ｄＢμＶ／ｍ］ 
第２ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 47.8 46.6 48.4 48.0 48.6 48.2

ギャップフィラー発射 48.7 46.9 49.7 48.8 49.6 48.2

差異（停止－発射）  [ｄＢ] -0.9 -0.3 -1.3 -0.8 -1.0 0.0

Ｄ／Ｕ          [ｄＢ] 6.3 6.9 7.5 6.2 4.7 8.6

       

ＭＥＲ （Ｂ階層）      ［ｄＢ］ 
第２ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 24.7 24.3 23.9 25.4 24.2 25.8

ギャップフィラー発射 23.7 19.2 21.8 23.8 21.2 24.9

差異（停止－発射）  [ｄＢ] 1.0 5.1 2.1 1.6 3.0 0.9

 

 最もＭＥＲに差が生じた１４ｃｈの遅延プロファイルと周波数特性を図３．７．３．２に示す 

 Ｄ／Ｕはギャップフィラーの出力低減分を加味すると３．９ｄＢになり、山ノ内局の電波と拮

抗してくる。また、周波数特性に規則的なディップが目立つが、これは、山ノ内局電界が低

いことと、第２ギャップフィラーからの距離が約１７０ｍと近く、電波が強いことがあげられる。 

 

図３．７．３．２（Ａ）  第２ＧＦ停止 図３．７．３．２（Ｂ）  第２ＧＦ発射 

図３．７．３．２  Ｂ２ポイントにおける遅延プロファイル及び周波数特性 
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３．７．３．３ Ｂ３「天川神社東側」の測定結果（１／２） 

 測定ポイントＢ３については、第１及び第２ギャップフィラーの測定を行った。ここでは、第１

ギャップフィラーの測定結果を示す。 

 電界強度及びＭＥＲの測定結果を表３．７．３．３に示す。電界強度はほとんど差異がない。

ＭＥＲは１８ｃｈの０．７１ｄＢの劣化が最も大きな差である。実聴については、ギャップフィラー

発射及び停止のいずれの場合でも全チャンネルで問題は生じなかった。 

 

表３．７．３．３  Ｂ３ポイントのおける電界強度及びＭＥＲの測定結果 

電界強度     ［ｄＢμＶ／ｍ］ 
第１ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 46.6 48.0 50.2 51.9 52.7 51.1

ギャップフィラー発射 47.0 48.0 50.2 52.1 52.9 50.7

差異（停止－発射）  [ｄＢ] -0.4 0.0 0.0 -0.2 -0.2 0.4

Ｄ／Ｕ          [ｄＢ] 21.6 21.7 26.5 27.3 26.2 23.5

       

ＭＥＲ （Ｂ階層）      ［ｄＢ］ 
第１ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 22.4 25.7 26.3 28.7 28.1 27.7

ギャップフィラー発射 22.0 25.4 26.1 28.6 28.4 27.0

差異（停止－発射）  [ｄＢ] 0.4 0.3 0.2 0.1 -0.3 0.7

 

 最もＤ／Ｕが小さい１３ｃｈについて遅延プロファイルと周波数特性を図３．７．３．３に示す。 

 Ｄ／Ｕはギャップフィラーの出力低減分を加味しても１７．６ｄＢ確保されており、劣化は見

当たらない。 

 

図３．７．３．３（Ａ）  第１ＧＦ停止 図３．７．３．３（Ｂ）  第１ＧＦ発射 

図３．７．３．３  Ｂ３ポイントにおける遅延プロファイル及び周波数特性 
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３．７．３．４ Ｂ３「天川神社東側」の測定結果（２／２） 

 測定ポイントＢ３については、第１及び第２ギャップフィラーの測定を行った。ここでは、第２

ギャップフィラーの測定結果を示す。 

 電界強度及びＭＥＲの測定結果を表３．７．３．４に示す。電界強度はほとんど差異がない。

ＭＥＲは、第１ギャップフィラーと異なり、１５ｃｈの１．０ｄＢの劣化が最も大きな差である。実聴

については、ギャップフィラー発射及び停止のいずれの場合でも全チャンネルで問題は生

じなかった。 

表３．７．３．４  Ｂ３ポイントのおける電界強度及びＭＥＲの測定結果 

電界強度     ［ｄＢμＶ／ｍ］ 
第２ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 46.6 48.0 50.2 51.9 52.7 51.1

ギャップフィラー発射 46.0 47.2 49.9 51.5 52.4 51.0

差異（停止－発射）  [ｄＢ] 0.6 0.8 0.3 0.4 0.3 0.1

Ｄ／Ｕ          [ｄＢ] 18.2 17.1 18.9 19.8 32.1 28.6

       

ＭＥＲ （Ｂ階層）      ［ｄＢ］ 
第２ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 22.4 25.7 26.3 28.7 28.1 27.7

ギャップフィラー発射 22.0 24.8 25.3 28.1 27.7 27.4

差異（停止－発射）  [ｄＢ] 0.4 0.9 1.0 0.6 0.4 0.3

 

 最もＭＥＲに差が生じた１５ｃｈの遅延プロファイルと周波数特性について図３．７．３．４に

示す。Ｄ／Ｕはギャップフィラーの出力低減分を加味しても１５．９ｄＢ確保されている。第１ギ

ャップフィラーよりは２ｄＢほど小さいが、劣化は見当たらない。 

 

図３．７．３．４（Ａ）  第２ＧＦ停止 図３．７．３．４（Ｂ）  第２ＧＦ発射 

図３．７．３．４  Ｂ３ポイントにおける遅延プロファイル及び周波数特性 
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３．７．３．５ Ｂ４「郷土文化保存伝習館」の測定結果（１／２） 

 測定ポイントＢ４については、第１及び第２ギャップフィラーの測定を行った。ここでは、第１

ギャップフィラーの測定結果を示す。 

 電界強度及びＭＥＲの測定結果を表３．７．３．５に示す。電界強度は差異がない。ＭＥＲも

山ノ内局が見通しとなるため問題ない。実聴についても、ギャップフィラー発射及び停止の

いずれの場合でも全チャンネルで問題は生じなかった。 

 

表３．７．３．５  Ｂ４ポイントのおける電界強度及びＭＥＲの測定結果 

電界強度     ［ｄＢμＶ／ｍ］ 
第１ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 65.9 67.0 68.1 69.3 69.0 69.9

ギャップフィラー発射 66.1 67.2 68.2 69.3 69.2 69.9

差異（停止－発射）  [ｄＢ] -0.2 -0.2 -0.1 0.0 -0.2 0.0

Ｄ／Ｕ          [ｄＢ] 検出不能 34.7 33.9 35.8 40.8 36.8

       

ＭＥＲ （Ｂ階層）      ［ｄＢ］ 
第１ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 33.3 33.9 34.0 34.6 34.0 36.0

ギャップフィラー発射 33.5 33.9 34.4 34.6 34.1 36.0

差異（停止－発射）  [ｄＢ] -0.2 0.0 -0.4 0.0 -0.1 0.0

 

 代表として１６ｃｈの遅延プロファイルと周波数特性を図３．７．３．５に示す。 

 Ｄ／Ｕはギャップフィラーの出力低減分を加味しても３０ｄＢ以上確保されており、全く問題

は生じない。 

 

図３．７．３．５（Ａ）  第１ＧＦ停止 図３．７．３．５（Ｂ）  第１ＧＦ発射 

図３．７．３．５  Ｂ４ポイントにおける遅延プロファイル及び周波数特性 
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３．７．３．６ Ｂ４「郷土文化保存伝習館」の測定結果（２／２） 

 測定ポイントＢ４については、第１及び第２ギャップフィラーの測定を行った。ここでは、第２

ギャップフィラーの測定結果を示す。 

 電界強度及びＭＥＲの測定結果を表３．７．３．６に示す。電界強度は差異がない。ＭＥＲも

山ノ内局が見通しとなるため問題ない。実聴については、ギャップフィラー発射及び停止の

いずれの場合でも全チャンネルで問題は生じなかった。 

 

表３．７．３．６  Ｂ４ポイントのおける電界強度及びＭＥＲの測定結果 

電界強度     ［ｄＢμＶ／ｍ］ 
第２ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 65.9 67.0 68.1 69.3 69.0 69.9

ギャップフィラー発射 66.1 67.2 68.0 69.1 69.1 70.1

差異（停止－発射）  [ｄＢ] -0.2 -0.2 0.1 0.2 -0.1 -0.2

Ｄ／Ｕ          [ｄＢ] 26.3 26.1 23.8 22.9 27.7 30.7

       

ＭＥＲ （Ｂ階層）      ［ｄＢ］ 
第２ＧＦの送信の有無／ｃｈ 

13 14 15 16 17 18 

ギャップフィラー停止 33.3 33.9 34.0 34.6 34.0 36.0

ギャップフィラー発射 33.5 33.7 34.1 34.7 33.9 35.7

差異（停止－発射）  [ｄＢ] -0.2 0.2 -0.1 -0.1 0.1 0.3

 

 代表として１５ｃｈの遅延プロファイルと周波数特性を図３．７．３．６に示す。 

 Ｄ／Ｕは第１ギャップフィラーよりは小さくなっているが、ＧＦの出力低減分を加味しても２０

ｄＢ以上確保されており、全く問題は生じない。 

 

図３．７．３．６（Ａ）  第２ＧＦ停止 図３．７．３．６（Ｂ）  第２ＧＦ発射 

図３．７．３．６  Ｂ４ポイントにおける遅延プロファイル及び周波数特性 
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３．７．４ ギャップフィラー間の干渉実地試験 

 山間部などにおける地形難視エリア等において、１つのギャップフィラーでは難視エリア全

てをカバーすることが出来ない場合、複数のギャップフィラーを用いて難視エリアをサービス

する構成が考えられる。この様に複数のギャップフィラーで送信を行った際に、２つのギャッ

プフィラーのサービスエリアが重複する地点における影響について実地試験を行った。 

 測定点は第１ギャップフィラーと第２ギャップフィラーの間に位置する測定ポイントＡ1「天川

の湯駐車場」にて実施した。測定チャンネルは１３～１８ｃｈの中間にあたる１５ｃｈを使用した。

なお、２つのギャップフィラーは共に垂直偏波で送信した。 

 第１及び第２ギャップフィラーともに電波を発射している状態で、受信アンテナを第１ギャッ

プフィラーに向けた場合の遅延プロファイル及び周波数特性を図３．７．４．１に、同じく第２

ギャップフィラーに向けた場合を図３．７．４．２に示す。 

 

図３．７．４．１ ギャップフィラー同時送信時の遅延プロファイル及び周波数特性 

第１及び第２ＧＦ送信  測定アンテナ方向：第１ＧＦ方向   ＭＥＲ：２９．３ｄＢ 

遅延プロファイル 周波数特性 

  

 

図３．７．４．２ ギャップフィラー同時送信時の遅延プロファイル及び周波数特性 

第１及び第２ＧＦ送信  測定アンテナ方向：第２ＧＦ方向   ＭＥＲ：３０．５ｄＢ 

遅延プロファイル 周波数特性 

  

 それぞれのギャップフィラーに受信アンテナを向けている場合は、もう一方のギャップフィラ

ーから送信していてもＭＥＲの劣化はほとんど見られなかったが、遅延プロファイルには他方

のギャップフィラーからの電波がＤ／Ｕ＝１５ｄＢ程度で観測され、これにより周波数特性に

上位局 
GF2局

GF1局

上位局 
GF2局

GF1局
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若干のうねりが見られる。 

 受信アンテナを第１ギャップフィラーと第２ギャップフィラーの中間方向へ向けた場合の遅

延プロファイル及び周波数特性を図３．７．４．３に示す。 

 

図３．７．４．３ ギャップフィラー同時送信時の遅延プロファイル及び周波数特性 

第１及び第２ＧＦ送信  測定アンテナ方向：第１ＧＦと第２ＧＦの中間方向   ＭＥＲ：２３．４ｄＢ 

遅延プロファイル 周波数特性 

  

 

 受信アンテナを２つのギャップフィラーの中間方向に向けた場合は、２つの送信波の電界

強度ほぼ同じとなり、ＭＥＲが６～７ｄＢ程度劣化した。また、周波数特性にも大きなうねりが

生じた。 

 第１ギャップフィラーと第２ギャップフィラーは受信点から見て角度差が１７４．２度あり、受信

に使用した八木アンテナのＦＢ比を効果的に使用できる条件であったため、受信アンテナを

片方のギャップフィラーに向ければ、他方から送信してもＭＥＲに劣化が生じない結果にな

ったものと推測される。 

 一方、受信アンテナを第１ギャップフィラーと第２ギャップフィラーの中間に向けた場合は、

２つの送信波の電界強度にほとんど差がなくなったため、ＭＥＲが劣化し周波数特性も大き

なうねりが生じる結果となった。 

 以上から、２つ以上のギャップフィラーを用いてサービスエリアを構築する際には、２つのサ

ービスエリアが重複するエリアについては、受信アンテナの角度損失を効果的に使えるよう

にギャップフィラーの設置位置を考慮する必要があるものと考える。 

 なお、今回の実地試験においては、受信波のＣ／Ｎが比較的良好であったため、受信ア

ンテナを第１ギャップフィラーと第２ギャップフィラーの中間方向へ向けた場合も含めて、全て

の条件で映像に劣化は生じず受信可能であった。 

 

 

 

 

 

上位局 GF2局

GF1局
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３．７．５ 直交偏波効果に関する実地試験 

 これまでのギャップフィラーに関する実験報告等において、受信側で適切な偏波面を選択

することによって、直交偏波による上位局とギャップフィラーとのＤ／Ｕを改善し、二次的な

障害の発生を抑えることができると報告されている。今回の実地試験においても、上記の効

果が得られるのか検証を行った。 

 実地試験は、第２ギャップフィラーより送信し、山ノ内局とギャップフィラーの受信電界が同

じレベルとなる、Ｄ／Ｕ＝０ｄＢの状態を擬似的につくるため、測定を測定ポイントＡ４「エリア

最遠部」で行った。なお、この地点での山ノ内局と第２ギャップフィラーとの角度差は２３．４

度であり、山ノ内局は水平偏波で電波を発射している。 

 

３．７．５．１ ギャップフィラーを同一偏波で送信した場合 

 山ノ内局が水平偏波で電波を発射していることから、第２ギャップフィラーも水平偏波で送

信し、受信アンテナを水平偏波で山ノ内局に向けて測定した。測定データを比較しやすくす

るため、山ノ内局と第２ギャップフィラーの電界強度がほぼ等しくなるように第２ギャップフィラ

ーの送信出力を可変減衰器により調整した。なお、調整を行った第２ギャップフィラーの出

力は、直交偏波効果の実地試験が終了するまで維持した。 

 上記の条件において測定した１３ｃｈの遅延プロファイルを図３．７．５．１．１に、周波数特性

を図３．７．５．１．２に示す。受信電界

がほぼ同じ場合には、山ノ内局と第２

ギャップフィラーの受信レベル差はア

ンテナの角度損失のみで生じるため、

両局の方向に角度差があまり無い場

合は同一の受信レベルで受信され、

遅延プロファイルで測定されるＤ／Ｕ

は０ｄＢに近い値となる。この時、周波

数特性を見ると深いディップが見られ

る。このディップにあたるキャリアでは

相対的に受信レ

ベルが低下し、

ビットエラーを生

じる可能性が高

く、全体の受信Ｃ

／Ｎが映像破綻

を起こす値にな

っていなくても映

像に破綻を生じる可能性が高くなる。 

 
図３．７．５．１．１  １３ｃｈ 遅延プロファイル 

図３．７．５．１．２  １３ｃｈ 周波数特性 

山ノ内局

第２ＧＦ 
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３．７．５．２ ギャップフィラーを交差偏波で送信した場合（１／２） 

 第２ギャップフィラーを垂直偏波で送信し、受信アンテナを水平偏波で山ノ内局に向けて

測定した。なお、第２ギャップフィラーの送信出力は前述のとおり、調整を行った出力とした。 

 §３．７．５．１との差から、二次的な障害エリアを想定した偏波面効果を確認した。 

 上記の条件において測定した１３ｃｈの遅延プロファイルを図３．７．５．１．３に、周波数特性

を図３．７．５．１．４に示す。 

 この場合、ギャップフィラーの受信レ

ベルはアンテナの直交偏波効果によ

り減衰するため、受信電界がほぼ同じ

くらいの場合でも、遅延プロファイルで

測定されるＤ／Ｕは大きくなる。 

 この時、周波数特性を見ると深いデ

ィップが見られなくなり、ディップ部分

の受信レベルの低下によって生じるビ

ットエラー発生の可能性は低くなり、第

２ギャップフィラーを山ノ内局と同一の

偏波面で送信し

た時に比べて、

映像破綻を起こ

す可能性は低く

なる。 

 

 

 

 

３．７．５．３ ギャップフィラーを交差偏波で送信した場合（２／２） 

 第２ギャップフィラーを垂直偏波で送

信し、受信アンテナを垂直偏波で第２

ギャップフィラーに向けて測定した。な

お、第２ギャップフィラーの送信出力は

前述のとおり、調整を行った出力とし

た。 

 §３．７．５．２との差から、ギャップフィ

ラー・エリア内を想定した偏波面効果を

確認した。 

 上記の条件において測定した１３ｃｈ 

 

図３．７．５．２．１  １３ｃｈ 遅延プロファイル 

図３．７．５．２．２  １３ｃｈ 周波数特性 

 

図３．７．５．３．１  １３ｃｈ 遅延プロファイル 

山ノ内局

第２ＧＦ 

山ノ内局

第２ＧＦ 第２ＧＦ回り込み波 
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の遅延プロファイルを図３．７．５．３．１に、周波数特性を図３．７．５．３．２に示す 

 この場合、山ノ内局の受信レベルは受信アンテナの直交偏波効果により減衰するため、受

信電界がほぼ同

じくらいの場合

でも、遅延プロフ

ァイルで測定さ

れるＤ／Ｕは大

きくなる。 

 この時の周波

数特性を見ると

深いディップが見られなくなるので、第２ギャップフィラーを山ノ内局と同一の偏波面で送信

した時に比べて、映像破綻を起こす可能性は低くなる。 

 

３．７．５．４ 直交偏波面効果の算出 

 前述の３種類の直交偏波の実地試験で得られた全てのチャンネルの測定結果から直交偏

波面効果を算出した。山ノ内局受信時の結果を表３．７．５．４．１に、第２ギャップフィラー受

信時の結果を表３．７．５．４．２に示す。 

 過去の実験報告から直交偏波面効果については、ＩＴＵＲ勧告では３６０度全方向で１６ｄＢ

が採用されており、今回の地形難視実験においてもその値を満足する測定結果となった。 

 また、今回の実視聴結果は、全ての条件で良好な結果となり、同一偏波面送信であっても

映像が破綻することはな

かった。 

 これは、ギャップフィラ

ーの再送信によって、ガ

ードインターバル内には

Ｄ／Ｕ≒０ｄＢ付近の混

信波は存在するが、ガー

ドインターバル外となっ

てしまう様なマルチパス

が存在しなかったことや、

十分な電界強度が得ら

れたことで周波数特性に

ディップが存在しても、レ

ベル低下したキャリアのＣ／Ｎ劣化が比較的に少なかったこと、さらに、周波数インターリー

ブや受像機の誤り訂正能力の向上による効果があったものと推測される。 

 

図３．７．５．３．２  １３ｃｈ 周波数特性 

表３．７．５．４．１  山ノ内局受信時の直交偏波面効果 

受信 ch 同一偏波面時 直交偏波面時 直交偏波面効果

13 ch -1.6 dB 17.2 dB 18.8 dB 

14 ch -0.9 dB 16.9 dB 17.8 dB 

15 ch -2.6 dB 14.4 dB 17.0 dB 

16 ch 0.3 dB 17.3 dB 17.0 dB 

17 ch -0.9 dB 16.3 dB 17.2 dB 

18 ch -1.4 dB 14.3 dB 15.7 dB 

平均 -1.2 dB 16.1 dB 17.3 dB 

標準偏差 0.96 dB 1.38 dB 1.02 dB 

＊D/U は上位局を希望波とした場合の D/U 値 
＊D/U の直交偏波面効果 ＝ 直交偏波面時 D/U － 同一偏波面時 D/U
＊標準偏差は取得データを母集団の標本とした推定値を計算 
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 しかし、フィールド状況

や受像機に依存しない

ためには、同一偏波面

による送信時のようなＤ

／Ｕが０ｄＢとなるような

状態は避ける必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

３．７．６ 送受回り込み抑制関連 

 ギャップフィラーを用いて難視エリアへのサービスを行う際、チャンネルの有効利用の観点

から、受信チャンネルと同一のチャンネルで送信を行うＳＦＮで設置・運用することが望まし

い。しかし、同じ周波数で送受信を行う際に、受信アンテナに送信アンテナからの送信信号

が回り込んで受信され、送信信号の品質が劣化したり、ひどい場合にはギャップフィラーが

発振を起こす場合がある。 

 現在、回り込みを抑制する方法として以下が提案されている。①交差偏波面効果、アンテ

ナの指向性、送受信アンテナ間隔、遮蔽物等による送受信アンテナ間アイソレーションの確

保、②回り込みキャンセラーによる回り込みＤ／Ｕの改善である。 

 現時点で回り込みキャンセラーを搭載したギャップフィラー機器は開発が完了されていな

いため、①のアンテナ間アイソレーションを確保する手段を用い、実地試験を行った。 

 

３．７．６．１ 第１ギャップフィラーの送受回り込み抑制 

 第１ギャップフィラーにおける送受回り込み抑制は、送信アンテナと受信アンテナを約５０

ｍ離すとともに、約１５ｍの標高差で設置するとともに、送信アンテナのヌル方向に受信アン

テナを、受信アンテナのサイド方向に送信アンテナを配置することにより、送受回り込みの抑

制を行った。（図３．４．１．１参照。） 

 この手法で回り込み量の測定を行った結果を図３．７．６．１に示す。ギャップフィラー調査

地点での測定結果であるため、上位局（山ノ内局）波が主波の前に表示されている。 

 送信及び受信アンテナの設置位置やアンテナパターンの有効的な活用により、回り込み

Ｄ／Ｕは、３２～３６ｄＢになっており、これまでの実験等の報告にある２０ｄＢ以上の確保が必

要という結果から見れば良好な値となっている。 

表３．７．５．４．２  第２ＧＦ受信時の直交偏波面効果 

受信 ch 同一偏波面時 D/U 直交偏波面時 D/U 直交偏波面効果

13 ch 1.6 dB 17.2 dB 15.6dB 

14 ch 0.9 dB 19.2 dB 18.3 dB 

15 ch 2.6 dB 17.6 dB 15.0 dB 

16 ch -0.3 dB 16.8 dB 17.1 dB 

17 ch 0.9 dB 18.1 dB 17.2 dB 

18 ch 1.4 dB 16.5 dB 15.1 dB 

平均 1.2 dB 17.6 dB 16.4 dB 

標準偏差 0.96 dB 0.98 dB 1.34 dB 

＊D/U は GF 局を希望波とした場合の D/U 値 
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13ch 14ch 15ch 

MER = 28.8dB MER = 29.7dB MER = 29.1dB 

 

D/U = 32.0dB D/U = 32.6dB D/U = 35.6dB 

 

13ch 14ch 15ch 

MER = 28.8dB MER = 29.7dB MER = 29.1dB 

 

D/U = 32.0dB D/U = 32.6dB D/U = 35.6dB 

＊マーカー位置のずれから、遅延プロファイル上の表示値と D/U 値が異なっている。 

＊主波の前にある電波は山ノ内局を示している。 

図３．７．６．１  第１ギャップフィラーの送受回り込み量とＭＥＲ 

 

３．７．６．２ 第２ギャップフィラーの送受回り込み抑制 

 第２ギャップフィラーにおける送受回り込み抑制は、ホテル屋上の縦６ｍ，横４ｍ、高さ３ｍ

の塔屋による遮蔽と送信アンテナと受信アンテナを、それぞれサイド方向になるような配置

により送受回り込み抑制を行った。（図３．４．２．１参照。）また、ギャップフィラー受信機で、Ｓ

ＡＷフィルタを使用したものと、デジタルフィルタを使用したものの２式を使用したのでフィル

タの方式による違いもあわせて測定した。測定結果を図３．７．６．２．１に示す。 

 測定結果からは、チャンネルによって約１０ｄＢの差があり、１３～１４ｃｈは、回り込み量が多

い傾向がある。この原因としては、山ノ内局を受信する八木アンテナの指向特性が低いチャ

ンネルほど半値角が大きいため、塔屋による遮蔽が十分ではなく、直接波もしくは反射波成

分が影響している可能性が推測される。 

 小さな遮蔽物を使用して、受信アンテナを設置する際は、送信波が遮蔽物で回折して受

信される場合の到来角度が周波数における指向特性差が生じない角度となるように注意す

る必要があると考えられる。また、今回の受信チャンネルでは、受信アンテナにパラスタック

型でローチャンネル帯域用高性能アンテナを使用し、狭指向性による改善も考えられた。 

上位局 回り込み波 

山ノ内局 回り込み波 
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 13ch 14ch 15ch 

受信波 MER = 33.3dB MER = 33.6dB MER = 33.6dB 

MER = 33.3dB MER = 33.5dB MER = 33.6dB 

   

SAW フ ィ

ルタ方式 

遅延時間 

7.8μs 

D/U = 23.8dB D/U = 28.2dB D/U = 33.7dB 

MER = 33.2dB MER = 33.7dB MER = 33.8dB 

   

デ ジ タ ル

フィルタ方

式 

遅延時間 

5.4μs 

D/U = 24.1dB D/U = 30.9dB D/U = 33.0dB 

 

 16ch 17ch 18ch 

受信波 MER = 34.8dB MER = 33.2dB MER = 35.5dB 

MER = 35.0dB MER = 33.3dB MER = 36.2dB 

   

SAW フィ

ルタ方式 

遅延時間 

7.8μs 

 

D/U = 33.5dB D/U = 34.4dB D/U = 33.6dB 

＊一部マーカー位置のずれから、遅延プロファイル上の表示値と D/U 値が異なっている。 

図３．７．６．２．１（１／２）  第２ギャップフィラーの送受回り込み量とＭＥＲ 

 

 

 

 



第３章 地形難視対用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

－99－ 

 

 16ch 17ch 18ch 

受信波 MER = 34.8dB MER = 33.2dB MER = 35.5dB 

MER = 34.6dB MER = 33.5dB MER = 36.2dB デジタル

フィルタ

方式 

遅延時間 

5.4μs 

   

 D/U = 35.1dB D/U = 35.9dB D/U = 32.5dB 

＊一部マーカー位置のずれから、遅延プロファイル上の表示値と D/U 値が異なっている。 

図３．７．６．２．１（２／２）  第２ギャップフィラーの送受回り込み量とＭＥＲ 

 

 この実地試験の結果から、どのチャンネルも回り込みの有無によって送信ＭＥＲが大きく劣

化することは無かったこと、及びフィルタ方式の異なる２つのギャップフィラー（ＳＡＷフィルタ

方式、デジタルフィルタ方式）を用いて測定したが、２つのギャップフィラー間で回り込みＤ／

Ｕや送信ＭＥＲに大きな差は生じない状況になった。 

 これまでの実験報告によって回り込みＤ／Ｕを２０ｄＢ以上確保すれば、送信品質に劣化を

あたえないとの報告があるが、今回の実験においても２０ｄＢ以上を確保し、送信ＭＥＲ劣化

も生じなかった。これまでの実験報告書の内容を検証するため、室内環境において回り込

み波が存在する場合の影響について確認を行った。 

 室内試験の結果を図３．７．６．

２．２に示す。なお、測定条件とし

て、①上位局の受信波Ｃ／Ｎは４

４．４５ｄＢ（ＭＥＲ測定値）、②回り

込み波は、１波で遅延時間１０．９

５μｓ（測定環境で最小時間）、③

等価Ｃ／Ｎ測定は、２×１０－２の

所要Ｃ／Ｎ劣化量から算出、とし

た。 

 この結果から、Ｄ／Ｕ＞５ｄＢで

はＭＥＲの測定値に大きな劣化

は見られないが、等価Ｃ／ＮはＤ

／Ｕと共に劣化しているのがわか

る。このことから、現地で回り込み
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図３．７．６．２．２  回り込みＤ／ＵとＭＥＲ及び等価Ｃ／Ｎ 
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の影響を確認する際、送信出力のＭＥＲを測定しても回り込みによる劣化を把握することは

難しく、本来は所要Ｃ／Ｎの劣化量から等価Ｃ／Ｎを算出することが望ましいと考えるが、遅

延プロファイルにより回り込みＤ／Ｕを測定し、近似値にて等価Ｃ／Ｎを算出して確認するこ

とが簡易的な方法として有効と考える。なお、同図の近似値は、フィールドでの検証が十分

に行われていないので、参考値としての扱いにとどめたい。 

 次ぎに、回り込みによる等価Ｃ／Ｎをどの程度の劣化に抑える必要があるかについて考え

ると、ＪＣＴＥＡ ＳＴＤ－０１９－１．０（（社）日本ＣＡＴＶ技術協会標準規格 「ギャップフィラー

システムとその機器」、以下同様。）に記載されている「難視(辺地)対策用ギャップフィラーの

回線設計モデルの考えた」において、マルチパス劣化および干渉妨害について等価Ｃ／Ｎ

を３０ｄＢと想定しており、回り込み波による影響を含めた等価Ｃ／Ｎを３０ｄＢからの１ｄＢ劣化

程度に抑えるためには、回り込みによる等価Ｃ／Ｎを３５ｄＢ程度にする必要があり、この時の

回り込みＤ／Ｕは約２０ｄＢとなる。 

 また、今回の実地試験中には上位局の受信電界の変化はほとんど観測できなかったが、Ｊ

ＣＴＥＡ ＳＴＤ－０１９－１．０にも記載されているとおり、一般的にはＡＲＩＢ ＳＴＤ Ｂ－３１で

示されているようなフェージングマージンを見込む必要がある。ギャップフィラー設置を行う

エリアの上位局は中～小規模の中継局が多いことを考えると、１０ｄＢ程度のフェージングマ

ージンを見込む必要があると推測される。仮に、ギャップフィラー局と上位局間の距離がある

場合は、フェージングによる大きなＤ／Ｕ変動が見込まれ、Ｄ／Ｕ＜０ｄＢとなった場合は、ギ

ャップフィラー局が発振現象を起こし、自局エリアはもちろんのことＳＦＮ難視ではない隣接

エリアに二次的な障害をあたえる可能性があるため、十分なマージン確保が望まれる。 

 以上から、実際に置局する際においては、定常時に３０ｄＢ程度の回り込みＤ／Ｕを確保

することが望ましいと考える。 

 

３．７．７ 受信電界とＭＥＲ測定の相関 

 受信点において受信電界が低下した場合、熱雑音の影響によって受信 C/N が劣化する

ため、MER測定値も比例して劣化することが推測できるが、今回の実地試験を行う中で受信

電界とＭＥＲの相関性が崩れる測定データが生じたことから、この点について検証を行っ

た。 

 図３．７．７．１に実地試験で得られた測定結果を受信電界とＭＥＲ測定値の散布図で示す。

なお、なお、図中に示されている理論値は受信電界から算出した受信Ｃ／Ｎ値を示したもの

で、送信Ｃ／Ｎを考慮して、上位局はＭＥＲ＝４０ｄＢ、ギャップフィラーはＭＥＲ＝３１ｄＢが上

限となるように計算したものである。 

 ギャップフィラーがＭＦＮ送信時については理論値に沿った結果が得られた。しかし、山ノ

内局受信およびギャップフィラーをＳＦＮで送信した時においては、理論値よりも下がったと

ころに多く分布しており、特にＳＦＮ送信時における弱電界において、大きく理論値から離れ

る結果となった。 
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 特に理論値から大きく離れている測定値を含む測定ポイントＢ３の各チャンネルの測定デ

ータ（数値）を表３．７．７．１に示す。 

 この測定ポイントで

は、受信電界の測定

値にはあまり差が無い

にも関わらず、受信チ

ャンネルによって大き

くＭＥＲ測定値が異な

る状況になっている。

このことから、受信電

界強度以外の要素に

表３．７．７．１  測定ポイントＢ３のチャンネルごとの受信電界とＭＥＲ 

受信チャンネル 受信電界（dBμＶ/m） MER 値（dB） 

13 ch 49.6 24.6 

14 ch 47.2 22.9 

15 ch 46.2 15.9 

16 ch 46.6 16.2 

17 ch 47.6 16.6 

18 ch 46.7 5.1 

*MER 値は B 階層の値 
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図３．７．７．１  受信電界とＭＥＲの関係 

図３．７．７．１（Ａ）  山ノ内局受信時 
（ＧＦ未送信） 

図３．７．７．１（Ｂ）  ＧＦ－ＭＦＮ送信時 
 

図３．７．７．１（Ｃ）  ＧＦ－ＳＦＮ送信時 
 

図３．７．７．１（Ｄ）  ＧＦ－ＳＦＮ送信時 
（測定ポイント Ｂ３） ＊ＭＥＲ＝約５ｄＢで実視聴○となっている点は MER 測定

値の変動が激しかったため、実視聴結果と測定値が異な

っている可能性がある。 
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よってＭＥＲ値が劣化していると推測されたため、ＭＥＲ測定値と同時に取得した遅延プロフ

ァイルや周波数特性データを比較したものを、図３．７．７．２に示す。 

 同図から、周波数特性の乱れと MER 測定値劣化が関連している傾向を見ることができる。 

Ch  

MER 
遅延プロファイル 周波数特性 

13 ch 

24.6 dB 

14 ch 

22.9 dB 

15 ch 

15.9 dB 

16 ch 

16.2 dB 

17 ch 

16.6 dB 

18 ch 

5.1 dB 

図３．７．７．２  測定ポイントＢ３における遅延プロファイルと周波数特性 



第３章 地形難視対用ギャップフィラー設置による二次的な障害の対応策 

－103－ 

 このため、周波数特性の数値データを使用してキャリア毎の C/N を計算し、そのデータか

ら全体のＭＥＲ値を算出して測定値との比較を行った。その結果を表３．７．７．２に示す。 

 

 
 この結果から、計算値と実測値との間に若干の差はあるものの、傾向は良く示されている。

このため、同じ受信電界であっても周波数特性の乱れによって、ＭＥＲ測定値が大きな影響

を受けていると推測される。 

 また、今回は周波数特性データによってＣ／Ｎの劣化を計算したが、遅延プロファイル画

像を比較しても、大きな差は見受けられない。このため、複数のマルチパス間の位相状態に

よって深いディップが生じるか否かが変化し、ＭＥＲ特性の劣化具合が変わるものと推測さ

れる。 

 図３．７．７．２の１４ｃｈと１８ｃｈの遅延プロファイル波形はほとんど変わりが無いが、周波数

特性に見られるディップの落ち込みは大きく異なっている。大きな落ち込みのあるキャリアは

複数のマルチパス波の位相により希望波が相殺するように合成され、急激なレベル低下を

起こしているものと推測される。 

 一般に周波数特性のディップが深い部分は、マルチパス波が希望波を大きく相殺するよう

な位相関係となる範囲が狭いため、アンテナの揺れなどによってマルチパス波間の位相差

が変化すると周波数特性上のディップの深さが大きく変化し、ＭＥＲの測定値に大きな変動

をもたらしたものと考えられる。 

 このことは、今回、大きな劣化の生じなかったチャンネルについても、時間変化や測定点

のわずかな移動によってＭＥＲ値が大きく変動する可能性を持っていることを意味しており、

ＭＥＲ測定値の他に遅延プロファイルや周波数特性によるマルチパス波の状態を把握し、

マルチパスＤ／Ｕが小さい場合やマルチパスが多いような環境では、ＭＥＲが劣化する要因

を持っているので十分に注意してエリア検討を行う必要がある。 

 なお、測定ポイントＢ３では、測定中に１８ｃｈのＭＥＲ値が大きく変動しているのが見受けら

れたが、これについては、前述のとおりマルチパス波間の位相関係によってディップによる

落ち込み量が大きく変化し、ＭＥＲの測定値が大きく変動したものと推測される。 

 

 

 

ch 受信電界 理論値C/N MER計算値 MER実測値 差分
13 49.6 26.1 25.1 24.6 0.5
14 47.2 23.7 20.9 22.9 -2.0
15 46.2 22.7 12.3 15.9 -3.6
16 46.6 23.1 12.7 16.2 -3.5
17 47.6 24.1 15.1 16.6 -1.5
18 46.7 23.2 1.5 5.1 -3.6

表３．７．７．２  ＭＥＲの計算値と実測値の比較 
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３．８ 第３章の実地試験のまとめ 

 地形難視対策用のギャップフィラーの実地試験を通じて得られた結果について次のとおり

取りまとめた。 

(1) シミュレーターにより、地形シャドーの状況、ギャップフィラーのサービスエリア及びＳ

ＦＮ与干渉についてシミュレーションを行ったが、いずれの場合においても計算値と

実測値がほぼ一致している。実際のギャップフィラーの置局にあたっては、今回使用

したようなシミュレーターを使用することにより、二次的な障害の発生地点の予想等、

極めて有効であるものと考えられることから積極的な活用が望まれる。 

(2) ハッチエリアにおけるギャップフィラーの設置方法については、ハッチエリアの中央

部から複数の送信アンテナを組み合わせてギャップフィラーの電波を発射すれば、

比較的に高い電界強度で、ほぼ、まんべんなく難視の解消が可能になることから、こ

のような手法で置局することが、適当と考える。 

(3) 直交偏波効果については、実地試験を行った場所が、すり鉢状の地形であったが、

山ノ内局を受信した場合で約１７ｄＢ、ギャップフィラーを受信した場合で約１６ｄＢとな

った。この値はＩＴＵ－Ｒ勧告の１６ｄＢと、ほぼ一致している。実地試験を行った場所

が山間地に多い地形であることから、この偏波面効果を活用して、二次的な障害の

未然防止及び発生地点の最小化を図るために、ギャップフィラーの偏波面は、上位

局と直交することが適当である。なお、課題としては、周辺へのギャップフィラーの電

波の飛び出しによる与干渉が発生した場合には、上位局と異なる方向から偏波面の

異なる電波が到来するため、ギャップフィラー方向へのアンテナ調整に併せて偏波

面の変更が必要になるなど、対策が多様化する場合があることが考えられる。 

(4) ギャップフィラーにおける送受回り込み抑制については、地形及びアンテナの指向

特性により抑制を行った場合の方が十分な抑制を行うことができたが、建造物使用し

て遮蔽を行った例では、遮蔽となる建造物がやや小さかったためか、周波数の低い

１３及び１４チャンネルで十分な遮蔽が得られない状況になった。対策としては、今回

のようなローチャンネル受信では、受信アンテナにパラスタック型でローチャンネル帯

域用高性能アンテナを使用し、狭指向性による改善が考えられる。 

今回の実地試験や日本ＣＡＴＶ技術協会標準規格等で回り込みＤ／Ｕは２０ｄＢ以上

確保する必要があるとされている。これにフェージングマージン１０ｄＢを加えて、回り

込みＤ／Ｕは３０ｄＢ以上を確保することが必要と考える。 

(5) 弱電界の場所にあっては、ＭＥＲ測定値の他に遅延プロファイルや周波数特性によ

るマルチパス波の状態を把握する必要がある。具体的には、マルチパスＤ／Ｕが小

さく、マルチパスが多いような環境では、ＭＥＲが劣化する要因があるので、ＭＥＲの

値のみに着目するのではなく、周波数特性にも十分に注意してエリア検討を行う必

要がある。 
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第４章 まとめと展望 

 

４．１ まとめ 

 本調査検討会では、建造物や丘陵等により地上テレビジョン放送の受信が困難な地域に

おいて、その周辺をサービスする上位局とＳＦＮによるギャップフィラーを設置した場合の二

次的な障害の対応策等について、調査検討を行い、実地試験を実施して検討結果の検証

を行ってきた。次節以降に検討を行った課題ごとにまとめを行う。 

 

４．１．１ 事前のシミュレーションについて 

 実地試験の実施に際しては、事前にシミュレーターによるシミュレーションを行い、試験を

行ってきた。事前シミュレーションは、現場で測定する際に測定の目安となるとともに、誤測

定を防止するためにも極めて重要である。今回の一連の実地試験では、計算値と実測値に

ほとんど差異がない状況になっており、建造物障害の発生地点の特定や二次的な障害の

発生地点の特定など、極めて有効であるものと判断されることから、実際にギャップフィラー

を設置する際にも積極的に活用することを推奨する。建造物障害及び地形難視用のシミュ

レーターに求められる要件等について、以下に記載する。 

 建造物障害の影響については、位置、幅及び高さ等によるフレネル積分を用いた計算値

と今回の実測値がほぼ一致しており、この手法を活用することが可能である。また、ＳＦＮギ

ャップフィラーによる与干渉についてもこの手法により予測が可能である。 

 地形難視におけるギャップフィラーの置局にあたっては、地形の変化、建物の状況、森林

等の遮蔽状況等の様々なパラメーターを加味できるシミュレーターを使用して、エリアの確

認やＳＦＮギャップフィラーによる与干渉の発生場所特定等を行うことにより、より円滑な置局

が可能になるものと考えられる。 

 

４．１．２ 建造物障害対策用ギャップフィラーの低位送信について 

 実地試験を行ったマンションの仮想ビル陰は、最も離れた場所で４００ｍであり、ギャップフ

ィラーの送信高２０ｍ、受信高１０ｍとすると伝送路の中央部（伝送路の中央でフレネル半径

が最も大きくなる場所。今回の実地試験では２００ｍの地点。）の輻射中心高は１５ｍになる。 

 この高さから５００ＭＨｚにおけるフレネル半径７．８ｍを引いた高さがフレネルゾーンに影響

を与えない高さとなり、実地試験の場合は７．２ｍまでの建物であれば影響を与えないことに

なる。一般の住宅の平均的な高さが８ｍであるので、救済エリア内が住宅地であり、影響を

受ける最も遠い世帯までの距離が４００ｍ程度であれば、送信高は２０ｍでも問題ないことに

なる。このようにギャップフィラーのエリア内の住宅等、建造物の状況を把握し、それらの建

造物が可能な限り、フレネルゾーンに入らないように送信高を決定すれば、低位送信は十

分可能である。 
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４．１．３ 交差偏波識別度について 

 交差偏波識別度については、建造物障害の発生エリアで約１５ｄＢ、地形難視エリアで１６

～１７ｄＢという測定結果を得た。この値は、ＩＴＵ－Ｒ勧告の１６ｄＢとほぼ同一の数字であり、

測定場所が、反射波が多いと考えられる場所と、比較的に反射波が少ないと考えられる山

間地と異なっても同一であったことから、交差偏波識別度の値はＩＴＵ－Ｒ勧告の１６ｄＢをそ

のまま使用しても一般的には問題ないものと考える。なお、建造物障害のエリアにあっては、

ほぼ同一の電界強度であっても識別度が異なる地域依存性も見受けられることから、このよ

うな地域依存性を考慮して、例えば、場所率９０％を確保するものとすれば、平均値から標

準偏差の１．６倍を減じた値を用いなければならない。具体的に言うと、場所率９０％の交差

偏波識別度は、約５ｄＢ（≒１５ｄＢ－６ｄＢ×１．６）として検討することも必要になる場合があ

る。 

 このような結果から、ＳＦＮによるギャップフィラーの送信アンテナの偏波面は、受信困難地

域をサービスエリアとする上位局と直交することにより、二次的な障害の発生防止に有効と

考える。 

 

４．１．４ 送受回り込み抑制について 

 送受分離のギャップフィラーの場合には、地形やアンテナの指向特性等、様々な手法を

使い回り込みの抑制を図ることが可能である。 

 これに対して送受非分離のギャップフィラーの場合は、屋上の塔屋などの建造物による遮

蔽及び送受アンテナのアイソレーションにより送受回り込みを抑制する以外、抑制する手法

がないが、ギャップフィラー受信点におけるギャップフィラー送信点からの建造物遮蔽効果

は、電界強度が、アンテナ位置の僅かな変化でも大きく変動する場合もあり、また、６ＭＨｚ

帯域内でも大きな周波数特性を示す場合がある。したがって、遮蔽効果を利用する際には

慎重な検討が必要である。また、遮蔽領域の回折波は非一様な電界分布となることから、受

信アンテナは、本来の特性とは異なる特性となる。したがって、遮蔽効果とアンテナ指向性

特性を単純に加算して回り込み量を推定することは、適切とは言えず注意が必要である。 

 回り込み量については、今回の実地試験においても２０ｄＢ以上確保する必要があるものと

されているが、この値にフェージングマージン１０ｄＢを加えて３０ｄＢ以上確保することが適当

であると考える。なお、ギャップフィラー受信点には、上位局の電波の他にギャップフィラー

送信点から発射された電波が周辺のビル等に反射して到来する電波があり、これらが起因

して送信特性が悪化することに留意する必要がある。とりわけ、市街地の開発が盛んな地域

では、ギャップフィラー設置後に反射波を生じるような建造物が新たに建設される場合も考

えられることから、ギャップフィラーの特性の定期的な測定も不可欠であるとともに、一例を挙

げれば、二次障害を防止し、障害を通報するために、周波数特性が悪くなると自動的に出

力が低減するようなシステムの開発も望まれる。 
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４．１．５ 電界強度とＭＥＲの関係について 

 一般的に、ＭＥＲが２０ｄＢを下回ると、ＭＥＲの測定値とＢＥＲや受信画質との関係は、一様

でなくなってくる。今回の実地試験においても、ほぼ、同一のＭＥＲであっても、受信に差が

生じる、あるいは、受信可能であるがＭＥＲが大きく異なる等の事象が発生した。特にこの事

象は、ＳＦＮ送信時の弱電界において、見受けられた。 

 この現象については、周波数特性の乱れによって、ＭＥＲの測定値に大きな影響を与えて

いると推測されるが、完全な解明には至らなかった。今後、地上デジタル放送の普及促進の

ために、受信限界に近い弱電界地点の調査等が必要になることから、これらの現象につい

て解明が必要になるものと考えられる。 

 

４．２ 課題と展望 

４．２．１ ギャップフィラーの技術的課題について 

 今回の調査検討を通じて、低位送信の可能性、遮蔽領域における交差偏波識別度の値

及び塔屋等の建造物による遮蔽を利用した回り込み抑制における注意点等の技術的な特

性についてある程度、明確にできたものと考える。 

 また、新たな技術的な要件として、ギャップフィラーの送信アンテナから発射された電波が、

周辺のビル等の建造物に反射してギャップフィラーの受信アンテナに回り込むことによる周

波数特性の乱れについても注意が必要なことが判明した。 

 なお、解明までは至っていないが、弱電界における電界強度とＭＥＲの相関が乱れる現象

についても周波数特性の乱れが起因しているのではないかという、糸口までは到達すること

ができたものと考える。 

 このように、これまであまり明らかにならなかった点が解明され、それらがシミュレーターの

パラメーターとして組み込まれて行くことにより、より確度の高いシミュレーションが可能となる

ことから、ギャップフィラーの迅速な設置と二次的な障害の発生場所の特定等が容易になる

ものと考えられる。より精度の高いシミュレーターの開発が待たれるところである。 

 

４．２．２ ギャップフィラーの設置コストについて 

 ギャップフィラーの設置コストについては、送受非分離方式で４５０万円程度以上、送受間

５０ｍの同軸ケーブル伝送による送受分離方式で６００万円程度以上、送受間５００ｍの光ケ

ーブル伝送による送受分離方式で９５０万円程度以上と試算されている。（受信世帯の受信

アンテナ工事費を除く。） 

 設置コストは、潜在電界の調査や受信点の探索、更には伝送ケーブルの施工方法等によ

り増額する変動要素が多いが、幅１５０ｍ、長さ４５０ｍの建造物障害の場所に加入者数９５

世帯でケーブル伝送方式による共聴施設を新設すると、約１，２００万円程度の費用がかか

るとの試算もあり、コスト的に見ても大きな差は無いものと考えられる。 

 ギャップフィラーの場合は、各家庭までの伝送路を持たないため、道路占用、河川横断及
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び電柱共架等の申請が不要であり、同一の設置コストであれば、設置期間の短いギャップフ

ィラーの方にメリットがある。このメリットを生かして普及促進を図るためにも、一層の設置コス

トの低廉化が進むことを期待する。 

 

４．２．３ ギャップフィラーの設置・運用について 

 ギャップフィラーを設置する場合は、「受信障害対策中継放送を行う放送局の開設に当た

ってのガイドライン」に基づき、都道府県を単位に放送事業者等において組織される地上デ

ジタル放送推進協議会との事前協議を行うことが定められている。これは、ギャップフィラー

を設置することにより、放送事業者が開設する中継局の下に放送事業者以外の者が開設す

る中継局が存在することとなることから、放送事業者がその存在を把握し、混信の防止や放

送事業者の中継局の遅延調整によるギャップフィラーの二次的な障害の発生を防止するた

めに必要であり、事前協議の徹底を願いたい。 

 また、有線共聴施設と異なり、ギャップフィラーは各家庭に電波で届くため、何らかの障害

が発生した場合において、一般家庭では障害の発生原因が、ギャップフィラーなのか、放送

局の中継局なのか判断ができないため、施設利用者間の連絡体制の整備が必要である。 

 有線共聴施設の場合は、その管理団体への加入し、引き込み線工事によりテレビを視聴

することが可能になるが、ギャップフィラーの場合は、サービスエリア内であれば受信アンテ

ナを設置すれば受信が可能になることから、他の自治体等からの転入者等には、その地域

で独自に設置した中継局との理解を得ることは難しいものと考えられ、組合方式からその地

区で共用物として管理を行うなど、管理主体についても検討が必要なものと考える。 

 また、放送局の免許を取得することから、電波利用料の納入、定期報告、再免許手続き等

の法に基づく事務手続きが必要であり、これらの手続きを確実に実施するためにも、これま

での有線共聴の組織以上に管理・運営体制の強化等が必要になるものと考えられる。 

 

４．３ おわりに 

 平成２０年５月から開始した「ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する調査検討会」では、Ｓ

ＦＮギャップフィラーを設置した場合における二次的な障害の対応策等について調査検討

を行い、実地試験を通して検証を行ってきた。その結果として、低位送信の可能性、交差偏

波識別度の明確化、送受回り込み抑制に関する留意点等、ギャップフィラーの設置に向け

たいくつかの技術的な結論を得ることができたものと考える。 

 ２０１１年７月のアナログ放送の終了まで、既に９００日を切っており、早期の有線共聴施設

の改修やギャップフィラーの整備が求められている。ギャップフィラーの整備を計画している

団体にあっては本調査検討会の検討結果を参考にしていただければ幸いである。 

 最後に、本調査検討会の開催あたり、ご尽力、ご協力をいただいた構成員各位、また、実

地試験において実験試験局で放送波を再送信することをご快諾いただいた長野県内の放

送事業者をはじめ、関係機関の皆様に深く感謝を申し上げる次第である。
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２０１１年７月の地上テレビジョン放送のデジタル化への完全移行に向けて、全国

的に中継局や共聴施設の整備が急ピッチで進められています。 

信越管内おいても２００６年４月から地上デジタルテレビジョン放送（以下「地上

デジタル放送」という。）が開始され、２００８年末における世帯カバー率は、新潟

県約９６．８％、長野県約９３．８％と予想され、年々、サービスエリアが拡大され

つつあります。 

このようにサービスエリアは順次、拡大されていますが、地上デジタル放送の普及

促進にあたっての課題のひとつとして、ビルや建造物に遮蔽された場所（以下「ビル

陰」という。）における受信障害への対策があります。 

この対策方法として、ギャップフィラーの設置が有効と考えられますが、ビル陰対

策用ギャップフィラーの技術基準については、２００８年１月に情報通信審議会で

「デジタル混信等の難視対策のためのギャップフィラーに関する技術的条件」が答申

され、現在、総務省において制度整備を行っています。 

この技術的条件の審議を行った情報通信審議会の放送システム委員会報告では、難

視対策用のＳＦＮを行うギャップフィラーの置局による二次的な障害の防止策とし

て、カバーエリアの最小限化による不要な飛び出しの抑制、偏波面を上位局と変える

ことによる上位局受信者への影響の軽減等があげられています。 

一方、近年、携帯・移動体向けのサービス（通称：ワンセグ）に対応した携帯電話

やカーナビ等の急増により、繁華街や駅前広場、地下街及びホール等の屋内等、これ

までテレビジョン放送の受信を想定していなかった場所においても、受信ニーズが高

まりつつあり、このような場所においてもＳＦＮを行うギャップフィラーの置局が効

果的と考えられます。 

このような状況に鑑み、ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する技術的な調査検

討を行うことにより、比較的小ゾーンのギャップフィラーの置局に関する技術的なデ

ータ収集を行い、ギャップフィラーの円滑な置局を図るとともに、もって、周波数の

有効利用に資するため本調査検討会を開催するものです。 
 

 

※ギャップフィラー：“Gap Filler”（「隙間を埋める」の意）が示すように技術的な意味の用語であり、地上デジタル放送

のカバーエリアの隙間となり、受信の障害が発生している狭いエリア（およそ 1～2 ㎞四方）をカバ

ーするために追加的に置局する極微小電力の中継局 

※ＳＦＮ     ：Single Frequency Network：単一周波数中継（複数の放送局から同一の送信周波数で同一のプログ

ラム（同一変調内容）を放送するネットワーク） 

※「デジタル混信等の難視対策のためのギャップフィラーに関する技術的条件」答申の範囲は、ビル陰対策用及びデジタ

ル混信対策用ギャップフィラーに係る技術的条件である。 

 

 

 

１ 「ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する調査検討会」 

開  催  趣  旨  
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１ 目 的 

ビル陰等の受信障害の対策に使用するギャップフィラーにおけるＳＦＮ（ＳＦＮ：Single 

Frequency Network）構築のための技術的調査検討を行うことにより、ギャップフィラーの

円滑な置局を図り、もって、地上デジタルテレビジョン放送への完全移行の推進と周波数

の効率的な利用を図ることを目的とする。 

 

２ 名 称 

  本調査検討会は、「ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する調査検討会（以下「調査

検討会」という。）」と称する。 

 

３ 調査検討事項 

 調査検討会では、以下の事項について調査検討する。 

(1) ビル陰等におけるギャップフィラーの設置に関して、適切な空中線高等に関する課

題の整理と検討 

(2) ビル等の建造物から反射波による交差偏波識別の改善度に関する調査検討 

(3) ギャップフィラーの普及に向けた提案 

(4) その他、調査検討会の目的達成のために必要な事項 

 

４ 構 成 

調査検討会の構成は以下のとおりとする。 

(1) 調査検討会は、信越総合通信局長の委嘱した委員をもって構成する。 

(2) 調査検討会に座長及び座長代理を置く。 

座長は委員の互選によって選出し、座長代理は委員の中から座長が指名する。 

(3) 調査検討会に必要に応じて、作業部会を置く。 

 

５ 運 営 

(1) 調査検討会は、座長が召集し主宰する。座長不在時は座長代理がこれを行う。 

(2) 調査検討会は、必要があると認めるときは、委員以外の者から意見を徴することが

できる。 

(3) その他調査検討会の運営に必要な事項は座長が定める。 

 

６ 開催期間 

平成２０年５月から平成２１年３月までとする。 

 

７ 事務局 

  調査検討会の庶務は、信越総合通信局無線通信部企画調整課が担当する。 

 

２ ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する調査検討会 

設 置 要 綱 



資料編 

－111－ 

 

 

 

 

井澤 哲美 日本アンテナ（株） 取締役 営業本部長 
  
伊藤 紀男 （株）テレビ信州 技術局長 
  
金子 貞夫 長野朝日放送（株） 技術局 顧問 
  
加茂 俊樹 （株）シーテック 長野支社 情報通信部 通信システム課長 
  
齊藤 浩一 新潟県 総務管理部 情報政策課長 
  
坂井 澄夫 新潟地上デジタル放送推進協議会 （（株）テレビ新潟放送網 経営局次長兼技術統括部長） 
  
笹森 文仁 信州大学工学部 電気電子工学科 准教授 
  
杉浦 敏博 （株）マスプロ電工 開発部 担当部長  
  
関川 武文 東日本システム建設（株） 長野ＩＴビジネス事業本部 技術部門 担当部長 
  
高山  享 （株）日本デジタル放送システムズ 技師長 
  
武井 廣助 長野県電機商業組合 長野支部長 （（有）三愛電機 代表取締役） 
  
田中 勇次 （社）日本ケーブルテレビ連盟信越支部 技術委員長 

 （（株）信州ケーブルテレビジョン 代表取締役社長） 
  
田辺 吉崇 日本放送協会 長野放送局 技術部長（平成20年7月まで） 
飯野 俊幸 日本放送協会 長野放送局 技術部長（平成20年7月から） 
 
堤  啓治 

 
信越放送（株） 取締役 技術局担当兼技術局長 

  
◎半田 志郎 信州大学 工学部 電気電子工学科 教授 

  
福田 健司 八木アンテナ（株） 事業推進本部 営業技術部 部長代理 
  
曲渕 正敏 日本無線（株） 通信機器事業本部 放送機ユニット ユニット長 
  
丸山 和章 （株）長野放送 技術局長 
  
宮澤 昇一 （株）ＮＨＫアイテック 松本事業所 所長（平成20年7月まで） 
田辺 吉崇 （株）ＮＨＫアイテック 松本事業所 所長（平成20年7月から） 
 
百瀬  清 

 
長野県 企画部 情報統計課長 

  
○山田 寛喜 新潟大学 工学部 情報工学科 教授 

 
（◎印 座長、○印 座長代理） 

調査検討会事務局  信越総合通信局 企画調整課 課    長   保坂  聡 
                                  課長補佐   柳澤 安永 
                                  企画監理官 渡會 昌輝（平成20年7月まで） 
                                  企画監理官 上田 和久（平成20年7月から） 
 
 

（五十音順 敬称略） 

３ ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する調査検討会 

 構 成 委 員  
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１ 目 的 

ビル陰等の受信障害の対策に使用するギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する技術的

調査検討に必要なデータの収集・分析等を行うことを目的とする。 

 

２ 調査検討事項 

(1) ビル陰対策用のギャップフィラーの適切な空中線高等のデータ収集・分析 

(2) 交差偏波による改善量の実態に関するデータ収集・分析 

(3) ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する技術的なデータ収集・分析 

(4) その他、調査検討会の調査検討事項に必要なデータ収集・分析に関する事項 

 

３ 構 成 

作業部会の部会長及び委員は、構成委員及び構成委員が推薦した者で座長が指名するも

のをもって構成する。 

 

４ 運 営 

(1) 作業部会は、部会長が召集し主宰する。 

(2) 作業部会の運営に関して必要な事項は、部会長が作業部会に諮って定める。 

 

５ 事務局  

作業部会の庶務は、信越総合通信局無線通信部企画調整課が担当する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

４ ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する調査検討会 

作業部会設置要綱 
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【部会長】 

笹森 文仁  信州大学工学部 電気電子工学科 准教授 

 

【委員】 

今井 繁雄  日本アンテナ（株） 営業推進部 営業第３課 課長 
 
大原 久典  （株）マスプロ電工 開発部 副部長 
 
梶   貴一  日本無線（株） 通信機器事業本部 放送機ユニット 主任 
 
加茂 俊樹  （株）シーテック 長野支社 情報通信部 通信システム課長 
 
小菅 紀之  （株）日本デジタル放送システムズ 技術部 
 
小林 正知  長野朝日放送（株） 技術局 局次長 
 
坂井 澄夫  新潟地上デジタル放送推進協議会 （（株）テレビ新潟放送網 経営局次長兼技術統括部長） 
 
関川 武文  東日本システム建設（株） システム事業部技術部門 担当部長 
 
田中 勇次  日本ＣＡＴＶ連盟信越支部 技術委員長 （（株）信州ケーブルテレビジョン 代表取締役社長） 

 
田辺 吉崇  日本放送協会 長野放送局 技術部長（平成20年7月まで） 
進藤 進一  日本放送協会 長野放送局 技術部 副部長（平成20年7月から） 
 
平出  信  （株）テレビ信州 技術局 技術部長 
 
福田 健司  八木アンテナ（株） 事業推進本部 営業技術部 部長代理 
 
丸山 活輝  信越放送（株） 技術局 放送管理部 部次長 
 
宮澤 昇一  （株）ＮＨＫアイテック 松本事業所 所長（平成20年7月まで） 
田辺 吉崇  （株）ＮＨＫアイテック 松本事業所 所長（平成20年7月から） 
 
目黒 清美  （株）長野放送 技術局 専任局長（平成20年8月まで） 
田宮 秀英  （株）長野放送 技術局 局次長兼技術部長（平成20年8月から） 
 
 

 

【事務局】 

信越総合通信局 無線通信部 企画調整課 

 

 

 

（五十音順 敬称略） 

５ ギャップフィラーにおけるＳＦＮに関する調査検討会 

 作 業 部 会 委 員  



資料編 

－114－ 

６ 調査検討会及び作業部会経過報告 

年 月 日 調査検討会及び作業部会の審議内容等 

5 月 26 日 ○第 1 回調査検討会（長野市） 

調査検討会の設置について 

調査検討会の検討内容等について 

地上デジタルテレビジョン放送の動向等について 

 

6 月 10 日 ○第 1 回作業部会（長野市） 

実地試験項目等について 

調査検討スケジュールについて 

 

7 月 10 日 ○第 2 回調査検討会（長野市） 

作業部会における検討状況について 

実地試験項目等について 

実地試験場所について 

実地試験のスケジュールについて 

 

7 月 10 日 ○第 2 回作業部会（長野市） 

実地試験項目等について 

実地試験場所について 

実地試験に関する仕様概要について 

 

8 月 19 日 ○第 3 回作業部会（長野市） 

ビル陰関連の実地試験について 

地形シャドー関連の実地試験候補地等について 

実地試験等スケジュールの一部修正について 

ＧＦ実験試験局の運用時の連絡体制 

 

9 月 18 日 

 

○ ビル陰等 公開試験（長野市） 

事前説明 

ギャップフィラー及び電測の見学                   

 

平成 20 年 

12 月 1 日 

 

○ 丘陵等難視エリア 公開試験（長野県 山ノ内町） 

事前説明 

ギャップフィラー及びエリア内の電界強度測定の見学 
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年 月 日 調査検討会及び作業部会の審議内容等 

平成 20 年 12 月 21 日 ○ 第 4 回作業部会（長野市） 

送受回り込み抑制の調査及び実地試験について 

地形シャドー関連の実地試験方法等について 

実地試験等スケジュールの一部修正について 

 

平成 21 年 1 月 16 日 

 

○ 第 5 回作業部会（長野市） 

ビル陰等関連の実地試験結果について  

地形シャドー関連の実地試験結果（中間）について  

 

2 月 4 日 ○第 3 回調査検討会（長野市） 

作業部会における検討状況について 

実地試験結果のまとめについて 

ＧＦの設置コスト等について 

報告書骨子（案）について 

 

 

3 月 13 日 ○第 4 回調査検討会（長野市） 

ギャップフィラーの普及方策について 

報告書結果の取りまとめについて 
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７ （株）ＮＨＫアイテックの報告書（建造物障害対策用ＧＦ関係） 

 別添のＣＤ－ＲＯＭの「ＮＨＫアイテック」という名前のフォルダーに収容してあります。 

 測定データの参照については、ＮＨＫアイテックの報告書の資料編に測定データ閲覧ソフ

トの取り扱い説明書をご一読いただき、ご使用ください。 

 なお、測定データ閲覧ソフトを使用する場合は、「081101 長野屋外試験測定データ」という

フォルダーを読み書き可能なドライブにフォルダーごとコピーして使用してください。 

  

 

 

８ （株）日本デジタル放送システムズの報告書（地形難視対策用ＧＦ関係） 

 別添のＣＤ－ＲＯＭの「Ｊ－ＤＳ」という名前のフォルダーに収容してあります。 

 測定データの参照については、エクセルで作成した各実地試験記録用紙の管面写真保

存時刻の数字を左クリックしていただくと、測定時点のスペアナの管面が表示されます。 

 

 

９ 受信障害対策中継放送を行う放送局の開設に当たってのガイドライン 

 別添のＣＤ－ＲＯＭの「ガイドライン」という名前のフォルダーに収容してあります。 
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